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第２回
「水産基盤施設の維持管理点検

マニュアル（案）」の作成に関する検討会
説明資料

令和2年1月17日

平成31年度水産基盤整備調査委託事業
「漁港漁場施設の長寿命化対策検討調査」
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資料‐２



調査概要（第１回検討会資料再掲）調査概要（第１回検討会資料再掲）
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我が国には約2,800の漁港があり、その漁港施設の多くは高度経済成長期に建設
され、建設後30年以上経過しており、老朽化の進行による機能低下が懸念されて
いる。このような中、水産庁では平成20年度に水産物供給基盤機能保全事業を創
設し、漁港施設の機能診断、機能保全計画書の作成及び保全工事を効率的且つ
効果的に実施し、漁港施設の機能の長寿命化を推進している。

機能保全事業の創設から10年が経過し、初期に策定された機能保全計画は2巡目
の定期点検及び機能保全計画の見直しの時期を迎えている。

漁港管理者の多くは、厳しい財政状況下で技術職員が減少している状況にあり、
漁港施設の点検作業においては一層の効率化が求められる。

 しかし、点検作業の効率化は老朽化の進展把握・新たな老朽化の発見の確実性
とトレードオフとなることから、その解消に向けた検討が必要となる。

確実性を担保しつつ、効率的に実施できる点検の体制及び手法の検討を行う。
その検討内容を整理し、「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」を作成

する。

目的

背景
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積極的に検討すべき新技術の紹介・活用例等
を整理する。

日常点検の具体的な方法（巡視の新設や施
設・スパンの重点化）及び点検記録の保管方
法について検討を行う。

これまでの定期点検結果及び漁港・施設の重
要性や構造形式等を踏まえ、定期点検の頻度
について検討を行う。

これまでの定期点検における課題や2巡目の点検に留意すべき事項を踏まえ、水産基盤施設の維持管理
点検マニュアル（案）に記載すべき内容を整理する。

（３）日常点検の効率化の検討（２）定期点検の効率化の検討

「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成

（５）
検討会
の設置

調査内容及び検討フロー

（１）定期点検における課題の整理・対応方針の検討

（４）点検に関する新技術の整理
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検討スケジュール

検討会 開催時期 検討内容

第１回 令和元年７月
・定期点検及び日常点検における現状と課題の抽出
・本調査での検討方針の確認

第２回 令和元年１２月

・検討事項の報告
・維持管理に資する点検内容の精査

・マニュアル（案）への記載内容の確認

検討委員会は下記の時期に開催予定としている。
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第１回検討会での提案内容（概要）

機能保全計画の策定・更新

巡視の実施

定期点検の実施

老朽化予測等の見直し

機能保全対策の実施

【実施内容】
 陸上目視

（大きな変状の有無・新たな老朽化箇所の発見）
【実施時期】
 概ね1年に1回以上。
【実施範囲】
 全施設
※臨時点検；高波浪の来襲後や一定規模以上の

震度の地震発生後等に実施
（変状が確認された場合は日常点検を実施）

【実施内容】
 簡易調査（重点項目）を実施

（目視＋計測；老朽化度abcd判定を行う）
（必要に応じて詳細調査を実施）

【実施時期】
 施設の重要度や構造形式を考慮した点検間隔を

検討（5年・10年・15年の区分を想定）
【実施範囲】
 全スパン（詳細調査は代表スパン）

老朽化度の進展状況
に応じて判断

必
要
に
応
じ

日常点検の実施
【実施内容】
 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査
【実施時期】
 概ね1年に1回以上。
【実施範囲】
 代表施設の代表スパン



１.第１回検討会における主な意見とその対応１.第１回検討会における主な意見とその対応
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２．点検内容の見直し方針２．点検内容の見直し方針
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施設の健全度別に定期点検の間隔を区分する。

 「機能保全計画書の見直し」を目的とし、老朽化の程度の把握・健全度の評価を行
うための定量的な点検を行うこととしている。

（1） 定期点検の目的

施設の安全性及び求められる機能を確保するためには、「健全度A（要求性能を下
回る可能性がある状態）」になる前の変化を見逃さず、「健全度B（予防的対策を施

さないと将来要求性能を下回る恐れがある状態）」段階で発見し、予防保全対策を
講じることが重要である。

機能保全レベルと性能低下の程度のイメージ

（２） 定期点検における着眼点

（３） 検討の方針

健全度Aに移行する前に
予防保全計画を検討

健全度Cから健全度Aへの変化を見逃さ
ないことに着目し、点検間隔を設定

３．定期点検の効率化の検討３．定期点検の効率化の検討
３．１ 定期点検の実施間隔の検討

（原則、機能保全対策検討済み）

定期点検結果から健全度Aとなる時期を
推定し、定期点検時期を設定



≪健全度Ａの施設≫
 要求性能を下回っているので、保全工事等の対策を検討済みと考えられる。
≪健全度Ｂの施設≫
 要求性能の低下が認められるので、予防保全対策を計画している段階にあると考えられる。
 定期点検結果から健全度Aとなる時期を推定し、その前に定期点検を行うように定める。
 日常点検で老朽化の進行を把握し、状況に応じて次回の定期点検を早める。
 老朽化を検知した場合は、健全度Ａに移行する前に予防保全を実施する。
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（1） 健全度Ａ・Ｂの施設

３．２ 健全度別の維持管理方法のイメージ

　　≪健全度Ａ・Ｂの施設≫

D 

C 

B 

A 

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

定期

点検

健

全

度

（健全度Ａは保全対策検討済み）

健全度Ｂは予防保全計画を検討済み

・1回/年の日常点検で老朽化の進行を把握

・状況に応じて次回の定期点検を早める

早める

日常点検にて著しい老朽化を検知

した場合は定期点検を早める

定期点検結果から

健全度Aとなる時期

を推定し、その前に

定期点検を実施
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（２） 健全度Ｃ・Ｄの施設

 健全度C・Dの施設については、日常・定期点検により老朽化の進行を確認し、健全度Aに移
行しないうちに予防保全計画を検討する。

 施設の安全性及び求められる機能を確保するためには、「健全度A（要求性能を下回る可能
性がある状態）」になる前の変化を見逃さないことが重要となる。

 健全度Cから健全度Aへの変化を見逃さないこと（健全度Bで推移する期間）に着目し、老朽
化度・健全度の進展状況を整理・分析を行い、健全度C・Dの施設の定期点検間隔の検討を
行った。

 機能保全対策工事により、健全度Aから健全度Dに更新された施設については補修した箇所
や隣接箇所等を日常点検にて注視することとする。（点検間隔は健全度Dとして取り扱う）

　　≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫

D 

C 

B 

A 

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

健

全

度

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

定期

点検

（健全度Ｂで推移する期間）

（健全度C～Bで推移する期間）

・健全度Ｃ・Ｄの施設については健全度Ａに

移行しないうちに次回の定期点検を実施

健全度Aに移行する前に

予防保全計画を検討



３．３ 老朽化の進展状況の検討手法
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【機能保全計画データベースを基にした検討；1,860漁港18,171施設】
①施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線

【初回・2巡目の定期点検結果を基にした検討；5漁港43施設】
②調査位置別の健全度（A～D）の老朽化予測線
③調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデル



全国39都道府県の1,860漁港で実施された初回の機能保全計画に関する情報が
網羅されており、検討に必要な下記のデータがある。

（施設名、建設年、構造種別、施設全体の健全度、計画書策定年 等）
すべての漁港施設を主な構造型式ごとに集計するにあたり、検討に必要なデータ

が欠落または不明確な施設を除外した。
その結果、18,171施設を検討対象とした。
漁港施設の構造形式別の健全度の割合を下表に示す。
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３．４ 機能保全計画データベースを基にした検討

（１） 収集資料

施設区分

健全度

A 594 9% 150 23% 13 3% 5 11% 503 8% 339 20% 180 8% 1,784 9.8%

B 1,887 27% 166 26% 46 12% 15 33% 2,170 35% 569 34% 411 18% 5,264 29.0%

C 3,384 49% 274 42% 201 53% 20 43% 2,757 45% 632 38% 1,409 60% 8,677 47.8%

D 1,051 15% 60 9% 120 32% 6 13% 726 12% 138 8% 345 15% 2,446 13.5%

合計 6,916 100% 650 100% 380 100% 46 100% 6,156 100% 1,678 100% 2,345 100% 18,171 100.0%

総数 18,171 −

合計
防波堤 護岸 係留施設

 重⼒式  ⽮板式、鋼製  重⼒式  ⽮板式、鋼製  重⼒式  ⽮板式、鋼製 船揚場

漁港施設の構造形式別の健全度の割合
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（２） 施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線による検討方法

健全度C 浜中漁港　-2.0m物揚場

D

C

B

A

健
全

度

0

経過年数（年）

建設年 調査年

10 20 30 40 50 60

最短46.5年
平均62.0年

31年

70

初回定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

当該調査年度における健全度の範囲（ア）

上記（ア）の中心と左上点を結ぶ直線

施設全体の健全度と老朽化予測線を用いた検討事例
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（３） 施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線による検討

老朽化予測線による進行期間（ 短）（防波堤）

健全度Bでの期間 15.2 11.4

事例数 6,916 650

C⇒Bの経過年数（年） 30.4 22.9
B⇒Aの経過年数（年） 45.7 34.3

健全度C、Bでの全体期間 30.4 22.9

            調
査位置

重⼒式防波堤 ⽮板式、鋼製
防波堤

0

1

2

3

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全
度

経過年数

防波堤 最短

重力式防波堤

矢板式、鋼製

防波堤

D

C

B

A

D

C

B

A

健
全

度
B

,C

健
全

度
B

11.4年
22.9年

34.3年
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３．５ 初回・２巡目の定期点検結果を基にした検討

本調査で実施したアンケートの中で、2巡目の定期点検にて詳細調査まで行ってい

るとの回答のあった6県から機能保全計画書および調査報告書（様式集）の資料収

集を行った。

入手した資料から調査年月日の不明等、健全度を比較評価するにあたり、条件の

揃わない漁港施設を除外し、検討対象にできる漁港施設を抽出した。

その結果、5漁港43施設を検討対象とした。

（１）収集資料

漁港施設の構造形式別の健全度の割合

施設区分

健全度※

A 1 20% 0 0% 0 0% 1 14% 0 0% 2 13% 0 0%

B 3 60% 0 0% 2 67% 2 29% 4 44% 11 69% 1 50%

C 0 0% 1 100% 1 33% 4 57% 4 44% 3 19% 1 50%

D 1 20% 0 0% 0 0% 0 0% 1 11% 0 0% 0 0%

合計 5 100% 1 100% 3 100% 7 100% 9 100% 16 100% 2 100%

※2巡目の健全度評価 総数 43 －

防波堤 護岸 係留施設

 重力式  矢板式、鋼製  重力式  矢板式、鋼製  重力式  矢板式、鋼製 船揚場
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（２） 調査位置別の健全度（A～D）の老朽化予測線による検討方法

初回及び2巡目の健全度と老朽化予測線を用いた検討事例

D

C

B

A

健
全

度

0

経過年数（年）

建設年 初回調査年 2巡目調査年

10 20 30 40 50 60

最短52.5年
平均59.1年

35年 45年

D

C

B

A

健
全

度

0

経過年数（年）

建設年 初回調査年 2巡目調査年

10 20 30 40 50 60 70 80

32年 41年

最短61.5年
平均75.0年

上図：愛知県赤羽根漁港
-4.0m岸壁
エプロン沈下（C→B）

下図：愛知県一色漁港
護岸
本体工（C→C）

2巡目定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

初回定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

当該施設の老朽化直線が存在する範囲（イ）

当該調査年度における健全度の範囲（ア）

上記（イ）と重なる（ア）の中心と左上点を結ぶ直線
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（３） 調査位置別の健全度（A～D）の老朽化予測線による検討（防波堤）

0

1

2

3

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全
度

経過年数

最短

重力式防波堤

施設全体（移動）

重力式防波堤

施設全体（沈下）

重力式防波堤

上部工

D

C

B

A

D

C

B

A

D

C

B

A

劣化予測線（最短の平均値）

施設全体（移動） 施設全体（沈下） 上部工

C⇒Bの経過年数(年) 71.5 69.8 27.2

B⇒Aの経過年数(年) 107.3 104.8 40.8

健全度Bでの期間(年) 35.8 35.0 13.6

事例数 4 4 4

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ

                 調査位置

項目

重力式防波堤

40.8年
13.6年

健全度B

老朽化予測線による進行期間（最短）（防波堤）

老朽化予測線（最短の平均値）
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（４） 調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデルによる検討方法

（注）老朽化度（a、b、c、d）の分割数n
（例）d→d1、d2、d3、････dn

 2巡目の定期点検結果での老朽化度（a､b､c､d）の進展状況を分析し、防波堤およ

び係船岸での調査位置別での老朽化の進展状況を整理した。

マルコフ連鎖モデルでの老朽化は、一定の遷移確率pで老朽化度がd→c→b→aと

進展するとの考え方に基づいている。

施設別に調査位置別の老朽化種類ごとに、3分割のマルコフ連鎖モデルを用いて

個々のケースの遷移確率を計算し、その遷移確率の平均値を計算する。

マルコフ連鎖モデルにおける老朽化度の推移
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（４） 調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデルによる検討方法

マルコフ連鎖モデルにて老朽化度（a～d）割合の推移を整理した。

下表における老朽化度の割合（下線）で健全度評価（A～D）が移行するとして健全

度の進行期間を整理・分析した。

遷移確率の平均値による係船岸エプロン（沈下）の場合の事例を右下図に示す。

  
健全度 

A B C D 

 

安

全

性

に

及

ぼ

す

影

響

度 

Ⅰ 

「a が全数注)の 2 割以

上」を占めており、既に

施設の性能が低下して

いる。 

「a が全数の 2 割未

満」、かつ「a ＋ b が

全数の 2 割以上」占

めており、対策を施さ

ないと施設の性能の

低下が懸念される。 

A、B、 

D 以外 

すべて d 

のもの 

Ⅱ 

「a が全数の 5 割以

上」、もしくは「a が全数

の 2 割以上、5 割未満」

かつ「a ＋ b が全数の

8 割以上」占めており、

既に施設の性能が低

下している。 

「a が全数の 5 割未

満」、かつ「a ＋ b が

全数の 5 割以上」占

めており、対策を施さ

ないと施設の性能の

低下が懸念される。 

A、B、 

D 以外 

すべて d 

のもの 

Ⅲ ― D 以外 
すべて d 

のもの 

健全度の評価基準

老朽化度割合の推移図
（係船岸エプロン(沈下)：影響度Ⅰ）



0

1

2

3

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全
度

経過年数

平均

防波堤上部工

係船岸上部工

（桟橋式以外）
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（５） 調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデルの検討

　　調査位置 防波堤
上部工 上部工 エプロン エプロン

項目 （桟橋式以外） （沈下） （Co劣化）

C⇒Bの経過年数(年) 29 52 23 54
B⇒Aの経過年数(年) 39 71 37 74
健全度Bでの期間(年) 10 19 14 20

事例数 4 19 18 17
影響度 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

遷移確率 0.200 0.110 0.181 0.106

係船岸

マルコフ（平均遷移確率）による進行期間

 さらに平均遷移確率による健全度BまたはAに到達するまでの老朽化の進行期間
を算出し、結果を下図に示す。

なお、マルコフ連鎖モデルの検討では、鋼構造の施設、スパン数の少ない施設は
対象外としており、ここでは5スパン以下の施設を除外した。

健全度B

10年



 「 ３．３ 老朽化の進展状況の検討手法」に示した手法の検討結果を下表に示す。
その結果、データ数の多い「機能保全計画データベース」による検討結果では、健

全度Bで推移する期間は、11.1～17.7年（平均14年）であった。
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３．６ 検討結果のまとめ

方法別
進行期間

施設／主要な構造型式 平均（年） 最短（年） 平均（年） 最短（年）
防波堤 重力式防波堤 22.3 15.2 44.7 30.4

矢板式、杭式防波堤 15.9 11.4 31.9 22.9
護岸 重力式護岸 27.4 16.7 54.7 33.5

矢板式護岸 17.2 12.2 34.4 24.3
係留施設 重力式係船岸、PC・RC製浮体式係船岸 19.2 13.4 38.3 26.9

矢板式・桟橋式係船岸、鋼製浮体式係船岸 15.0 11.1 30.0 22.1
船揚場 26.3 17.7 52.6 35.4

健全度B,C
劣化予測線（手法①）

健全度B

健全度B評価で進行する期間についての検討結果一覧表
(機能保全計画データベースより（検討対象：18,171施設)）

方法別 マルコフ（手法③）

調査位置 平均（年） 最短（年） 平均（年）
重力式防波堤 15.4 13.6 10
重力式護岸 19.9 13.6 －
矢板式護岸 21.6 18.0 －

19.6 16.0 －
係船岸 エプロン 沈下 18.4 14.3 14

劣化 22.5 17.4 20
19.7 16.1 19
18.8 15.3 －本体工（鋼矢板）

本体工

本体工（鋼矢板）

劣化予測線（手法②）

上部工

上部工

上部工

健全度B

健全度B評価で進行する期間についての検討結果一覧表
（初回点検及び2巡目の定期点検結果より（検討対象：43施設) ）

限定されたデータ数で
あったが、検討結果に大
きな差異はなかった。
≪重力式防波堤≫

手法①；15.2年
手法②；13.6年
手法③；10年



定期点検間隔として10年を標準間隔としても、健全度C・Dの施設が健全度Aに移
行する可能性は低く、健全度Bの期間に予防保全の検討を行うことが出来る。

→定期点検の標準間隔を「10年」と設定し、施設の重要度や構造形式を踏まえた点検
間隔の目安を提案する。なお、健全度A､Bの施設は、適宜設定するものとした。

→水域施設は日常点検において堆砂状況や利用上支障がないか漁業者等の利用者
にヒアリングにより確認するとし、変状が確認された場合は速やかに水深計測等の
定期点検を行うものとする。
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３．７ 定期点検間隔の見直し案

定期点検間隔の見直し案

（１） 定期点検の標準間隔の設定

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

全ての構造形式 健全度B ―
A判定となる前
（最長間隔5年）

老朽化の予測検討を行い適宜設定する。
ただし、定期点検の最長間隔は5年とする。

約30%

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定
約1～2%

健全度C ― 10年
機能保全計画DBの分析より
健全度Bで推移する期間10年

約40%

健全度D ― 20年
機能保全計画DBの分析より

健全度B、Cで推移する期間20年
約10%

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定
約1～2%

肉厚調査を実施していない場合 5年
腐食速度が把握出来ないため、

点検間隔を密とする

肉厚調査を実施した場合 10年
ただし、肉厚調査結果から腐食速度を算定し、
次回の点検が10年後（標準間隔）でも支障ない

ことを確認する

健全度D（新設のみ） ― 10年
塗覆防食工法の耐用年数（20～30年程度）の

半分を目安に設定

※健全度Ａ：要求性能を下回っている状態のため、早急に対策工事等を要する（約10％）

約10%

定期
点検間隔

設定根拠
（参考）

適用割合
（概算）

矢板・杭式

区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

重力式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設



23施設別の定期点検の流れ

（２） 施設別定期点検の流れ

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設（耐震化、耐津波化を図る岸壁及び外郭施

設）はその重要度から定期点検間隔を5年とする。

肉厚調査を実施した場合、腐食速度を算定し、次回の点検まで（10年後）の期間に

ついて機能を維持出来ることを確認する。

直前の定期点検で肉厚調査を実施していない鋼製構造物では、腐食速度を推定

出来ないため、危険側を考慮し、定期点検間隔を5年とする。

新設（健全度D）の鋼製構造物については、防食機能が設計通りに発揮されている

ことを確認した上で、定期点検間隔を標準の10年とする。

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

健全度C ―

健全度D ―

肉厚調査を実施していない場合

肉厚調査を実施した場合

健全度D（新設のみ） ―

経過年数（年）区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

重力式

矢板・杭式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

0 5 10 15 20

肉厚調査を行い、腐食速度を確認



４．日常点検の効率化の検討４．日常点検の効率化の検討
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点検の目的を達成しつつ、漁港管理者の負担軽減となる点検内容を検討する。

４．１ 日常点検の検討内容

（１）点検内容の簡略化

課題として挙げられた「点検記録の取りまとめ」の負担軽減に繋がる方法を検討す

する。

（３）点検記録の取りまとめの簡略化

上記の点検内容の見直しと合わせて、日常点検の記録様式として適切な新様式

（案）を検討する。

（２）点検記録の新様式の検討
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４．２ 点検内容の簡略化

健全度A・Bの施設、健全度C・Dの施設に分けて、点検内容を分類する。

 「老朽化の進行状況の確認、新たな老朽化箇所の発見」を目的とする。

（1） 日常点検の目的

施設の安全性及び求められる機能を確保するためには、「健全度A（要求性能を下
回る可能性がある状態）」になる前の変化を見逃さず、「健全度B（予防的対策を施

さないと将来要求性能を下回る恐れがある状態）」段階で発見し、予防保全対策を
講じることが重要である。

機能保全レベルと性能低下の程度のイメージ

（２） 維持管理点検における着眼点

（３） 簡略化の方針

健全度Aに移行する前に
予防保全計画を検討

目視による異常の有無の確認

＋
代表スパンにおける進行状況の確認

目視による異常の有無の確認
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≪健全度C・Dの施設≫

≪踏査≫
新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起終点から施

設の写真を撮影する。
踏査により、新たな老朽化の変状（ａまたはb判定相当）スパンを発見した場合は、

様式に記録する。
健全度判定に影響する「老朽化度a またはb」相当の変状の割合・箇所数が多く

なってきた場合は次回の定期点検を早める等の対応を行う。

≪代表スパンのモニタリング≫
 aまたはb判定の変状の中から、施設の機能低下に影響があるスパン（大きい変状

（ひび割れ、欠損、段差等）のあるスパン）を代表スパンとして選定し、スパン写真
の撮影と状況（変状の種類・老朽化の所見）を記載する。

代表スパンと同様な変状スパンが増え、健全度の評価を改める必要があれば、次
回の定期点検を早める等の対応を行う。

≪踏査≫
新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起終点から施

設の写真を撮影する。
踏査により、新たな老朽化の変状（老朽化度ａまたはb相当）スパンを発見した場合

は、様式に記録する。

≪健全度A・Bの施設≫
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４．３ 新様式の検討内容

現行基準では、簡易調査（簡易項目）に使用する様式5・様式6を利用しているが、
日常点検の記録として適切な新様式を作成する。

→調査内容の類似した施設をできるだけ同一の様式に集約して、対象施設の種類お
よび構成を簡略化した。（12パターン→5パターンに集約）

→日常点検で用いられる現行基準の様式5（点検者・日時・変状状況等）、様式6（変状
写真）を1枚の様式にまとめ、簡略化した。

現行基準での整理様式（左：様式‐5、右：様式‐6）

「老朽化のあるスパンNo.」を記載するために、
全スパンの目視点検を行う必要があった。

「変状状況」と「変状写真」が別様式に分かれて
いる。（資料増加・現地で確認しづらい）
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新様式の記入例
（健全度A・B）

踏査を行い、起終点から
施設の写真を撮影する。

代表スパンを選定し、
スパン写真とその状況を
記載する。

利用者に聞き取りを
行い、利用上支障がないか
確認する。

新たな変状を発見した
場合は様式に記載する
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新様式の記入例
（健全度C・D）

踏査を行い、起終点から
施設の写真を撮影する。

利用者に聞き取りを
行い、利用上支障がないか
確認する。

新たな変状を発見した
場合は様式に記載する



新様式について、「漁港施設の点検システム」から出力できるように改良を行った。
 この出力機能を活用することで、課題として挙げられた「点検記録の取りまとめ」の負

担軽減が図ることができる。

30

４．４ 漁港施設の点検システムの活用

漁港施設の点検システムの活用

水産基盤施設 日常点検記録



≪参考；漁港施設の点検システムでの選択肢≫≪参考；漁港施設の点検システムでの選択肢≫
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≪施設区分≫
消波堤
防波堤
護岸
係船岸（岸壁・物揚場）
係船岸（船揚場）
付帯施設
水域施設
道路
用地
標識灯
浮桟橋
海岸
その他

≪撮影位置≫
施設全体
法線
上部工
本体工
波返工
消波工
付属工
エプロン
胸壁
背後地
付帯施設
道路
杭・チェーン・アンカー
係留部（杭）
その他

≪変状≫
損傷、亀裂
ひび割れ
鉄筋露出
開孔
発錆
移動
沈下、陥没
腐食
凸凹、出入り
摩耗
段差
欠損
その他
変状無し



５．技術者不足への対応５．技術者不足への対応
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漁業者・建設業者等の利用者と協力し、点検体制の強化・補完を図る。

５．１ 検討内容

（１）日常点検体制の強化・補完

 ICT技術等の新技術を活用することにより、点検作業の効率化を図る。

（２）新技術の活用による点検作業の効率化



５．技術者不足への対応５．技術者不足への対応
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５．２ 日常点検体制の強化・補完

漁港施設は日常的に水産物の陸揚げに利用されているため、利用者（漁業者等）

が身近にいる施設である。また、漁港を作業船の基地港とする建設業者も身近に

いる場合が多い。

漁港施設の利用頻度の高い漁業者に加え、建設業者等の利用者に施設の変状に

ついて情報提供してもらう協力体制を構築する。

漁港管理者は漁港利用者に点検するポイントとして写真等の事例等（専門知識が

なくても作業できるような資料）を提示し、情報提供を依頼する。

漁港利用者から施設の老朽化状況について情報提供してもらい、漁港管理者の体

制を補完することで漁港管理者の負担軽減が図ることが出来る。

（１）漁港施設の特徴を踏まえた協力体制の検討
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日常点検においては大きな変状の発見、利用上支障になるものの発見が重要とな

る。そのため、日常点検時に着目すべき点の例を下記に示す。

また、依頼時には次頁に示すような具体的な点検方法について説明することが望

ましい。

日常点検における着眼点（例）

（２）協力者（漁港利用者）への情報提供依頼のポイント
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（例）「天端の沈下、法線のずれはないか」についての視点

≪漁港管理者は、次のような点について協力者に説明を行う≫

点検する変状はどのようなものか、写真を見せてイメージを説明する。（下図参照）

日常点検における着眼点（例）を参考に確認すべき内容を説明する。

確認・発見した変状についての報告内容（変状の内容、変状写真、変状位置）及び

報告方法等を具体的に説明する。

漁港管理者が「漁港施設の点検システム」を導入している場合は、その点検システ

ムの活用方法を説明する。

 この他、陸上からの日常点検ではできない「海上から見た漁港施設（特に外郭施

設）の変状」の情報提供を漁業者等の利用者に呼び掛けておく。

隣接堤体との法線のずれ 隣接堤体との段差（沈下）

ずれ

段差（沈下）
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５．３ 新技術の活用による点検作業の効率化

点検内容に合わせて活用できる技術についての情報収集及び整理・抽出を行った。
各調査技術について概要・適用範囲・利点・欠点を整理した一覧表を作成した。

点検作業に活用できる技術の整理
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ひび割れ調査技術の概要

従来からクラックスケールまたはコンベックスを用いた調査が行われている。

最近ではＵＡＶを用いて、広範囲の変状を把握したり、近接撮影にてひび割れ幅を

求める方法が検討されている。

ひびわれ調査技術の概要

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

UAV

・UAVを用いて上空から
広域の写真撮影を行い、
画像を分析して変状の寸
法を求める。

・現行航空法では、人または物
件（第三者の建物、自動車な
ど）との間に30m以上の距離を
確保できる空間に限定される。
・地方航空局の許可・承認が必
要である。

・調査員による危険を伴
う調査は回避できる。
・人の立入りが困難な消
波工や、陸から離れた沖
防波堤等の点検が効率
的に行える。

・分解能の関係から、幅10mm
のひび割れに対しては高度
20m、幅3mmには高度5m以下
が必要。
・得られるひび割れ幅は表面幅
であり、目視調査による確認が
必要である。

表面P波法による
簡易機能（老朽化）
診断手法

・コンクリート構造物の状
態（圧縮強度、ひび割れ
深さ、内部空隙）を把握で
きる。

コンクリート構造物の状態（圧縮
強度、ひび割れ深さ、内部空
隙）の把握に限定される。

・ハンマーとセンサーを用
いるだけの簡単な操作
で、構造物の状態を把握
できる。

・コンクリートのひび割れ幅の計
測はできない。

クラックスケールま
たはコンベックス

・調査員が直接測定す
る。

・構造物に近接できる範囲に限
定される。

・計測結果をそのまま成
果として採用できる。

・危険な場所への立ち入りは、
作業の安全面からできない。
・沖合の施設については通船の
手配が必要となる。
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コンクリート圧縮調査技術の概要

従来からコア採取による室内強度試験が従来から行われているが、コア採取のた

めに施設を削孔して開口部を充填する必要があり、試験コストや作業時間の面で

不利である。

非破壊試験法として、反発度法を用いたリバウンドハンマーが採用されることが多

く、最近では機械インピーダンス法を用いた機器による計測も行われている。

コンクリート圧縮強度試験技術の概要
調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

機械インピーダン
ス法による簡易圧
縮強度の計測

・コンクリートの圧縮強度の推定、コン
クリート構造物における表面の劣化度
合い及び表面近傍の浮き・剥離を測
定する。
・ハンマーでコンクリートを打撃した場
合の押す時間と押し戻される時間の打
撃応答波形から機械インピーダンス値
を算出し解析する。

・平らな場所を選定し、カ
キや藻類等の付着物が
ある場所、粗骨材の露出
が著しい場所は避ける必
要がある。

・比較的簡便で迅速に測
定ができ、多点での連続
計測や一定の精度が得
られる。
・構造物を削孔しない非
破壊試験である。

・ハンマ打撃によって得ら
れる各指標値はコンク
リートの表層50mm程度
の情報であり、これより深
いコンクリート内部の調
査には適用できない。

リバウンドハンマ

・一定のエネルギーでコンクリート表面
を打撃したときに、ハンマー内のイン
パクトプランジャーの跳ね返り高さとコ
ンクリート強度の相関から強度を推定
する。

・反発度から圧縮強度を
求める換算式として提案
式を用いる場合､精度が
落ちる可能性がある。

・構造物を削孔しない非
破壊試験である。

・反発度から圧縮強度を
求める換算式は、事前に
反発度と圧縮強度の関
係を実験的に求める方法
によることが望ましい。

コア採取による室
内強度試験

・コアを採取して供試体を作成し、試験
機で圧縮試験を行う。

・コア抜きによる削孔、開
口部の充填ができる構造
物に限定される。

強度試験を実施すること
で、強度を換算なしに直
接求められる。

・試験コストが割高で、コ
ア取得から室内試験の終
了まで作業時間がかか
る。
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水中調査に活用できる調査技術の概要（１）

水中調査では潜水士による目視調査が従来から行われているが、海象条件に左

右され、水中作業には危険が伴う。

また、消波ブロック式防波堤の堤体海側側面のように、潜水士が進入できない閉

空間での調査向けに陸上から水中カメラを垂下する方法等も使われている。

 3Dスキャナはナローマルチ測深機で対応できない桟橋下部、閉所、オーバーハン

グした場所などでの3D計測を可能とするものである。

水中調査技術の概要（1/2）
調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

潜水士
・潜水士が、通常ではスキューバによ
る潜水目視を行う。

・通常スキューバでは水
深30m程度まで潜水で
き、すべての点検業務に
対応できる。

・目視結果をそのまま成
果として採用できる。

・安全作業のためには、
作業条件を厳しく管理す
る必要がある。
・安全管理を高めると、作
業効率は落ち、コストも
高くなる。

陸上からの水中カ
メラの垂下

・コンパクトボディのカメラにオプション
である耐圧防水ハウジングを装着する
ことで水中撮影が可能となるカメラで
ある。

・スタッフの先端に取り付
ける形で使用し、長さ5～
7mの範囲で使用できる。

・被覆消波ブロックと堤体
の間隙に垂下すること
で、堤体壁面の状況を確
認できる。

・カメラの撮影幅を考慮し
て、小刻みに垂下、撮
影、引上を繰り返すことか
ら、手間がかかる。

水中3Dスキャナ

・船舶への艤装も可能であるが、ソ
ナーを三脚に据えて海底に固定して
計測することが可能である。
・360度の範囲をスキャンできる。

・水面際から水深15m程
度まで計測可能。

・濁水や視界ゼロでも計
測が可能である。
・マルチビーム等の船上
艤装型計測機器では取
得が困難な桟橋下部、閉
所、オーバーハングした
場所等での3D計測が可
能である。

・水中3Dスキャナの機器
分解能からコンクリートの
ひび割れや鋼矢板の数
cm程度の開孔は判別困
難である。
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水中調査に活用できる調査技術の概要（２）

 ROVは有線又は無線の遠隔操作により大水深まで潜行できる潜水探査機である。
最近では小型で安価に購入できるROVが実用化され、水中ドローンと呼ばれる。
ナローマルチ測深機は扇状に発振する音波によって面的な測量を可能とする。

水中調査技術の概要（2/2）

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

ROV

・ハイビジョンカメラ、LED照明、深度セ
ンサーや距離センサーなどの装備品
を軽量フレーム構造に納め、三軸スラ
スターを搭載しスムーズな動作が可能
である。

・コスト面からは、大水深
かつ延長の長い調査の
場合に向いている。
・観測機器は広く普及し
ていない。

・海底地盤の洗堀、水中
の消波ブロックや根固ブ
ロックの散乱など、ROVに
より局部的な変状を含め
潜水作業を伴わずに把握
することが可能となる。

・操作には熟練を要し、調
査費用が高価となる。
・画像の取得にはキャリ
ブレーションが必要。

水中ドローン ・小型ROVと位置付けられる。
・機能保全調査への適用
は限定される。

・20万円程度の低価格で
購入できる。

・静穏域に限定される。
・搭載カメラの解像度は、
重量制限からROVに比べ
て見劣りがする。

ナローマルチ

・最大で256本の音響ビームを扇状に
発受信し、水中部の地形を三次元的
なデータとして取得する装置である。
・測深した範囲はリアルタイムに船上
のパソコンに表示されるため、データ
の取得状況を確認しながら調査でき
る。

・大水深まで可能である
が、航行できる範囲に限
定される。

・面的（二次元）・空間的
（三次元）データの定量性
の高いデータを補完的に
記録・保存（蓄積）するこ
とで、より客観的に老朽
化の進展状況を把握する
ことが可能となる。
・音波を利用していること
から水中の濁りや暗部の
影響がなく点検が可能で
なる。

・マルチビームの機器分
解能からコンクリートのひ
び割れや鋼矢板の数cm
程度の開孔は判別困難
である。
・水面際（水面～2m程
度）も適用困難。



６．維持管理点検の見直し案６．維持管理点検の見直し案
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現行基準における漁港施設の各点検の位置づけを下記に示す。
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漁港施設の各点検の位置づけを下記に示す。（変更内容は下記凡例参照）
赤文字；本調査内容を踏まえた変更点
青文字；人員不足への対応策
緑文字；新技術を活用して点検の効率化



７．維持管理点検マニュアル（案） について７．維持管理点検マニュアル（案） について
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 これまでの検討結果を踏まえ、「維持管理点検マニュアル（案）」を作成した。
次頁以降にその内容の概要を示す。

（１）目次構成
（２）マニュアル（案）の記載方法及び記載内容
（３）用語の定義
（４）アンケート調査での意見・要望から反映した事項
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（１）目次構成 本編 参考資料

参考資料 

Ａ．定期点検間隔の評価検討資料 ·························

Ｂ．点検に活用できる調査技術の事例 ·····················

B.1  UAV ·············································

B.2  表面 P 波法による簡易機能（老朽化）診断手法 ······

B.3  機械インピーダンスによる簡易圧縮強度の計測 ······

B.4  リバウンドハンマ ································

B.5  ナローマルチ測深機 ······························

B.6  ROV ·············································

B.7  水中ドローン ····································

B.8  水中 3D スキャナ ·································

B.9  垂下式カメラ ····································

B.10  地中探査技術 ···································

B.11  センサによるモニタリング ·······················

B.12  3D レーザースキャナ ····························

B.13  赤外線を用いた浮き・剥離の画像解析 ·············

B.14  デジタルカメラによる画像解析 ···················

Ｃ．漁港施設に見られる主な損傷写真の事例  ··············

Ｄ．調査結果の記録に活用できる技術の事例  ··············

D.1 維持管理情報プラットフォーム ····················

D.2 漁港施設の点検システム  ·························

Ｅ．日常点検記入シート及び記載例 ·······················
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（２）マニュアル（案）の記載方法及び記載内容

項目ごとに、基本的考え方を枠内に示し、以降に解説を示した。

専門の技術力を保有していなくても使用できるように解説図や写真等を用い、わか

りやすい表現とした。

また、点検における現場作業及び結果の取りまとめ方についての留意点を示した。

本編

参考資料

定期点検間隔の検討資料として、標準的な定期点検間隔10年の根拠を示した。

点検に活用できる調査技術として14事例、調査結果の記録に活用できる技術とし

て2事例を示し、それぞれの技術の利点、内容、利用の際の留意点などを解説した。

漁港施設に見られる主な損傷写真の事例を掲載し、点検体制の強化・補完に協力

いただく漁業者、建設業者等の利用者への説明に利用できる資料とした。

日常点検用の新様式の記入要領の参考として、健全度別に記入事例を示した。
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（３）用語の定義

日常点検において定めた「踏査」について用語の定義を記載した。

≪新たに記載する用語≫

踏査；施設の要求性能に影響を及ぼすような新たな変状箇所の発見を目的とし、

陸上目視にて施設全体の変状を俯瞰的に確認する。

（２）新たな用語の追加

維持管理点検における専門用語として下記の用語について定義を記載した。

（「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（平成27年5月改訂）」から抽出）

≪記載する用語≫

老朽化，機能保全方針，機能保全レベル，老朽化予測，老朽化度，

安全性に及ぼす影響度，健全度，簡易調査（簡易項目），簡易調査（重点項目），

詳細調査

（１）既往文献からの抽出
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 「維持管理点検マニュアル（案）」の作成にあたっては、本調査で行ったアンケート結
果（現状の課題及び意見・要望）を踏まえ、対応・検討する事項を下表に整理した。

 「日常点検で携帯する資料・機材の提示」については次頁以降に検討概要を示す。

維持管理点検マニュアル（案）に反映した検討内容

（４）アンケート調査での意見・要望から反映した事項
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 これまで日常点検時に携帯する資料は「様式‐4～様式‐8及び変状図」と多岐にわ
たっていた。

日常点検に持参する資料を簡素化するため、定期点検にて作成する「様式４」を準
用した改良様式（様式‐4’）を作成し、日常点検を効率的に実施するために必要な項
目を追加する。

日常点検に準備する資料の集約

集約

【改良（案）】【これまでの携帯資料一覧】

日常点検で携帯する資料・機材の提示
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日常点検の実施にあたっては、下記に示す資料・機材を準備する。

日常点検に準備する資料・機材

≪様式‐4’（改良（案））≫

代表スパン（No.3）の変状写真

日常点検で携帯する資料・機材の提示
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1 第２回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討会 

議事要旨 

 

2 開催概要 

2.1 日時：令和２年１月１７日（金） 13:30～15:30 

2.2 場所：エッサム神田１号館 602 会議室 

2.3 参加者：下表 

 

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

◎横田　弘
北海道大学大学院工学研究院
北方圏環境政策工学部門

教授

笠井　哲郎 東海大学　工学部　土木工学科 教授

橋本　康史 長崎県 水産部 漁港漁場課長

◎委員長

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

浅川  典敬 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長

山﨑　将志 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長補佐

中瀬　聡 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 係長

区分 氏名 所属 職　名 備　考

林　浩志
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

次長

尾崎　幸生
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

主任研究員

桑原　正博
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

専門技術員

水工研 三上　信雄
水産研究・教育機構水産工学研究所
　水産土木工学部

主幹研究員

　事 務 局　

漁村総研

　委　員　

委　員

　水 産 庁　

水産庁
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水産庁整備課 浅川課長による開会挨拶 

 

 

 

検討会の開催状況 
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3 議事内容 

 

3.1 議事（１）：定期点検について 

 事務局より、点検の見直し方針及び定期点検の実施間隔の検討内容の説明を行った。 

 検討の着眼点及び「標準間隔 10 年」については各委員に了解を得た。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

3.2 議事（２）：日常点検について 

 事務局より、日常点検の効率化検討の内容説明を行った。 

 検討の着眼点・点検内容の重点化及び日常点検の新様式については各委員に了解を得た。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

3.3 議事（３）：技術者不足への対応について 

 事務局より、技術者不足への対応の検討内容の説明を行った。 

 利用者との協力体制の構築及び点検に活用できる調査技術について各委員の了解を得た。 

 各委員からの意見を以下に示す。 
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3.4 議事（４）：点検内容の見直し（案）について 

 事務局より、日常点検の効率化検討の内容説明を行った。 

 本検討における点検内容の見直し（案）について各委員の了解を得た。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

3.5 議事（５）：マニュアル（案）の記載事項について 

 事務局より、日常点検の効率化検討の内容説明を行った。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

3.6 その他（連絡事項） 

 本日のご指摘を踏まえ、改めて修正を行い、マニュアル（案）を取りまとめていく。 

 検討会としては今回が最後になるため、修正内容については事務局より各委員に資料

を提示し、ご確認いただくものとする。 

以上 
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水産庁 漁港漁場整備部 整備課 
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第１章 総論 

1.1 本マニュアル（案）の目的 

 

漁港施設等の管理者は機能保全計画において施設の定期的な点検計画を定めており、

点検結果に基づき機能保全計画の見直しを行うことになっている。定期的な点検では、

前回の点検による老朽化箇所の進展状況を効率的に把握することと、新たに発生した

老朽化を確実に発見することが必要となる。点検によってこれらの老朽化の状況を把

握するためには、効率性と確実性がトレードオフとなることから、その解消に向けた点

検要領をマニュアル（案）として作成した。 

 

我が国には約 2,800 の漁港があり、その漁港施設の多くは高度経済成長期に建設され、建

設後 30 年以上経過しており、老朽化の進行による機能低下が懸念されている。このような

状況を踏まえ、水産庁では平成 20年度に水産物供給基盤機能保全事業を創設し、漁港施設

の機能診断、機能保全計画書の作成及び保全工事を効率的且つ効果的に実施し、漁港施設の

機能の長寿命化対策を推進している。また、機能保全計画の指針である「水産基盤施設スト

ックマネジメントのためのガイドライン（平成 27年 5 月改訂）」の中では、漁港等の機能の

重要性を踏まえ、5年～10 年の間隔で定期点検を行い、その結果や機能保全対策の実施を踏

まえ、更新することとしている。 

機能保全事業の創設から 10 年が経過し、初期に策定された機能保全計画は 2 巡目の定期

点検及び機能保全計画の見直しの時期を迎えている。また、会計検査院の「平成 27年度決

算報告」において漁港施設の機能保全計画に基づいた維持管理（機能保全対策工事、点検結

果の記録・保管等）が適正に行われていない指摘（平成 28 年 10 月 28 日付け 28 検第 626

号）を受けており、機能保全計画に基づいた維持管理が確実に実施されるために確実性・効

率性の向上が求められている。 

漁港管理者の多くは、厳しい財政状況下で技術職員が減少している状況にあり、漁港施

設の点検作業においては一層の効率化が求められる。しかし、点検作業の効率化は点検の

的確性・確実性（老朽化の進展把握・新たな老朽化の発見）とトレードオフとなることか

ら、その解消に向けた検討が求められる。 

なお、本マニュアル（案）は水産基盤施設の標準的な維持管理点検の要領を示したもの

であり、漁港管理者においては、管理する水産基盤施設の状況に応じた点検要領を定めて

管理してもよい。 
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1.2 適用の範囲 

 

 計画的な維持管理・更新などの取組を実施する必要性が認められる施設に適用する。 

 

【解説】 

 本マニュアル（案）は、安全性、経済性及び重要性の観点から、計画的な維持管理・更新

等の取組を実施する必要性が認められる施設に適用する。（表-1.1 参照） 

  

表-1.1 適用の範囲となる施設 

対象施設 対象範囲 

外郭施設 防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、護岸、突堤 

係留施設 岸壁、物揚場、係船杭、桟橋、浮桟橋、船揚場 

水域施設 航路、泊地、サンドポケット 

漁港施設用地 護岸及び人工地盤 

増殖場 消波施設等及び中間育成施設 

養殖場 消波施設等及び区画施設 

  

 なお、輸送施設（道路、橋梁及びトンネル）の点検については、「水産基盤施設ストック

マネジメントのためのガイドライン（平成 27年 5月改訂）」の考え方に準拠しつつ、表-1.2

に示す図書等を参考として適切に維持管理を実施する。 

 

表-1.2 輸送施設が参考とする主な図書 

 

 

 

 

 

 

 

  

文献名 発刊元 発行年

道路 舗装の調査要領(案)
国土交通省
国道・防災課

平成25年2月

橋梁 道路橋定期点検要領 国土交通省道路局 平成31年2月

トンネル
道路トンネル定期点検要領・
記録様式作成にあたっての参考資料

国土交通省道路局
国道・技術課

平成31年3月

輸
送
施
設

施設名
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1.3 本マニュアル（案）の構成 

 

本マニュアル（案）は、点検の手順に従い、定期点検（第 3章）、日常点検（第 4 

章）、臨時点検（第 5 章）の順で構成する。 

 

【解説】 

 点検の手順に従い、本マニュアル（案）の構成を図-1.1 に示す。 

 

 

               ①第 3章 点定期点検 

 

 

 

               ②第 4章 日常点検 

 

 

 

               ③第 5章 臨時点検 

 

図-1.1 点検の手順と本マニュアル（案）の構成 
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1.4 用語の定義 

   

本マニュアル（案）では、次のとおり用語を定義する。 

・老朽化：経年変化等の要因で発生した「移動」、「沈下」、「劣化」や「損傷」により

施設や部材の性能が低下すること。 

・機能保全方針：対象とする施設の機能保全における基本的な考え方。 

・機能保全レベル：機能保全方針において設定する維持管理の水準。 

・老朽化予測：施設の構造型式や老朽化の程度と進行速度を踏まえ、老朽化が所要

の機能保全レベルを下回る時期の推定（進行予測）等を行うこと。 

・老朽化度：部材の性能低下の程度を表す指標。なお、本手引きでは、a､b､c､d の 4

段階で評価することを基本とする。 

・安全性に及ぼす影響度：部材の老朽化が施設の安全性に及ぼす影響度合を表す指

標。なお、本マニュアル（案）では、Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの 3 段階で評価することを基本と

する。 

・健全度：施設としての総体的な性能低下の程度を老朽化度等から総合的に評価す

る指標。なお、本マニュアル（案）では、施設ごとに A､B､C､D の 4 段階で評価す

ることを基本とする。 

・簡易調査（簡易項目）：目視により老朽化の有無を確認する調査。 

・簡易調査（重点項目）：目視または簡易値計測により老朽化の規模や程度を確認す

る調査。 

・詳細調査：健全度の評価結果の検証、老朽化の要因の特定や老朽化予測に必要な

データを収集するために実施する調査。 

・踏査：施設の要求性能に影響を及ぼすような新たな変状箇所の発見を目的とし、 

 陸上目視にて施設全体の変状の有無を確認する。 
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1.5 水産基盤施設ストックマネジメントの基本的な考え方 

 

水産基盤施設の機能を効果的かつ効率的に保全していくため、点検や維持管理・更新 

等の機能保全対策を計画的に実施することとし、下記資料を参照するものとする。 

  ・水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27年 5 月改訂 

 

【解説】 

1.5.1 戦略的な維持管理 

水産基盤施設の管理者等は、原則、供用期間中に施設の性能が要求性能を下回ることがな

いよう適切に施設を維持管理しなければならない。 

管理者等は、施設の有効活用やコスト縮減の視点も踏まえ、水産基盤施設を対象とするス

トックマネジメント（水産基盤施設ストックマネジメント）を導入することにより、計画的

に維持管理・更新等を実施し、施設の長寿命化に努めることが重要である。 

そのためには、これまでの「事後保全」中心の維持管理から「予防保全」を積極的に取り

入れた戦略的な維持管理への転換が必要である。 

事後保全と予防保全の相違点を図-1.2 に示す。 

 

 

図-1.2 事後保全と予防保全の相違点 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27年 5 月改訂、p9 
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1.5.2 機能保全レベルの設定 

機能保全レベルとは、水産基盤施設の管理水準を示すものであり、対象とする漁港の役割、

施設の重要度や施設が老朽化した場合の漁業活動への支障等を勘案し、管理者等が施設毎

に設定することを基本とする。機能保全レベルの代表的なタイプを表-1.2 及び図-1.3 に例

示する。 

タイプ 1～3 は、予防保全の考え方に基づく機能保全レベルで、施設の性能低下が要求性

能を下回ることがないよう早期の段階で予防的な対策を講じるものである。施設本体の機

能保全レベルは、タイプ 1～3のいずれかを原則とする。 

本マニュアル（案）では、「機能保全計画に基づき、老朽化度が著しい重要な施設につい

て緊急的に老朽化対策を行う」という漁港漁場整備計画の目標を踏まえ、施設の安全性及び

求められる機能を確保するためには、「健全度 A（要求性能を下回る可能性がある状態）」に

なる前の変化を見逃さず、「健全度 B（予防的対策を施さないと将来要求性能を下回る恐れ

がある状態）」段階で発見し、予防保全対策を講じることを基本的考え方とし、最も適用が

多いタイプ 3 の維持管理水準での対応を原則とする。ただし、管理者の判断によりタイプ 1

及び 2を設定することを妨げるものではない。 

なお、タイプ 4 は、事後保全の考え方に基づくものであり、漁業活動上著しい支障がな

く、事後保全がコスト的にも優位である附帯施設等に限り設定することができる。 

表-1.2 機能保全レベルの概要 

タイプ 設定の考え方注） 適用の例 

１ 
健全度Ｄの範囲で維

持管理。 

日常管理が困難な位置にあり、非常に重要度が

高い施設、または老朽化が一定程度進行した場合

に第 3 者や社会への影響の大きい施設。 

２ 
健全度Ｃを下回らな

い範囲で維持管理。 

陸揚げ岸壁等、老朽化が一定程度進行した状態

では日常の漁業活動への支障が大きい施設。 

３ 
健全度Ｂを下回らな

い範囲で維持管理。 

休憩岸壁等、老朽化が一定程度進行した状態で

も日常の漁業活動への支障が少ない施設。 

４ 
健全度Ａの段階で維

持管理。 

附帯施設等、老朽化が進行し要求性能を下回っ

た可能性がある状態でも日常の漁業活動への著

しい支障がない施設。 

ただし、附帯施設等であっても施設の利用者の

安全の確保を勘案し、タイプ 1～3 の適用の要否

を検討することが必要。 

注）健全度「A,B,C または D」の内容については、表-1.3 を参照。 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27年 5 月改訂、p16 
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表-1.3 健全度における施設の状態 

健全度 施設の状態 

Ａ 
施設の主要部に著しい老朽化が発生しており、施設の性能が要求性能

を下回る可能性のある状態。 

Ｂ 
施設の主要部に老朽化が発生し性能の低下が認められ、予防的対策を

施さないと将来要求性能を下回る恐れがある状態。 

Ｃ 
軽微な老朽化は発生しているものの施設の性能に関わる老朽化は認

められず、性能を保持している状態。 

Ｄ 
施設に老朽化は認められず、十分な性能を保持している状態。（当面、

性能の低下の可能性がない状態） 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27年 5 月改訂、p24 

 

 

 

 
 

図-1.3 機能保全レベルと性能低下の程度のイメージ 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27年 5 月改訂、p16 

 

 

 

  

性
能

経過年数

初期の性能

健全度Ａに相当

健全度Ｂに相当

健全度Ｃに相当

健全度Ｄに相当

【タイプ１】 【タイプ２】

経過年数

性
能 初期の性能

健全度Ａに相当

健全度Ｂに相当

健全度Ｃに相当

健全度Ｄに相当

【タイプ４】

経過年数

初期の性能
性
能

健全度Ａに相当

健全度Ｂに相当

健全度Ｃに相当

健全度Ｄに相当

【タイプ３】

経過年数

性
能 初期の性能

健全度Ａに相当

健全度Ｂに相当

健全度Ｃに相当

健全度Ｄに相当



8 
 

第２章 点検の概要 

2.1 点検の種類と目的 

 

点検は定期点検、日常点検、臨時点検にわけられ、適切に確実に実施するものとす

る。 

 

 

【解説】 

機能保全計画を策定した水産基盤施設については 1 年に 1 回以上の日常点検、標準

間隔 10年に 1回の定期点検を基本とした維持管理点検を行うものとする。日常点検は、

「老朽化の進行状況の確認、新たな老朽化箇所の発見」を目的としている。（臨時点検

は地震、台風災害等の事案発生時に施設の変状や損傷の有無等を把握することを目的

とし、日常点検の様式により行う）定期点検は「現行の機能補保全計画書の見直し」を

目的とし、老朽化の程度の把握・健全度の評価を行うための定量的な点検を行う。 

各点検の目的、内容、実施範囲、実施時期、使用する様式等について表-2.1 に示す。 
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表-2.1 点検の種類と実施内容 

定期点検 目的 現行の機能保全計画書の見直し

内容 簡易調査（重点項目）を実施

実施範囲 全スパンを対象

実施時期

【健全度C・Dの施設】
　・10年；標準間隔
　・施設の重要度や構造型式を踏まえ、5年・10年（標準間隔）・20年から設定する。
【健全度A・Bの施設】
　・適宜設定する。
　（日常点検で老朽化の進行を把握し、状況に応じて次回の定期点検を早める）

様式 簡易調査（重点項目）の様式（老朽化度abcd判定）を使用。

備考 必要に応じて詳細調査を実施

日常点検 目的 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容

代表的な老朽化の進行・新たな老朽化箇所の発見を目的とした踏査及び陸上目視
【健全度A・Bの施設】
・代表スパンを選定し、写真撮影と状況の記録
・踏査を行い新たに発見した変状の写真撮影と状況の記録
【健全度C・Dの施設】
・踏査を行い新たに発見した変状の写真撮影と状況の記録

実施範囲 全施設を対象

実施時期 概ね1年に1回以上

様式

見直しした点検内容に沿った日常点検の新様式を使用する。
　・起点終点写真
　・変状写真（代表的な変状）
　・変状の位置を示すスパン番号
「漁港施設の点検システム」の活用も考えられる。

備考
漁港施設の利用頻度の高い漁業者に加え、建設業者等の利用者に施設の変状について
情報提供してもらう協力体制を構築する。

臨時点検 目的 高波浪、地震、船舶の衝突等が発生した場合、施設の変状の有無の把握

内容 全施設について、日常点検と同様の点検を実施

実施範囲 全施設を対象

実施時期 事案発生後可能な限り速やかに実施。

様式 点検結果を踏まえ、日常点検において示されている様式で点検記録を作成する。

備考   -  
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2.2 点検の考え方 

 

日常点検を概ね 1 年に 1回以上着実に実施することで、漁港施設の変状の進行状況

を確実に把握するものとする。これにより定期点検の点検間隔を延ばすことが可能と

なり、定期点検の効率化に繋がる。 

 

 【解説】 

2.2.1 点検フロー  

定期点検、日常点検、臨時点検の流れを図-2.1 に示す。 

START

定期点検

【実施内容】

　簡易調査（重点項目）

　（必要に応じて詳細調査を実施）

【実施間隔】

　・健全度C・Dの施設

　　　施設の重要度や構造型式により、

　　　5・10（標準間隔）・20年から設定

　・健全度A・Bの施設は適宜設定

日常点検
【実施内容】
　・踏査及び陸上目視
【実施間隔】 日常点検に充当できる
　・概ね毎年1回以上

機能保全計画作成
（初回、見直し）

臨時点検

高波浪、地震、

船舶の衝突等

 

図-2.1 点検フロー図 
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2.2.2 定期点検の効率化 

定期点検は現行の機能保全計画を見直しするために行うものであり、次のような考え方

で実施する。 

（1）定期点検における着眼点 

対象施設の健全度が D→C→B→A へと進行する状況については定期点検で確認することに

なる。ここで、施設の安全性及び求められる機能を確保するためには、「健全度 A（要求性

能を下回る可能性がある状態）」になる前の変化を見逃さず、「健全度 B（予防的対策を施さ

ないと将来要求性能を下回る恐れがある状態）」段階で発見し、予防保全対策を講じること

が重要であり、図-2.2 に示すタイプ 3 の維持管理水準での対応を原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.2 機能保全レベルと性能低下の程度のイメージ 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン､平成 27 年 5 月､p16 

 

(2) 定期点検の実施内容 

定期点検として従来は簡易調査（簡易項目）と簡易調査（重点項目）に分類され、簡易調

査（簡易項目）は、簡易調査（重点項目）が必要な箇所を選定（スクリーニング）するため

に実施してきた。しかし実状としては、これらを一括して実施することが多いことから、定

期点検は簡易調査（重点項目）に集約し、全施設全スパンを調査対象とする。調査結果の記

録は、簡易調査（重点項目）の様式を使用するものとする。 
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(3) 定期点検間隔の見直し 

① 検討の考え方 

定期点検は、健全度 A に移行する前に実施する（健全度 B の期間に予防保全を実施す

る）ことが重要であり、健全度 B で推移する期間に着目し、施設の健全度別に定期点検の

間隔を区分する。 

健全度 A の施設は既に要求性能を下回る状態にあるため、すでに機能保全工事等の対策

を検討済みの段階であると想定した。 

健全度 B の施設では、定期点検結果から健全度 Aとなる時期を推定し、その前に定期点

検を行うように定める。日常点検では老朽化の進行を把握し、状況に応じて次回の定期点

検を早めることも考えられ、老朽化を検知した場合には、健全度 A に移行する前に予防保

全を実施するものとする。 

 

 

図-2.3 健全度Ａ・Ｂの施設の維持管理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　≪健全度Ａ・Ｂの施設≫

D 

C 

B 

A 

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

定期

点検

健

全

度

（健全度Ａは保全対策検討済み）

健全度Ｂは予防保全計画を検討済み

・1回/年の日常点検で老朽化の進行を把握

・状況に応じて次回の定期点検を早める

早める

日常点検にて著しい老朽化を検知

した場合は定期点検を早める

定期点検結果から

健全度Aとなる時期

を推定し、その前に

定期点検を実施
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健全度 C・D の施設は、日常・定期点検により老朽化の進行を確認し、健全度 A に移行し

ないうちに予防保全計画を検討する。施設の安全性及び求められる機能を確保するために

は、「健全度 A（要求性能を下回る可能性がある状態）」になる前の変化を確実に把握する

ことが重要となる。健全度 C から健全度 A への変化を見逃さないこと（健全度 B で推移す

る期間）に着目し、老朽化度・健全度の進展状況を整理・分析を行い、健全度 Bで推移する

期間から健全度 C・D の施設の定期点検間隔は標準間隔を 10年とした。（本マニュアル（案）

p.参-1～3参照） 

機能保全対策工事により健全度 D に更新された施設については、補修した箇所や隣接箇

所等を日常点検にて注視することとする。（点検間隔は健全度 Dとして取り扱う） 

 

 

図-2.4 健全度Ｃ・Ｄの施設の維持管理方法 

 

なお、水域施設については機能保全計画策定時に漂砂解析を行い、維持浚渫、サンドポ

ケット、砂防堤等の対策を各漁港で設定している。そのため、日常点検時のヒアリングに

て堆砂状況等を確認し、変状が確認された場合は定期点検（水深計測等）を行うものとし

た。よって、水域施設については定期点検間隔を明示しない。 

 

 

 

  

　　≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫

D 

C 

B 

A 

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

健

全

度

定期

点検

日常

点検

日常

点検

日常

点検

定期

点検

（健全度Ｂで推移する期間10年）

（健全度Ｃ～Bで推移する期間20年）

・健全度Ｃ・Ｄの施設については健全度Ａに

移行しないうちに次回の定期点検を実施

健全度Aに移行する前に

予防保全計画を検討
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② 定期点検間隔の設定 

定期点検間隔は 10年を標準とした上で、漁港の重要度や構造型式・健全度に合わせて、

5～20 年の範囲で定期点検間隔を設定する（表-2.2 参照）。定期点検間隔として 10 年を標

準間隔としても、健全度 C・Dの施設が健全度 Aに移行する可能性は低く、健全度 B の期間

に予防保全の検討を行うことが出来る。定期点検の標準間隔を「10 年」と設定し、施設の

重要度や構造形式を踏まえた点検間隔の目安とする。なお、健全度 A の施設は、「施設の主

要部に著しい老朽化が発生しており、施設の性能が要求性能を下回る可能性のある状態」で

あり、次回の点検を待たずに早急に対策工を実施するものであり、点検間隔は示さない。 

・健全度 Bの施設は、「予防的対策を施さないと将来要求性能を下回る恐れがある状

態」であり、健全度 A に移行する前に対策工の実施が求められる。よって、老朽化予

測に基づき、定期点検時期を設定するものとする。ただし、老朽化の進行予測速度が

遅く定期点検時期が 5 年以上後になる場合は、前述の健全度 B で推移する期間（標準

期間 10 年）の半分の 5年を、健全度 B における定期点検間隔の目安とする。 

・防災拠点・流通拠点漁港の主要施設（耐震化、耐津波化を図る岸壁及び外郭施設）は

その重要度から定期点検間隔を 5 年とする。 

・矢板・杭式等鋼構造物で肉厚調査を実施した場合、腐食速度を算定し、次回の点検ま

で（10 年後）の期間について機能を維持出来ることを確認する。 

・直前の定期点検で肉厚調査を実施していない矢板・杭式等鋼構造物では、腐食速度の

算定が出来ないため、危険側を考慮し、定期点検間隔を 5 年とする。 

・新設（健全度 D）の矢板・杭式等鋼構造物については、防食機能が設計通りに発揮さ

れていることを確認した上で、定期点検間隔を標準の 10 年とする。 

なお、水域施設については、日常点検において堆砂状況や利用上支障がないか漁業者等

の利用者にヒアリングにより確認するものとし、変状が確認された場合は速やかに水深計

測等の定期点検を行うものとする。 

 

表-2.2 定期点検間隔の設定 

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

全ての構造形式 健全度B ―
A判定となる前
（最長間隔5年）

老朽化の予測検討を行い適宜設定する。
ただし、定期点検の最長間隔は5年とする。

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定

健全度C ― 10年
健全度Bで推移する期間「11.1～17.7年」より、
10年と設定（本マニュアル（案）p.参-3参照）

健全度D ― 20年
健全度B、Cで推移する期間「22.1～35.4年」より、

20年と設定（本マニュアル（案）p.参-3参照）

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定

肉厚調査を実施していない場合 5年
腐食速度が把握出来ないため、

点検間隔を密とする

肉厚調査を実施した場合 10年
ただし、肉厚調査結果から腐食速度を算定し、
次回の点検が10年後（標準間隔）でも支障ない

ことを確認する

健全度D（新設のみ） ― 10年
塗覆防食工法の耐用年数（20～30年程度）の

半分を目安に設定

定期
点検間隔

設定根拠

矢板・杭式

区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

重力式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設
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定期点検の流れの一例を図-2.5 に示す。点検間隔の検討資料を参考資料-Aに示す。 

 

図-2.5 定期点検の流れ 

 

 従来は 5年または 10年に 1 回の頻度で全施設を点検していたが、本マニュアル（案）

では施設毎に点検時期が不規則になるため、予定時期に確実に点検が実施されるように留

意する必要がある。 

 

ⅰ）重要度が高い漁港（防災拠点漁港・流通拠点漁港） 

漁港漁場整備長期計画（H29年～33年度）では、整備目標として、防災拠点漁港および

流通拠点漁港のうち、地震・津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合を、

計画終了時に30％とする整備目標を掲げている。 

また、水産庁は平成26年以降、漁港管理者である関係都道府県等に対し、流通拠点漁港

及び防災拠点漁港にかかる災害時の応急体制の充実を図るため、漁港に精通した建設業団

体等との防災協定の締結について技術的助言を行っている。 

このように防災拠点漁港および流通拠点漁港は、大規模自然災害に備えた対応力強化が

重点課題となっており、重要度の高い漁港であると位置付けられる。 

 

・防災拠点漁港：大規模な地震等が発生した場合に、被災直後の緊急物資、避難

者の海上輸送を行い、また、各公共施設が復旧する間、物資の輸送等を行い得る

漁港であって、地域防災計画等において位置づけのある漁港である。 

・流通拠点漁港：各都道府県が定めた圏域計画に基づき、水産物の流通の拠点と

なる漁港である。 

 

防災拠点漁港および流通拠点漁港では、防波堤や岸壁等の耐震・耐津波・耐浪化対策を

推進して機能強化を図るとしている。また、漁港・漁場の施設の設計参考図書（2015 年

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

健全度C ―

健全度D ―

肉厚調査を実施していない場合

肉厚調査を実施した場合

健全度D（新設のみ） ―

経過年数（年）区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

重力式

矢板・杭式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

0 5 10 15 20

肉厚調査を行い、腐食速度を確認
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版）には下記の枠囲みのような記述がある。漁港管理者が防災拠点漁港および流通拠点漁

港の機能保全計画を策定する場合には、これを参考にして、耐震性能・耐津波性能の強化

を行う主要な施設を選定・明示し、必要に応じて対象施設を追加しても良いものとする。 

 

 2.2.5 耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設 

 (1) 耐震強化型の岸壁 

   耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設のうち、岸壁については、耐震強化型として、下表に示す

とおり「耐震強化岸壁」「耐震強化岸壁に準じる岸壁：及び「その他の耐震性能を強化する岸壁」に

区分される。 

   「耐震強化岸壁」は、防災拠点漁港において、震災直後の緊急物資や避難者の海上輸送などを考慮

し、特に通常の岸壁よりも耐震性を強化した岸壁として位置づけられている。 

   従来の設計（性能照査）においては、レベル 2 地震動を対象としつつも、地震応答解析から設計震

度を算定する震度法が用いられていた。しかし、東日本大震災による大規模災害を受け、耐震強化岸

壁については、液状化しないことが明らかな場合を除き、レベル 2 地震動による変形解析を行い、変

位量が許容値を満足することを照査する手法を取り入れている。 

   また、「耐震強化岸壁に準じる岸壁」として、特定第 3種漁港及び特定第3 種以外の漁港であって

も、被災することによって広範囲に渡る経済活動に著しい影響を及ぼす恐れのある水産物生産・流通

拠点漁港における主要な陸揚岸壁が位置づけられるとしており、要求性能及び性能規定については

「耐震強化岸壁」に準じることとしている。 

   上記以外の水産物生産・流通拠点漁港については、通常の岸壁における要求性能及び性能規定を適

用するが、設計震度については、レベル 1 地震動に加え「発生頻度の高い津波」を発生させる地震動

による設計震度について比較検証する必要がある。 

区分 対象漁港及び対象施設 

耐震強化岸壁 防災拠点漁港において、震災直後の緊急物資や避難者の海上輸送な

どを考慮し、特に通常の岸壁よりも耐震性を強化した岸壁 

耐震強化岸壁に準じ

る岸壁 

特定第 3 種漁港及び特定第3種以外の漁港であっても、被災するこ

とによって広範囲に渡る経済活動に著しい影響を及ぼす恐れのある

水産物生産・流通拠点漁港における主要な陸揚岸壁 

その他の耐震性能を

強化する岸壁 

上記以外の水産物生産・流通拠点漁港における主要な陸揚岸壁 

(2) 耐震性能・耐津波性能の強化を行う外郭施設 

 耐震性能・耐津波性能の強化を行う外郭施設については、上表に示す岸壁前面の泊地や航路の安

全な利用を確保するために必要な主要な防波堤及び海岸保全施設（防潮堤）と組み合わせた総合的

な防災対策が不可欠な防波堤が対象である。 

 

出典：漁港・漁場の施設設計参考図書、2015 年版、pp.9～10 
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ⅱ）矢板・杭式等鋼構造物のうち、直前の定期点検において肉厚調査を実施していない 

施設 

矢板・杭式等鋼構造物の肉厚を測定して、平均腐食速度が設計値以下であることを確認

することで、耐用年数内での鋼材の肉厚を確保できる予測が可能となる。しかし肉厚調査

をしていない場合には、腐食環境によっては耐用年数内での肉厚確保が難しい可能性もあ

り、標準間隔より短い間隔で定期点検が必要とした。 

 

ⅲ）直前の定期点検で健全度評価が D の施設（新設施設及び更新・改良施設も含む） 

健全度 D の施設は健全度 C を経て健全度 B に至るので、健全度 B、Cで進行する全体期

間（最短で 22.1～35.4 年（平均 27.9 年））を考慮して、点検間隔を 20 年に長くすること

は問題ないと考えられる（p 参-2 表-A.2 参照）。 

ただし、矢板・杭式等鋼構造物が健全度 D の場合には、定期点検間隔を延ばすことな

く、標準間隔の 10年で定期点検を行うこととする。矢板・杭式等鋼構造物の防食工法と

しては、表-2.3 に示す対策工法が適用されているが、被覆防食工法の耐用年数は最短で

20 年程度となっている。漁港による腐食環境の相違もあることから、耐用年数の半分程度

となる標準間隔の 10 年で定期点検を行って、防食機能が設計通りに機能を発揮している

ことを確認しておくことが重要と考えられる。 

 

表-2.3 鋼構造物対策工法事例一覧表（防食鋼材） 

 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン､平成 27 年 5 月､p 参考 5-5 

 

 

 

 

  

水上部 水中部
A　電気防食工法
A-1　電気防食工法（流電陽極方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 10～50年
A-2　電気防食工法（外部電源方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 20年
B　被覆防食工法
B-1　塗装工法（エポキシ樹脂塗装） 腐食 老朽化要因の遮断 ○ × 20年程度
B-2　有機ライニング工法

重防食被覆
超厚膜形被覆
水中硬化形被覆

B-3　ペトロラタムライニング工法 腐食 老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度
B-4　無機ライニング工法

モルタル被覆
コンクリート被覆
電着被覆

腐食

老朽化要因の遮断 ○ ○ 20年程度

老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度

腐食

工法の名称 主な変状
対策工法に

要求される効果
耐用年数

適用範囲
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(4) 詳細調査 

 簡易調査（重点項目）の調査結果を受けて対策工を検討するにあたり、潜水目視、コンク

リートの塩化物イオン濃度測定または圧縮強度試験等、健全度の評価結果の検証、老朽化要

因の特定や老朽化予測のために追加調査が必要な場合に、詳細調査を実施する。 

 詳細調査の実施の要否、詳細調査項目は、対象施設の状況や簡易調査結果により、管理者

等が判断することを基本とする。 
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2.2.3 日常点検の重点化 

日常点検では、日常管理計画に基づき必要な点検を実施し、施設状態の把握に努める必要

がある。老朽化の進行確認、新たな老朽化の発見のために、全施設について実施する。日常

点検等の結果は、その後の定期点検で行う機能診断の基礎的な情報として重要であり、適切

に情報管理する必要がある。 

近年、漁港施設の機能保全を確実に進めていく上で漁港管理者の人的不足が課題となっ

ており、日常点検の重点化は急務となっている。本来の目的を損なうことなく重点化を図る

ため、次のような考え方で実施する。 

 

（1）調査内容の明確化 

健全度 A・B の施設においては、代表スパンのモニタリングと踏査を実施する。モニタリ

ングによる「老朽化の進行状況の確認」については、機能保全計画策定時に実施した定期点

検結果から最も老朽化の進行が顕著である代表スパンを選定し、そのスパンの老朽化の進

行状況を把握するものとする。また、「新たな老朽化箇所の発見」を達成するためには全ス

パンでの踏査を行い、健全度判定に影響する「老朽化度 a または b 判定」に相当する変状の

発生の有無を確認することとする。代表スパンのモニタリングと全スパンでの踏査を組み

合わせることで、老朽化の進行の把握と新たな老朽化の変状の発見を見逃さないような点

検内容とする。 

健全度 C・D の施設においては、全スパンでの踏査を行い、健全度判定に影響する「老朽

化度 aまたは b判定」に相当する変状の発生の有無を確認することとする。 

 

(2) 日常点検の新様式の検討 

従来の基準では、簡易調査（簡易項目）に使用する様式 5 および様式 6 を利用している

が、本マニュアル（案）においては、日常点検専用の新様式を用いることとする。なお、新

様式は次の考え方に基づいて作成している。 

 

・調査位置の類似した施設を、できるだけ同一の様式に集約して、様式の種類および構

成を簡略化した。この場合、施設別（外郭施設、係船施設、浮体施設、船揚場、航路・

泊地）に集約した。 

・日常点検で用いられる従来の基準の様式 5（点検者・日時・変状状況等）、様式 6（変

状写真）を 1 枚の様式にまとめ簡略化した。 
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(3) 漁港施設の点検システムの活用 

 「漁港施設の点検システム」は、スマートフォンを利用し、写真を中心とする施設の現

況データを撮影、入力、伝達、蓄積したデータベースを作成して、そのデータを利用でき

るシステムであり、漁港管理者が本格運用に向けて導入検討を進めているシステムであ

る。 

この「漁港施設の点検システム」に登録した点検データは本マニュアル（案）で定めた

日常点検の新様式に準拠したスタイルで出力可能である（図-2.6 参照）。この出力機能を

活用することで「点検記録の取りまとめ」の負担軽減を図ることができる。 

 

 

図-2.6 漁港施設の点検システムのイメージ 

参考資料：奥野正洋・長野晋平・田原正之・長野章・不動雅之・野神巧一：スマートフォンを活用した

漁港施設点検システムの構築と運用，水産工学 Vol.55,No.2,pp.149-153,2018. 

 

(4) 漁業者、建設業者等からの情報入手 

漁港施設の利用頻度の高い漁業者に加え、建設業者等の利用者に施設の変状について、

情報提供してもらう協力体制を構築する。 

その情報提供により漁港管理者の体制を補完することで、漁港管理者の負担軽減を図る

ことができる。 
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2.2.4 臨時点検と日常点検の共通化 

臨時点検は、台風または地震による新たな老朽化の発生の有無、応急措置の要否の確認の

ために実施するものである。（「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン」

参照） また、臨時点検を実施した場合には、これを日常点検に相当するものとして、日常

点検を省略することができる。 

なお、調査結果の記入シートは日常点検と同一の様式を用いることとする。 
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第３章 定期点検 

3.1 点検要領 

 

 定期点検では、簡易調査（重点項目）を実施することとし、下記基準に示す調査

手順によるものとする。点検間隔については 5～20 年に見直す。定期点検の作業要

領については下記基準を参照するものとする。 

・水産基盤施設機能保全計画策定の手引き、平成 27 年 5 月改訂 

・水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン、平成 27 年 5月改訂 

        

 

【解説】 

3.1.1 簡易調査（重点項目） 

定期点検で実施する簡易調査（重点項目）は全施設全スパンを対象とし、部材の老朽化度

を評価するために実施する。目視（陸上及び海上）調査またはレッド等による簡易な水深計

測等から、老朽化度評価基準に基づき部材ごとの老朽化度を評価する。 

  

（1）点検の準備   

直前の定期点検時に作成された様式 4、7、8 及び変状図、その後の日常点検時に作成され

た資料等を携行することが望ましい。 

・様式 4（スパン割りの記載された平面図） 

施設のスパン割を現地で確認するために必要な資料である。 

・様式 7（スパンごとの変状の最大寸法と判定結果） 

        変状図と合わせて変状の種類、寸法を確認し、変状の老朽化の進展と新たな変状

の発見に見落としのないようにする。 

・様式 8（変状写真） 

変状の写真は変状の進行の有無を視覚的に確認するための重要なデータである。 

・変状図 

  変状の位置、寸法、形状等を記載した資料である。 

・日常点検時の記入シート 

  日常点検の中で記録された変状の進展や新たな変状の位置を確認して、調査過程

で見落としのないようにする。 

・カメラ、筆記具、コンベックス、クラックスケール、スタッフ、巻き尺、ポール等 
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(2) 点検の留意点 

わかりやすい記録を心がけることを念頭に、作業を進めるにあたっては次のような点に

留意することが望ましい。 

  ・変状の時系列変化が確認できるように、撮影場所は初回と同じ位置で撮影することが

望ましい（写真-3.1 参照）。 なお、新しい撮影アングルの変状写真が必要な場合に

は、追加として撮影する。 

  ・既往調査結果の変状位置が実際と合致していることを確認しながら点検を進め、当該

施設の全スパン数がスパン割りと一致していることも合わせて確認しておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.1 時系列変化の把握（東日本大震災での被災箇所） 

 

 

  

＜被災後 172 日経過＞ ＜被災後 738 日経過＞ 

＜被災後 762 日経過＞ 
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(3) 簡易調査（重点項目）への新技術の適用 

 従来ひび割れ幅の計測は、クラックスケールまたはコンベックスで直接計測していたが、

最近は UAV で撮影した画像処理から、広い範囲の変状（ひび割れ、欠損等）を把握し、ひび

割れ幅を求める方法が実用化に向けて研究されている。ただし、この方法によるひび割れ幅

は表面の位置であり判定に影響する。幅の広いひび割れを特定した後には、現地踏査による

ひび割れ幅の精査が必要になる。 

定期点検で活用できるひび割れ調査技術の概要、適用範囲等の比較表を表-3.1 に示す。

UAV 画像を活用した解析については、参考資料-Bを参照。 

 

表-3.1 ひび割れ調査技術の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

UAV

・UAVを用いて上空から
広域の写真撮影を行い、
画像を分析して変状の寸
法を求める。

・現行航空法では、人または物
件（第三者の建物、自動車な
ど）との間に30m以上の距離を
確保できる空間に限定される。
・地方航空局の許可・承認が必
要である。

・変状の配置、形状等が
一括で確認できるため、
現場でのスケッチ作業が
省力化できる。
・現場でのひび割れ幅の
計測作業が省力化でき
る。

・分解能の関係から、幅10mm
のひび割れに対しては高度
20m、幅3mmには高度5m以下
が必要。
・得られるひび割れ幅は表面幅
であり、目視調査による確認が
必要である。

表面P波法による
簡易機能（老朽化）
診断手法

・コンクリート構造物の状
態（圧縮強度、ひび割れ
深さ、内部空隙）を把握で
きる。

コンクリート構造物の状態（圧縮
強度、ひび割れ深さ、内部空
隙）の把握に限定される。

・ハンマーとセンサーを用
いるだけの簡単な操作
で、構造物の状態を把握
できる。

・コンクリートのひび割れ幅の計
測はできない。

クラックスケールま
たはコンベックス

・調査員が直接測定す
る。

・構造物に近接できる範囲に限
定される。

・計測結果をそのまま成
果として採用できる。

・危険な場所への立ち入りは、
作業の安全面からできない。
・沖合の施設については通船の
手配が必要となる。
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3.1.2 詳細調査 

(1) 詳細調査の内容 

 詳細調査としては次のような調査があり、健全度結果の検証、老朽化要因の特定や老朽化

予測のために実施する。 

① コンクリートの圧縮強度試験 

 コンクリート構造物の老朽化に関連した物理特性の変化は圧縮強度に深く関連している。

そのため、コンクリート構造物を診断する上で強度を把握することは極めて重要である。よ

ってコンクリートに変状が多く老朽化が進行している場合には、圧縮強度試験の実施が望

ましい。 

② 鋼材の肉厚測定 

 鋼構造物は厳しい腐食環境下に置かれており、腐食の進行を把握しておくことは、維持管

理の上で重要である。鋼矢板や鋼管杭の腐食速度が設計値以下となっているか、肉厚がどれ

だけ余裕代として残っているか、定期点検時には調査しておくことが望ましい。 

③ 外郭施設、係留施設等の本体工、基礎工の潜水目視調査 

日常管理では陸上目視に限定されるため、水中での施設の老朽化の進展を確認するため

には欠かせない調査である。定期点検時に潜水目視調査を実施することが望ましい。 

④ 岸壁エプロンなどの空洞化調査 

 岸壁エプロンや堤体と背後地盤の境界部に水たまりが発生する、堤体目地の下端に裏込・

裏埋材の堆積が見られる状態が発生すると、エプロン下の裏込・裏埋材の吸出しが懸念され

る。吸出しによりエプロン下に空洞が生じる可能性があり、エプロン上の車両の安全通行に

支障をきたすことになり、調査の実施が望ましい。 

⑤ 塩化物イオン濃度試験 

 コンクリート構造物の老朽化が進行すると、打込み直後に強アルカリ性を示していたコ

ンクリートは、中性化が進んで内在する鋼材の発錆、かぶりコンクリートのひび割れの問題

が発生してくる。よって老朽化が進行しているコンクリートでは、圧縮強度試験と合わせて

実施することが望ましい。 

⑥ 防食効果の残存期間の確認 

 鋼構造物の電気防食工を施している場合、鋼構造物の防食状態を把握する必要があり、定

期点検時での調査が望ましい。 

 

詳細調査には、局部的な破壊を伴う方法や非破壊試験機器を用いる方法があり、状況に応

じ適切な方法を選択する必要がある。また、老朽化要因は構造物により異なることに加え、

老朽化の現象が同じであっても要因が異なることがある。詳細調査の実施においては、これ

らに関する十分な知識と経験が求められることに留意する必要がある。 
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(2) 詳細調査への新技術の適用 

 ① コンクリート圧縮強度試験 

 コンクリート圧縮強度試験については、コア採取による室内強度試験が従来より行われ

てきているが、コア採取のために施設を削孔して開孔部は充填する必要があり、試験コスト

や作業時間の面で不利である。これに対して、非破壊試験法として反発度法を用いたリバウ

ンドハンマが採用されるようになったが精度的に問題があり、最近では機械インピーダン

ス法を用いた機器による計測も行われている。 

詳細調査で活用できるコンクリート圧縮強度試験に関する調査技術の概要、適用範囲等

の比較表を表-3.2 に示す。各調査技術の内容については、参考資料-B を参照。 

 

表-3.2 コンクリート圧縮強度試験技術の概要 

 
 

 

 

 

  

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

機械インピーダン
ス法による簡易圧
縮強度の計測

・コンクリートの圧縮強度の推定、コン
クリート構造物における表面の劣化度
合い及び表面近傍の浮き・剥離を測
定する。
・ハンマーでコンクリートを打撃した場
合の押す時間と押し戻される時間の打
撃応答波形から機械インピーダンス値
を算出し解析する。

・平らな場所を選定し、カ
キや藻類等の付着物が
ある場所、粗骨材の露出
が著しい場所は避ける必
要がある。

・比較的簡便で迅速に測
定ができ、多点での連続
計測や一定の精度が得
られる。
・構造物を削孔しない非
破壊試験である。

・ハンマ打撃によって得ら
れる各指標値はコンク
リートの表層50mm程度
の情報であり、これより深
いコンクリート内部の調
査には適用できない。

リバウンドハンマ

・一定のエネルギーでコンクリート表面
を打撃したときに、ハンマー内のイン
パクトプランジャーの跳ね返り高さとコ
ンクリート強度の相関から強度を推定
する。

・反発度から圧縮強度を
求める換算式として提案
式を用いる場合､精度が
落ちる可能性がある。

・構造物を削孔しない非
破壊試験である。

・反発度から圧縮強度を
求める換算式は、事前に
反発度と圧縮強度の関
係を実験的に求める方法
によることが望ましい。

コア採取による室
内強度試験

・コアを採取して供試体を作成し、試験
機で圧縮試験を行う。

・コア抜きによる削孔、開
口部の充填ができる構造
物に限定される。

強度試験を実施すること
で、強度を換算なしに直
接求められる。

・試験コストが割高で、コ
ア取得から室内試験の終
了まで作業時間がかか
る。



27 
 

② 水中調査技術 

 水中調査では潜水士による目視調査が従来から行われてきているが、海象条件に左右さ

れ、水中作業には危険性も伴う。こうした中で水中部の調査の効率化を図る技術が実用化

されている。 

 ナローマルチ測深機は扇状に発振する音波によって三次元的な測量を可能とし、3D スキ

ャナはナローマルチ測深機で対応できない桟橋下部、閉所、オーバーハングした場所など

での 3D 計測を可能とするものである。また、ROV は有線または無線の遠隔操作により

200m 以上の大水深にまで潜行できる潜水探査機であり、最近では小型で安価に購入できる

ROV が限定的ではあるが実用化され、水中ドローンと呼ばれている。また、消波ブロック

被覆式防波堤の堤体海側側面のように、潜水士が進入できない閉空間での調査向けに陸上

から水中カメラを垂下する方法等も使われている。 

詳細調査で活用できる水中調査技術の概要、適用範囲等の比較表を表-3.3 に示す。各調

査技術の内容については、参考資料-Bを参照。 
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表-3.3 水中調査技術の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

潜水士
・潜水士が、通常ではスキューバによ
る潜水目視を行う。

・通常スキューバでは水
深30m程度まで潜水で
き、すべての点検業務に
対応できる。

・目視結果をそのまま成
果として採用できる。

・安全作業のためには、
作業条件を厳しく管理す
る必要がある。
・安全管理を高めると、作
業効率は落ち、コストも
高くなる。

陸上からの水中カ
メラの垂下

・コンパクトボディのカメラにオプション
である耐圧防水ハウジングを装着する
ことで水中撮影が可能となるカメラで
ある。

・スタッフの先端に取り付
ける形で使用し、長さ5～
7mの範囲で使用できる。

・被覆消波ブロックと堤体
の間隙に垂下すること
で、堤体壁面の状況を確
認できる。

・カメラの撮影幅を考慮し
て、小刻みに垂下、撮
影、引上を繰り返すことか
ら、手間がかかる。

水中3Dスキャナ

・船舶への艤装も可能であるが、ソ
ナーを三脚に据えて海底に固定して
計測することが可能である。
・360度の範囲をスキャンできる。

・水面際から水深15m程
度まで計測可能。

・濁水や視界ゼロでも計
測が可能である。
・マルチビーム等の船上
艤装型計測機器では取
得が困難な桟橋下部、閉
所、オーバーハングした
場所等での3D計測が可
能である。

・水中3Dスキャナの機器
分解能からコンクリートの
ひび割れや鋼矢板の数
cm程度の開孔は判別困
難である。

ROV

・ハイビジョンカメラ、LED照明、深度セ
ンサーや距離センサーなどの装備品
を軽量フレーム構造に納め、三軸スラ
スターを搭載しスムーズな動作が可能
である。

・コスト面からは、大水深
かつ延長の長い調査の
場合に向いている。
・観測機器は広く普及し
ていない。

・海底地盤の洗堀、水中
の消波ブロックや根固ブ
ロックの散乱など、ROVに
より局部的な変状を含め
潜水作業を伴わずに把握
することが可能となる。

・操作には熟練を要し、調
査費用が高価となる。
・画像の取得にはキャリ
ブレーションが必要。

水中ドローン ・小型ROVと位置付けられる。
・機能保全調査への適用
は限定される。

・20万円程度の低価格で
購入できる。

・静穏域に限定される。
・搭載カメラの解像度は、
重量制限からROVに比べ
て見劣りがする。

ナローマルチ

・最大で256本の音響ビームを扇状に
発受信し、水中部の地形を三次元的
なデータとして取得する装置である。
・測深した範囲はリアルタイムに船上
のパソコンに表示されるため、データ
の取得状況を確認しながら調査でき
る。

・大水深まで可能である
が、航行できる範囲に限
定される。

・面的（二次元）・空間的
（三次元）データの定量性
の高いデータを補完的に
記録・保存（蓄積）するこ
とで、より客観的に老朽
化の進展状況を把握する
ことが可能となる。
・音波を利用していること
から水中の濁りや暗部の
影響がなく点検が可能で
なる。

・マルチビームの機器分
解能からコンクリートのひ
び割れや鋼矢板の数cm
程度の開孔は判別困難
である。
・水面際（水面～2m程
度）も適用困難。
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3.2 点検結果の記録 

 

定期点検については、「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」の様式を用いて

記録するものとする。なお、変状図については CAD で作成した平面図、側面図上に記

載し、変状の位置と形状が把握しやすいように整理するものとする。また、調査結果

の記録保存に「維持管理情報プラットフォーム」や「漁港施設の点検システム」の活

用も有効である。 

 

 

【解説】 

3.2.1 記入様式 

(1) 記入様式の区分 

定期点検で実施する簡易調査（重点項目）の調査結果は、「水産基盤施設機能保全計画策

定の手引き」から下記の様式を用いて記録するものとする。 

・（様式 1）鋼構造物諸元等、コンクリート構造物諸元等、道路諸元等 

・（様式 2）一般図等 

・（様式 3）現地写真 

・（様式 4’）スパン割図 

・（様式 7’）重点項目 

・（様式 8’）重点項目写真 

・（様式 9’）老朽化度・健全度の評価 

 これに加えて、「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（平成 27 年 2

月改訂）」から引用して、次の様式を用いて記録する。 

  ・（様式）附帯施設（p 巻末 1-13） 

  ・（様式）被覆工の評価基準（p巻末 2-1）（断面に被覆工のある場合） 

 なお、簡易調査（簡易項目）の調査を簡易調査（重点項目）に含めて実施するため、（様

式 5）簡易項目、（様式 6）簡易項目写真については、使用しない。また、様式 7､9 について

は判定基準を細分化した様式 7’､9’の 2 タイプの様式があるが、本マニュアル（案）では

様式 7’､9’に限定するものとする。 

 また、様式 4’については、従来スパン割りのみ示していた様式 4 に対し、日常点検にお

ける携帯資料として利用するために、図-3.2 に示すような代表的な変状、各スパンの最大

老朽化度、及び代表スパンの変状写真を記載する様式としてまとめることとする。さらに、

従来は 5 年または 10 年に 1 回の頻度で全施設を点検していたが、本マニュアル（案）では

施設毎に点検時期が不規則になるため、見落としがないように次回の定期点検時期（令和●

年▲月目途までに実施）を明示するものとする。 
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(2) 留意事項 

 様式の選定については、次の点に留意することが望ましい。 

  ・様式 7’､9’は施設別に様式が異なっているが、いずれの場合にも附帯施設がある場

合には、各様式のシートの中に附帯施設の様式を繋げて利用する。 

・様式は施設の機能ではなく、施設の名称で選定する。すなわち防波堤や護岸でも係船

設備を配置した施設がよく見られるが、本来の防波堤や護岸の様式に附帯施設の様

式を追加した形で作成する。 

  ・1 施設の中に 2 種類以上の構造型式が含まれる場合、それぞれの該当する様式を使用

する。 

  ・鋼構造物の施設の様式 7’､9’の中の調査項目「鋼材」の欄にある下記の記載に誤り

があることに注意する。 

    （誤）鋼材の腐食、亀裂、損傷（防食工を施している場合） 

  （正）鋼材の腐食、亀裂、損傷（防食工を施していない場合） 

 また､表-3.4 に示す様式 7’への記載にあたっては、各スパンでの計測寸法には最大値を

記載する。ひび割れは最大幅(B)のうち最長(L)のひび割れを、欠損については最大体積(縦

×横×深)の欠損を記載する。 

 

表-3.4 計測寸法( 大値)の記入要領（重力式護岸の様式 7’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.0mm 

3.0m 

レ 

レ 

0.5m×1.0m 
（深 0.2m） 

2 

〇〇漁港 

〇〇防波堤
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(3) ICT 技術の活用 

定期点検結果の記録には、「維持管理情報プラットフォーム」や「漁港施設の点検システ

ム」の活用が有効である。点検結果は長期間にわたって使用され種々の関係者が利用するこ

とから、常に利用しやすい状態で継続的に記録保存することが必要である。これにより定期

点検を実施する際に、既往の定期点検結果および日常点検結果等を一括して把握し利用す

ることが可能となり、効率的な調査を実施することができる。技術の内容については参考資

料-Dを参照。 
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3.2.2 変状図の作成 

(1) 作成要領 

様式とは別に、変状の分布を示す変状図を作成する。定期点検後に続く日常点検ではこの

変状図を基本に変状の進展等を確認するので、正確なわかりやすい変状図を作成すること

が望ましい。変状図の作成における留意点は次のとおり。 

・変状図の作成においては、平面図と側面図を上下に並べて、各図での変状の位置の対応

がわかるようにする。特に防波堤等では側面図には港外側と港内側があることから、3

種類の図面を並べることになる。その場合、図-3.1 に示すような表示にすることが望

ましい。この場合、港外側側面図は上下が逆になるが、変状の分布を平面図と見比べる

場合に対応がわかりやすくなる。 

・変状図では、調査位置である上部工と本体工の区分、変状の寸法と判定がわかるように

明示する。 

 

図-3.1 平面図と側面図の配置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港外側側面図

ｽﾊﾟﾝNo.1 ｽﾊﾟﾝNo.2 ｽﾊﾟﾝNo.3 ｽﾊﾟﾝNo.4 ｽﾊﾟﾝNo.5 ｽﾊﾟﾝNo.6 ｽﾊﾟﾝNo.7

平面図

ｽﾊﾟﾝNo.1 ｽﾊﾟﾝNo.2 ｽﾊﾟﾝNo.3 ｽﾊﾟﾝNo.4 ｽﾊﾟﾝNo.5 ｽﾊﾟﾝNo.6 ｽﾊﾟﾝNo.7

ｽﾊﾟﾝNo.1 ｽﾊﾟﾝNo.2 ｽﾊﾟﾝNo.3 ｽﾊﾟﾝNo.4 ｽﾊﾟﾝNo.5 ｽﾊﾟﾝNo.6 ｽﾊﾟﾝNo.7

港内側側面図

端
部
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 (2) 既往変状図と作成した変状図の重ね合わせ 

正確なわかりやすい変状図を作成するにあたり、既往の変状図の上に新たな定期点検結

果の変状図を CAD 図上で重ね合わせることで、次のようなチェックをすることができる。 

・既往の変状を黒色、新たな定期点検結果の変状を赤色で表示することで、新たな変状

の位置が明瞭となる。 

・新たな定期点検結果においては、その調査年度及び既往結果と比較した変状の進展状

況（新規・進展なし・拡大等）を変状規模の下に記載する（図-3.2 参照）。 

・既往の定期点検あるいは日常点検結果との不整合な箇所が発見でき、再調査すべき変

状が明らかとなる。例えば、変状の形状や寸法が小型化する、ひび割れ幅が細くなる

など、変状の正常な変化と考えにくいケースでは、正しい変状の評価に支障となるの

で再確認が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)既往定期点検結果（護岸平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)新規の定期点検結果（護岸平面図） 

図-3.2 定期点検時における変状図の作成 
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第４章 日常点検 

4.1 点検要領 

 

 日常点検については全施設を調査対象とするが、施設の健全度を考慮して調査ス

パンを抽出することで、日常点検の重点化を図るものとする。 

 

【解説】 

4.1.1 日常点検と定期点検の関係 

日常点検は全施設を対象に年 1 回以上実施する。定量的な調査は定期点検で確認するた

め、日常点検では新たな老朽化の発見、および既往の変状の中から代表的な変状の老朽化の

進行状況の把握による調査内容の重点化を図るものとする。 
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4.1.2 日常点検の点検方針 

(1) 日常点検の対象箇所 

日常点検は全施設を対象に､陸上目視で可能な範囲をすべて対象とする。 

 

(2) 日常点検の対象箇所の絞り込み 

日常点検では全施設を対象にするが、「点検作業」の重点化を図るため、施設の健全度ご

とに、次のような考え方で、最新の定期点検の結果より、点検時に特に注目するスパンを抽

出するものとする。定期点検間隔の検討からは、10 年程度の期間内では健全度の大きな変

化はないものと推察されており、機能保全上の支障はないものと考える。 

 

①健全度 Aまたは Bの施設 

a または b判定の老朽化の進行状況の把握は、施設の安全性確保に特に重要である。aま

たは b判定の変状の中から、施設の機能低下に最も影響があるスパン（最も大きい変状（ひ

び割れ、欠損、段差等）のあるスパン）を代表スパンとして選定し、スパン写真の撮影と状

況（変状の種類・老朽化の所見）を様式に記載する。 

新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起点終点写真を様式

に記録する。踏査により、新たな老朽化の変状（老朽化度ａまたは b相当）スパンを発見し

た場合は、様式に追加で記載する。代表スパンと同様な変状スパンが増え、健全度の評価を

改める必要があれば、機能保全対策工事や次回の定期点検を早めるなどの対応をする。 

 

②健全度 Cまたは Dの施設 

新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起点終点写真を様式

に記録する。踏査により、新たな老朽化の変状（ａまたは b判定相当）スパンを発見した場

合は、様式に追加で記載する。健全度判定に影響する「老朽化度 a または b」相当の変状の

割合・箇所数が多くなった場合は、様式下欄の「その他特記事項」に記載し、次回の定期点

検を早めるなどの対応をする。 
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③日常点検の着眼点（例） 

漁港管理者が実施する日常点検のポイントとして、日常点検における着眼点（例）を表-

4.1 に示す。係留施設の点検時に必要な視点（例）を図-4.1 に示す。また、漁港施設に見ら

れる主な損傷写真の事例を構造物別に参考資料-Cに示す。 

 

表-4.1 日常点検における着眼点（例）

 

 

 

 

図-4.1 係留施設の点検時に必要な視点（例） 

 

 

対象施設 内　容

天端の沈下、法線のずれはないか。

上部工の損傷はないか。

消波工の移動、散乱、沈下はないか。

船舶等の衝突を受けた形跡あるいは報告はないか。

利用上の支障についての報告はないか。

法線の大きなずれや目地の大きな段差はないか。

エプロン舗装に沈下、陥没の予兆がないか。

排水溝（本体・蓋）に異常はないか。

船舶等の衝突を受けた形跡あるいは報告はないか。

防舷材・係船柱（係船環）等の付帯設備に異常はないか。

利用上の支障についての報告はないか。

航行に支障となる浅瀬・堆砂はないか。

利用上の支障についての報告はないか。

照明施設 電球切れ等の不具合はないか。

外郭施設
（防波堤・護岸）

係留施設
（岸壁・物揚場）

泊地・航路

▽

エプロン

上部工

本体工

陥没

堤体目地からの吸い出しが発生進行すると、

堤体の安定性に支障になると同時に、

エプロンが陥没し浸水する恐れが出る。

法線の凹凸が進行すると、

係船に支障が出る恐れがある。

上部工の老朽化は、荷役車両の運行に

支障になる恐れがある

法線の凹凸

法線

防舷材

排水溝

係船柱
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(3) 漁業者、建設業者等との協力体制の構築 

漁港施設は日常的に水産物の陸揚げに利用されているため、利用者（漁業者等）が身近

にいる施設である。また、漁港を作業船の基地港としていたり、工事現場として利用して

いる建設業者も身近にいる場合が多い。漁港施設の利用頻度の高い漁業者に加え、建設業

者等の利用者に施設の変状について情報提供してもらう協力体制を構築することが望まし

い。  

利用者からの報告（電話連絡など）はあくまでも情報提供であり、この情報提供の記録

のみで日常点検にはならない。よって、情報提供のあった場合には、漁港管理者は現場で

変状を確認する必要がある。 

例えば、表-4.1 の外郭施設の項目にある「天端の沈下、法線のずれはないか」という着

眼点については、次のような要領で、協力者への説明を行う。 

・変状のイメージを写真で説明する。 

（写真-4.1（本マニュアル（案）参考資料-C から抜粋）参照） 

ただし、スタッフ等で計測する必要はなく、連絡を受けた漁港管理者が現地に出向き、

必要な計測を実施する。 

・日常点検における着眼点（例）を参考に確認すべき内容を説明する。 

・確認・発見した変状についての報告内容（変状の種類、当該施設名と概略位置）及び報

告方法等を具体的に説明する。 

・漁港管理者が「漁港施設の点検システム」を導入している場合は、その点検システムの

活用方法を説明することで、情報提供の有効な手段となる。 

・この他、陸上からの日常点検ではできない「海上から見た漁港施設（特に外郭施設）の

変状」の情報提供を漁業者等の利用者に呼び掛けておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4.1 ずれと段差の写真例 

  

ずれ 

段差（沈下） 

(a)隣接堤体との法線のずれ (b)隣接堤体との段差（沈下） 
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(4) UAV の活用 

UAV を用いると、短時間で広域に渡る写真撮影が可能となる。また、カメラの画角や解像

度、UAV の飛行高度の設定により、俯瞰撮影から詳細な視認までを行うことができる。 

特に、人の立ち入りが困難な消波工や天端幅の狭い護岸、胸壁、陸から隔てられた沖防波

堤、海底地形や水中の消波ブロックの配置状況等における点検を安全かつ効率的に行うこ

とが可能である。表-4.2 に UAV の活用が有効な対象施設と適用性の例を示す。 

 

表-4.2  UAV の活用が有効な対象施設と適用性の例 

 

出典：無人航空機（UAV）を活用した水産基盤施設の点検の手引き、平成 31年 3 月、p8 
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4.1.3 日常点検の現場作業について 

直前に実施された定期点検結果または日常点検結果の記録のうち、次の資料を携行する

ことが望ましい。 

(1) 点検の準備 

 日常点検の実施にあたっては、次のような資料を準備し、調査器材を携行する必要がある。 

・様式 4’（従来はスパン割りの記載された平面図であったが、本マニュアル（案）で

は、施設のスパン割・変状箇所を、日常点検時に現地で確認するための資料として利用

できるように、記載内容を広げている。定期点検時の成果品として作成される。（図-4.2

参照））。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 様式 4’（様式 4 の改良案） 

 

・前年に実施した日常点検記録 

        変状の進行があるかどうか、新たな変状なのかを判断するために必要な既往の変

状の記録が記されている。 

・日常点検の新様式 

記入様式として持参する。 

・カメラ、筆記用具、必要に応じてコンベックス 

  変状箇所のメモ、写真撮影を行う。計測が必要な箇所があれば簡易的に計測を行う。 

 

 

 

次回の定期点検時期（令和●年▲月目途） 
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 (2) 点検の留意点 

次のような点に留意することが望ましい。 

  ・変状の進行の有無がわかりやすいように、変状写真の撮影では、アングルを既往写真

と極力同じにする必要がある。 

  ・変状位置が実際と合致していることを確認しながら点検を進め、当該施設の全スパン

数がスパン割りと一致していることも合わせて確認しておく。 

・aまたは b判定の変状が水中部に位置する場合、その変状が陸上部にまで影響が及ん

でいないか、進行具合について陸上部から全体を俯瞰した形で観察を行う。（図-4.3

参照）。 

 

 

図-4.3 水中部に aまたは b 判定の変状がある場合の視点 

 

 

(3) 漁業者、建設業者等などからのヒアリング 

 陸上目視に加えて、漁協などの利用者から次のようなヒアリングを行い、利用状況の不具

合の把握に努める。 

・泊地や航路の堆砂等の兆候 

   ・照明施設および排水施設の不具合 

   ・その他（急激な老朽化の進行・新たな変状の発見等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

aまたはb判定の欠損

注目する範囲
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4.2 日常点検結果の記録 

 

 日常点検の記録は簡易調査（簡易項目）の様式ではなく、本マニュアル（案）にあ

る新様式を用いることとする。また、調査結果の記録保存に「維持管理情報プラット

フォーム」や「漁港施設の点検システム」を活用することができる。 

 

【解説】 

4.2.1 記入様式 

(1) 新様式への記入 

日常点検の結果は日常点検用の新様式を用いて記録する。「水産基盤施設機能保全計画策

定の手引き」掲載の（様式 5）簡易項目、（様式 6）簡易項目写真に記入する内容に準じてい

る。新様式の記入内容は次の通りである。 

日常点検用の新様式及び記入例を参考資料-E に示す。 

 

  ① 直近の定期点検実施日と当時の施設の健全度 

  ② 施設の基本事項 

  ③ 調査員の所属と氏名 

④ 調査対象スパンでの代表的な変状の記録 

・老朽化･･････種類を( )書きし、既往調査で既にあった場合には、当時の判定を

記す。既往調査にない新しい変状の場合には、相当する判定結果を記す。 

・調査位置･･････「上部工」等と記す。堤体の嵩上げをする場合、上部工が 2 段に

なる場合もあるので注意する。 

・スパン番号 

・所見･･････老朽化の進行状況を記す。新規発見であれば（新規発見）と記す。 

・変状写真･･････判定 aまたは b の変状を中心に代表写真を掲載する。ただし添付

箇所が不足する場合には適宜シートをコピーし追加する。全景写真は最初に貼付

する。 

⑤ その他特記事項･･････漁業者、建設業者などからの施設の老朽化に関する情報提供

の内容等を記す。 

 

(2)ICT 技術の活用 

日常点検についても、「維持管理情報プラットフォーム」や「漁港施設の点検システム」

の活用が有効である。特に「漁港施設の点検システム」については日常点検時にスマートフ

ォンを利用して漁港施設の点検結果を共有化することにより、施設の維持管理の対策等の

迅速化を図ることができ、新様式に準拠したスタイルで出力することも可能である。 
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4.2.2 変状の記録 

 日常点検では直近の定期点検時に作成されている変状図を基本に、老朽化の進展や新た

な老朽化の発生を確認するものとする。 

日常点検時に持参・準備する様式 4’（図-4.4 参照）に現地で確認した老朽化の進展や

新たな老朽化の発生を記録し、手書きの場合はスキャンしたものを電子データとして保存

する。紙媒体との併用が望ましい。 

点検記録は担当者が交代した際にもわかるように保管し、次回の定期点検時の留意点と

して漏れがなく引き継げるように留意することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.4 様式 4’のスパン別 大老朽化度の図中への点検結果の記録要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

最大老朽化度の進展（c→b） 

ひびわれの老朽化の進展 
（令和●年▲月■） 
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第５章 臨時点検 

5.1 臨時点検要領 

 

臨時点検は、高波浪、地震、船舶の衝突等が発生した場合、施設の変状の有無の把

握のため実施する点検であり、日常点検に準じて行うものとする。 

 

【解説】 

日常点検に準じて実施するものとし、臨時点検はその後予定されている日常点検に置き

換えることができる。 
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5.2 臨時点検結果の記録 

 

 臨時点検の記録は、日常点検に準じて行うものとする。 

 

【解説】 

日常点検に準じて実施するものとし、臨時点検はその後予定されている日常点検に置き

換えることができる。 
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Ａ．定期点検間隔の評価検討資料 

(1) 老朽化の検討手法 

対象施設の健全度が D→C→B→A へと進行する状況については定期点検で確認することに

なる。ここで、施設の安全性及び求められる機能を確保するためには、「健全度 A（要求性

能を下回る可能性がある状態）」になる前の変化を見逃さないことが重要となる。「健全度 B

（予防的対策を施さないと将来要求性能を下回る恐れがある状態）」は予防保全対策を計画

的に検討する段階であるため、本検討では健全度 C から健全度 A への変化を見逃さないこ

と（健全度 B で推移する期間）に着目することとした。 

検討手法としては、全国の漁港での初回の定期点検に関する機能保全計画データベース

をもとに、施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線により健全度の進行状況を整理・分析

した。 

 

(2) 収集資料 

機能保全計画データベースには全国 39都道府県の 1,860 漁港で実施された初回の機能保

全計画に関する情報が網羅されており、検討に必要な下記のデータがある。 

（施設名、建設年、構造種別、施設全体の健全度、計画書策定年 等） 

漁港施設を主な構造型式ごとに集計するにあたり、検討に必要なデータが欠落または不

明確な施設を除外した。その結果、18,171 施設を検討対象とした。 

漁港施設の構造型式別の健全度の割合を表-A.1 に示す。 

 

表-A.1 漁港施設の構造型式別の健全度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設区分

健全度

A 594 9% 150 23% 13 3% 5 11% 503 8% 339 20% 180 8% 1,784 9.8%

B 1,887 27% 166 26% 46 12% 15 33% 2,170 35% 569 34% 411 18% 5,264 29.0%

C 3,384 49% 274 42% 201 53% 20 43% 2,757 45% 632 38% 1,409 60% 8,677 47.8%

D 1,051 15% 60 9% 120 32% 6 13% 726 12% 138 8% 345 15% 2,446 13.5%

合計 6,916 100% 650 100% 380 100% 46 100% 6,156 100% 1,678 100% 2,345 100% 18,171 100.0%

総数 18,171 −

合計
防波堤 護岸 係留施設

 重⼒式  ⽮板式、鋼製  重⼒式  ⽮板式、鋼製  重⼒式  ⽮板式、鋼製 船揚場
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(3) 検討結果 

健全度 B 評価で進行する期間についての検討結果を表-A.2 に示す。その結果、健全度 B

で推移する期間は、11.1～17.7 年（平均 14 年）であった。 

この結果から点検間隔の標準期間を 10年と設定しても施設の安全性に支障が出る老朽

化を見逃す可能性は小さいと考えられる。よって、定期点検の標準的な間隔としては「10

年」とする。 

 

表-A.2 健全度 B 評価で進行する期間についての検討結果一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手法
進行期間

施設／主要な構造型式 平均（年） 最短（年） 平均（年） 最短（年）
防波堤 重力式防波堤 22.3 15.2 44.7 30.4

矢板式、杭式防波堤 15.9 11.4 31.9 22.9
護岸 重力式護岸 27.4 16.7 54.7 33.5

矢板式護岸 17.2 12.2 34.4 24.3
係留施設 重力式係船岸、PC・RC製浮体式係船岸 19.2 13.4 38.3 26.9

矢板式・桟橋式係船岸、鋼製浮体式係船岸 15.0 11.1 30.0 22.1
船揚場 26.3 17.7 52.6 35.4

劣化予測線
健全度B 健全度B,C
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Ｂ．点検に活用できる調査技術の事例 

B.1 UAV 

【活用の利点】 

・UAV の利用により、短時間で広域に渡る写真撮影が可能となる。また、カメラの画角や

解像度、UAV の飛行高度の設定により、俯瞰撮影から詳細な視認までを行うことができ

る。特に人の立入が困難な消波工や天端幅の狭い護岸、胸壁、陸から隔てられた沖防波

堤、水中の消波ブロックの配置状況等における点検を安全かつ効率的に行うことができ

る。 

・漁港施設の点検は調査員によって行われているが、転倒・落水の危険を伴う点検箇所、

ゴミや植生に加え雨や雪等による変状の見落とし、調査員による老朽化度判定のバラつき

等を軽減することができる。 

 

【技術内容】 

・一般的な UAV の仕様は下記の通り。 

UAV の仕様 

名称 機種 A 機種 B 

外観 

 

 

重量(g) 3,400 1,380 

体格寸法(mm) 559 350 

最大速度(m/s) 18 20 

最大飛行時間（min 15 28 

最大解像度 4,608×3,456 4,000×3,000 

出典：無人航空機（UAV)を活用した水産基盤施設の点検の手引き、平成 31 年 3 月、p11 

 

【利用する際の留意事項】 

・判定 c の判断に必要なひび割れ幅の要求精度は施設、調査項目によって異なり、分解能

の関係から幅 10mm のクラックに対しては高度 20m、幅 3mm のクラックに対しては機種によ

っては高度 5m以下での撮影が必要となる。 

・撮影した複数の画像はオーバーラップさせ、マッチングしやすいように人工構造物の撮

影を含むよう配慮する。 

・現行航空法では、人または物件（第三者の建物、自動車など）との間に 30m 以上の距離

を保って飛行させなければならない。これによらず飛行させる場合には地方航空局の許

可・承認が必要である。 
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【操作手順】 

・空撮の活用では、外郭施設・係留施設が主な対象施設となる。 

・対象とする変状は、施設全体の移動、上部工・本体工におけるひび割れ・欠損、消波工

の沈下等である。 

・クラック抽出能力の精度を予め、キャリブレーションにより把握しておく必要がある。

予め計測したクラックとクラックスケールを空撮して行う。 

・飛行高度を低くすることは、点検の精度が高くなる反面、点検の効率性が低下する。そ

のため、10m 以上の飛行高度で施設全体の変状の有無を確認し、変状があると判断される 

 

 

 

   
カメラキャリブレーションの実施状況（飛行高度 10m，クラック幅 2mm を視認．） 

出典：無人航空機（UAV)を活用した水産基盤施設の点検の手引き、平成 31 年 3 月、p17,27 

 

UAV （名称：DJI Inspire1 V2.0）

UAV による調査状況 

1 2 3 10 15 20 25mm 
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箇所において 5m 程度の低空飛行による撮影、もしくは人員の踏査による写真撮影を行う

等が現実的な対応方法となる。 

・スパン毎に撮影した写真を既往施設平面図と重ね合わせ、各施設におけるクラック・欠

損の抽出を行う。 

・空撮による防波堤の点検事例を下図に示す。 

 

UAV 撮影画像解析 

出典：無人航空機（UAV)を活用した水産基盤施設の点検の手引き、平成 31 年 3 月、p21 

 

【参考資料】 

・無人航空機（UAV）を活用した水産基盤施設の点検の手引き、平成 31 年 3月、水産庁漁

港漁場整備部整備課 

 

 

【機種価格】 

・機種  ：PHANTOM4 PRO V2.0 

・メーカー：DJI 

・価格  ：20 万円程度 
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B.2 表面 P 波法による簡易機能（老朽化）診断手法 

【技術の利点】 

・ハンマーとセンサーを用いるのみで、コンクリート構造物の状態（圧縮強度、ひび割れ深

さ、内部空隙）を把握できる。 

 

【技術内容】 

・表面 P 波法は衝撃弾性波法の一つで、ハンマーの打撃によってコンクリート表面に弾性

波を発生させ、コンクリート表面に設置したセンサーにより、その弾性波を受信する手法で

ある。 

・この弾性波の速度が規定値以下になることで、圧縮強度の低下、ひび割れの進展、空洞の

発生が疑われることになる。 

 
衝撃弾性波法（表面 P 波法）による計測 

出典：漁港施設における表面 P 波法による簡易機能（老朽化）診断手法適用マニュアル(案)、 

                                 平成 28年 4 月、p4 

 

【利用する際の留意点】 

・ハンマーで衝撃を与える箇所とセンサーの設置箇所の距離は、0.2m 以上 9m 以内とする。 

・測定はコンクリート構造物の同一平面内において行うものとする。 

・潮位によって海面下となる場所は避け、コンクリート表面が乾いていることを確認する。 

・打撃点と受信点は、可能な限り、ひび割れ、表面劣化、剥離などの老朽化、変状から離れ

た平らな場所を選定する。また、付着物のある場所、粗骨材の露出が著しい場所は避けて選

定する。 

・実施箇所近傍に鉄筋がある場合、測定における測線は、鉄筋に近接する平行な測線を避け、

測線と鉄筋がなす角度を 45 度となるようにする。 
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【作業手順】 

・研磨剤やグラインダー等でコンクリート表面を削って位置出しをする。 

・入力点と受信点の間隔を測定し記録する。 

・測定機器による計測を実施する。入力点、受信点で弾性波（表面 P波）の立ち上がりが捉

えられている場合、5 回計測して保存する。 

・測定器付属の分析用ソフト、あるいは PCへデータを移した後、データ処理を行う。 

・コンクリートの設計基準強度に対する表面 P 波速度が基準値を下回る場合、コンクリー

ト構造物の状態（圧縮強度、ひび割れ深さ、内部空隙）に問題のある可能性があることがわ

かる。 

 

【参考資料】 

・漁港施設における表面 P 波法による簡易機能（老朽化）診断手法適用マニュアル(案)、平

成 28年 4月、国立研究開発法人水産研究・教育機構水産工学研究所 
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B.3 機械インピーダンスによる簡易圧縮強度の計測 

【技術の利点】 

・コンクリートの圧縮強度を比較的簡便で迅速に測定ができ、多点での連続計測や一定の

精度が確保できる。 

・施設本体からコアを採取する必要がなく、試験コストや作業時間の面で有利である。 

・簡易なリバウンドハンマによる反発度法も一般的に用いられているが、精度が低く、適

用範囲が限定される等の課題がある。 

 

【技術内容】 

・コンクリートの圧縮強度は、構造体の耐久性に関する指標として重要である。 

・ハンマーでコンクリートを打撃したときのハンマーがコンクリート表面を押している時

間と、コンクリートの弾性変形によりハンマーが押し戻される時間の打撃応答波形から機

械インピーダンス値を算出する方法である。この値を測定・解析することで、コンクリー

トの圧縮強度の推定、コンクリート構造物における表面の劣化度度合いおよび表面近傍の

浮き・剥離を測定するものである。 

 

 

インパルスハンマーと                測定状況 

測定装置の例（例：CTS） 

出典：漁港施設における機械インピーダンス法を用いたコンクリート強度推定運用マニュアル(案)、 

平成 28年 4 月、p3 

 

【利用する際の留意点】 

・ハンマ打撃によって得られる各指標値はコンクリートの表層 50mm 程度の情報であり、

これより深いコンクリート内部の調査には適用できない。 

・平らな場所を選定し、カキや藻類等の付着物がある場所、粗骨材の露出が著しい場所は

可能な限り避ける。 
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【作業手順】 

・5cm×5cm メッシュをチョーキング等して、測定位置出しをする。 

・表面を研磨材やグラインダー等で削って測定を実施する。 

・25点のメッシュの中を、垂直に打撃する。 

・データ取得は測定機器付属のソフトによって行い、SD カードを抜き出し PC の EXCEL 上

で処理をする。 

 

【参考資料】 

・漁港施設における機械インピーダンス法を用いたコンクリート強度推定運用マニュアル

(案)、平成 28年 4月、国立研究開発法人推算研究・教育機構水産工学研究所 

 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称：コンクリートテスター（CTS-02） 

登録 NO. ：HK-060013-V 

  （注）2017 年掲載終了 

 

【従来技術とのコスト比較】 

・従来技術：リバウンドハンマ 

・作業量による比較は下表の通り。 

・CTS はコンクリート表面の研磨の必要性がないため、測定時間は 54%短縮。データは PC

で一括処理を行うため、84％短縮 

・金額ベースでは、1 日当たりの作業量でコスト算出すると、CTS は 59.4％のコストカッ

ト。 

 

 

 

 

出典：日東建設株式会社 HP 
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B.4 リバウンドハンマ 

【技術の利点】 

 コンクリート表面をリバウンドハンマーによって打撃し、その反発度から圧縮強度を推

定する方法を反発度法という。反発度法はコア採取に比べると構造物を破壊することなく

簡易に測定ができるため 

・詳細調査を実施する前の予備調査 

・コア採取が困難な場合 

・多くの箇所の強度推定が必要な場合 

・コンクリート材齢に伴う強度増進を確認 

したい場合 

等に用いられる。 

                       シュミットハンマ 

【技術内容】                 出典：株式会社アクトファクトリーHP 

 リバウンドハンマーにより一定のエネルギーでコンクリート表面を打撃したときに、リ

バウンドハンマー内のインパクトプランジャの跳ね返り高さ（反発度）とコンクリートの

硬さ（ブルネル硬度）およびコンクリートの強度には相関がある。そのため、反発度から

コンクリートの強度を推定することができる。 

 

【利用する際の留意点】 

・反発度から圧縮強度を求める換算式は、事前に反発度と圧縮強度の関係を実験的に求め

る方法が望ましい。事前にコアを採取し圧縮強度を測定するのが困難な場合は、各団体よ

り提案されている換算式を用いて圧縮強度を推定することもできる。 

・精度的には、機械インピーダンスによる簡易圧縮強度の計測より落ちる。 

【作業手順】 

・表面が平坦で縁部から 50mm 以上離れた位置を選択する。 

・ただし、部材厚さが 100mm 以下の場所、部材幅が 150mm 以下の箇所、浮きやひび割れ•

剥離がある場所は選定しない。 

・表面の凹凸、塗膜、付着物がある場合は取り除く。 

・ 1箇所の測定では互いに 25〜50mm の間隔を持った 9 点について測定する。偏差が平均

の 20％以上の値は採用しない。 

・打撃は測定器を測定面に対して垂直に配置し、ゆっくり壁面に押しつけて測定する。 

・必要に応じて、「コンクリート材齢」「コンクリート表面の湿潤状態」「コンクリート

の応力状態」「コンクリート表面の中性化」による補正を行う。 

 

【参考資料】 

https://ga40077.com/concrete-diagnosis/strength-estimation-repulsion 
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B.5 ナローマルチ測深機 

【活用の利点】 

・マルチビームの活用により、短時間で広域にわたる三次元データが取得可能となる。面

的（二次元）・空間的（三次元）データの定量性の高いデータを補完的に記録・保存（蓄

積）することで、より客観的に老朽化の進展状況を把握することが可能となる。 

・音波を利用していることから水中の濁りや暗部の影響がなく、潜水作業を伴わない海上

作業によることで安全かつ効率的な点検が可能となる。 

 

【技術内容】 

・マルチビーム測深機は、最大で 256 本の音響ビームを扇状に発受信し、水中部の地形等

を三次元データとして取得する装置である。測深範囲はリアルタイムに船上のパソコン画

面に表示されるため、データの取得状況を確認しながら調査できる。 

・漁港施設の機能診断のうち、潜水目視調査に係る老朽化度の評価基準の判定に用いる技

術であり、対象施設は重力式、矢板式または杭式の防波堤、護岸、係船岸および水域施設

である。 

 

測深イメージ 

出展：マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編）、平成 31年 4 月、p5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：センシング技術を活用した漁港施設の点検の手引き（案）～マルチビームの活用～、平成 31 年 3 月 

被覆工の移動、散乱（散乱：b 判定、流出：a 判定） 本体工の損傷（欠損：b 判定） 
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【利用する際の留意点】 

・評価基準の判定すべてに対応可能ではなく、現場条件（調査対象の水深、面積等）によっ

ても得られる効果が異なるため、それらを考慮して適用を検討する必要がある。 

・マルチビームの機器分解能からコンクリートのひび割れや鋼矢板の数 cm程度の開孔は判

別困難である。また、水面際（水面～2m）についても適用困難である。 

・費用面においては、点検面積が 10,000 ㎡未満の場合、マルチビームより従来の潜水作業

の方が安価となるため留意が必要である。以下に点検面積 10,000 ㎡の一例を示す。 

 

例）防波堤：延長 500ｍ×水深 10ｍ×2面（港内側＋港外側） 

 

【操作手順】 

計測前（艤装、準備） 

・使用船舶へ機器の取り付け等（艤装）を行い、GNSS テスト、喫水確認、パッチテスト、

温速度計測を行う。 

計測中 

・水深の約 2 倍を目安に測線間隔を設定し計測する。 

・船速は 2～3ノットを目安に、できるだけ低速度で計測する。 

・計測回数は 1回を基本とするが、現場状況に応じ複数回計測することで点群密度を大き

くし変状の詳細を把握することが望ましい。 

計測後（データ処理、解析） 

・取得データを抽出し、ノイズ除去処理を行う。 

・点群データを回転させ、さまざまな方向から俯瞰することで変状箇所の抽出を行う。 

 

【参考資料】 

・センシング技術を活用した漁港施設の点検の手引き（案）～マルチビームの活用～、平

成 31年 3月、水産庁漁港漁場整備部整備課 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称：マルチビームソナーシステム（水域の迅速な面的測深技術）  

登録 NO. ：CBK-130005-VE 

 

 

 

 

 

 



参-13 

B.6 ROV 

【活用の利点】 

・海底地盤の洗堀、水中の消波ブロックや根固ブロックの散乱など、ROV により局部的な

変状を含め潜水作業を伴わずに把握することが可能となる。 

・桟橋上部工の下面は水面との距離が小さく潮待ちによる調査が強いられるが、ROV の利

用により調査員または潜水士が直接目視調査をすることなく、遠隔で調査を実施すること

が可能となる。（次頁参照） 

 

【技術内容】 

・水深 50m の静水域仕様から水深 2,000m 仕様 

まで幅広い機種がある。ハイビジョンカメラ、 

LED 照明、深度センサーや距離センサーなどの 

装備品を軽量フレーム構造に納め、三軸スラス 

ターを搭載しスムーズな動作が可能である。 

・港湾調査で実績のある水深 100m 対応の ROV 

の仕様を右図に示す。 

ROV（水深 50m 仕様） 

出典：広和株式会社 HP 

【利用する際の留意点】 

ROV の欠点としては、キャリブレーションが必要なことが挙げられ、さらに操作には相当

な熟練が必要であり、流れの強い領域（2knot 以上）では操作が不能となる。 

 

【操作手順】 

・作業船は、調査対象区域上またはその潮下側 

に係留する。 

・調査時の潮流には常に留意し、作業船の 

位置がずれた場合には、補正もしくは再度 

投錨するなどして、作業船の位置を調整する。 

・船上から ROV を垂下し、カメラのモニター 

映像を見て、調査対象構造物を調査する。 

・撮影後、ROV を浮上させ回収する。       港湾構造物の前肢端部の状態 

                       出典：国土交通省総合政策局 HP 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称：水中点検ロボット(アクジャスター搭載型 ROV) （水中での姿勢制御が可能と

なったロボット「ディアグ」）  

登録 NO. ：KTK-150011-VR 
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コスト比較： 

 ・条件：港湾構造物を水中から点検を行う。 

・従来技術－潜水士による水中構造物の点検･･････389,413 円、2.5 日  

・新技術･･････337,862 円、2日 

  

特殊用途として、桟橋上部工の下面の調査に使われる ROV を以下に示す。進入波による

動揺で、陸上のモニターでの確認が容易ではなく、静穏な時間帯に限定される。 

 

【桟橋上部工下面の点検診断ロボット（ROV）】 

特徴：①GPS 利用不可の桟橋下でも測位可能 

    ②陸上から作業中の位置を把握可能 

    ③狭い空間や夜間でも点検作業可能 

    ④撮影画像には位置情報を付帯し、汎用ソフトにて 3D化が可能。 

 
ROV の外観 

 
ROV による撮影状況 

出典：港湾構造物のライフサイクルマネジメントの高度化のための点検診断および性能評価に関する技

術開発 http://www.jisf.or.jp/info/event/dobokushinpo/documents/3_dobokushinpo23.pdf 
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B.7 水中ドローン 

【技術の利点】 

・小型 ROV の位置づけであり、低価格で購入が可能である。 

・安価な ROV で、ホビー用途としての購入者が多いようであるが、調査用としても利用され

始めている。 

 

【技術内容】 

・前後左右上下の動きが可能である。 

・100m 程度の有線で作動する。 

・一例の水中ドローンの仕様を示す。 

 

PowerRay の仕様    

 

 

 

 

 

 

出典：PowerVision 社 HP 

 

【利用する際の留意点】 

・耐圧性能とそれに比例する推進力が海洋向けではなく、湖沼等の目的が限定され、搭載カ

メラの解像度も他の ROV と比較すると見劣りするものである。 

・現時点では、水中ドローンには利用場所の制限や申請手続きなど、規制はほとんど存在し

ない。 

 

【操作手順】 

・スマートフォンやタブレットに専用アプリをダウンロードすれば、簡単に水中の撮影が始

められる。 

 

【機種価格】 

・機種  ：パワーレイ 

・メーカー：POWER VISION 

・価格  ：20 万円程度 

 

 

サイズ 465×270×126mm

重さ 3.8kg（気中）

動作環境温度 0～40℃

最大深度 30m

最大前進速度 1.5m/s（静水中）

最長動作時間（静水中） 4h (低速）、1.5h （中速）、0.5h （高速）

充電時間 2.5h

スクリュー 3個（水平2機、垂直1機）
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B.8 水中３Ｄスキャナ 

【活用の利点】 

・水中 3Dスキャナの活用により、短時間で広域にわたる三次元データが取得可能とな

る。面的（二次元）・空間的（三次元）データの定量性の高いデータを補完的に記録・保

存（蓄積）することで、より客観的に老朽化の進展状況を把握することが可能となる。 

・音波を利用していることから水中の濁りや暗部の影響がなく、潜水作業を伴わない海上

作業によることで安全かつ効率的な点検が可能となる。 

 

【技術内容】 

・マルチビーム同様、漁港施設の機能診断のうち、潜水目視調査に係る老朽化度の評価基

準の判定に用いる技術であり、対象施設は重力式、矢板式または杭式の防波堤、護岸、係

船岸および水域施設である。 

・計測方法はマルチビーム同様船舶に艤装する移動式に加え、三脚に据える固定式がある。 

・マルチビームより周波数が高く、ソナーヘッドが上下左右に 360 度回転できる。 

・マルチビームより広域な計測はできないが、詳細な点群データの取得ができるため鮮明な

画像により変状把握が容易となるうえ、船上艤装型計測機器では取得が困難な水中構造物

の側面水際部や隅角部、桟橋下部、閉所等の場所での計測が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

被覆工の移動、散乱の計測データ（左：水中 3D スキャナ、右：マルチビーム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水面際の計測データ（左：水中 3D スキャナ、右：マルチビーム） 

出展：センシング技術を活用した漁港施設の点検の手引き（案）～水中 3D スキャナの活用～、令和 2 年 3 月（予定） 

点群密度が高く形状が鮮明 

計測範囲 

が広い 

計測範囲

が狭い 

水面 水面 
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【利用する際の留意点】 

・評価基準の判定すべてに対応可能ではなく、現場条件（調査対象の水深、面積等）によっ

ても得られる効果が異なるため、それらを考慮して適用を検討する必要がある。 

・水中 3D スキャナの機器分解能からコンクリートのひび割れや鋼矢板の数 cm 程度の開孔

は判別困難である。 

・計測可能水深はマルチビーム約 400ｍに対し水中 3Dスキャナ約 15ｍと浅い。 

 

【操作手順】 

計測前（艤装、準備） 

・移動式は使用船舶へ機器の取り付け等（艤装）を行い、GNSS テスト、喫水確認、パッチ

テスト、温速度計測を行う。固定式は三脚へ機器の取り付け等を行い、三脚に固定したロ

ープで対象箇所へ降下させ固定する。 

計測中（移動式） 

・水深の約 2 倍を目安に測線間隔を設定し計測する。 

・船速は 2～3ノットを目安に、できるだけ低速度で計測する。 

・計測回数は 1回を基本とするが、現場状況に応じ複数回計測することで点群密度を大き

くし変状の詳細を把握することが望ましい。 

計測中（固定式） 

・ソナーを回転させ対象方向に向けて計測する。 

計測後（データ処理、解析） 

・取得データを抽出し、ノイズ除去処理を行う。 

・点群データを回転させ、さまざまな方向から俯瞰することで変状箇所の抽出を行う。 

 

【参考資料】 

・センシング技術を活用した漁港施設の点検の手引き（案）～水中 3D スキャナの活用

～、令和 2年 3月（予定）、水産庁漁港漁場整備部整備課 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称： 水中 3Dスキャナによる水中構造物の形状把握システム「i-UVS(Intelligent-

Underwater Visualization System)」（音響機器による水中構造物、底面形状

等の計測及び高密度 3D 点群モデルを作成する技術）  

登録 NO. ：KT-180031-A 
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B.9 垂下式カメラ 

【技術の利点】 

・被覆消波ブロックと堤体の間隙に垂下することで、堤体壁面の状況を確認できる。 

・多種多様であるが、高画質かつ小型・安価な機種として、例えば GoPro が挙げられる。 

 

【技術内容】 

・小型デジタルカメラにオプションである耐圧防水ハウジングを装着することによって水

中撮影が可能となるカメラである。 

・カメラ本体サイズは、59×40.5mm、重さ 73～88ｇのコンパクトボディである。 

 

【操作手順】 

操作方法のイメージと目地欠損の撮影例を下記に示す。 

 

操作方法のイメージ 

 

【機種価格】 

・機種  ：HERO 8 

・メーカー：GoPro 

・価格  ：5万円程度 
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B.10 地中探査技術 

【技術の利点】 

下記の調査技術として、実用化が進んでいる。 

・路面下の空洞の検出 

・鉄筋位置の確認 

 

【技術内容】 

・電波を地面や構造物に輻射面を向けて発射し、内部からの反射波を計測（周波数ごとの

時間、強度、波形）することで、埋設物の検知や内部構造物を計測する手法である。 

・レーダー装置を移動させながら計測することで、送受信アンテナと目標物との相対距離

が変わるので、レーダ―波形に目標物の形状を捉えることができる。 

・地中レーダー機器としては、カートタイプ、ハンディタイプ、車載・牽引タイプがあ

り、漁港施設のエプロン下の空洞調査ではカートタイプが、鉄筋探査用としてはハンディ

タイプが使用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地中レーダー機器（カートタイプ）     地中レーダ装置の原理図 

 

 

                 形状：17.5H×15.4W×23.2L 

                 重量：1.5kg 

 

 

地中レーダー機器（ハンディタイプ） 

出典：地中レーダー技術に関する調査検討会報告書、平成 29 年 3 月、p4、p6、p69 
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【利用する際の留意点】 

・入射波と反射波の時間差を求めて地中での電磁波の伝播速度から探査場所の深さを求

めるため、土の比誘電率の設定が重要である。 

 

【作業手順】 

係船岸エプロンでの空洞調査を例に示す。 

・現地調査及び図面調査により、地中レーダーの測線計画の立案と測線上に存在する埋設

物の位置確認を行う。 

・地中レーダーで概略探査を行う測線をエプロン上にマーキングする。 

・一次調査として、地中レーダーで法線方向の探査を実施する。測線間隔を 1.0m とし、

全面を調査し、空洞の可能性のある箇所を決定する。 

・空洞の可能性のある箇所について、間隔を細かくメッシュ状に測線を取り、二次調査

（詳細調査）を実施する。空洞の広がりや位置を特定する。 

 

【参考資料】 

・地中レーダー技術に関する調査検討会報告書、平成 29 年 3 月、地中レーダー技術に関

する調査会 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称： コンクリート構造物内の埋設物非破壊探査装置（埋設物の位置検出性能改善

により、コンクリート構造物の埋設物探査を容易にした非破壊探査装置） 

登録 NO. ：KT-150040-VE 

●技術名称：護岸背面・空洞可視化システム（高精度 GPR による表面に凹凸があるコンク

リート護岸背面の空洞化領域可視化法）  

登録 NO. ：TH-140018-VR 
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B.11 センサによるモニタリング 

【技術の利点】 

構造物の劣化・損傷を予防・抑制するためには、現状の構造物の状態を把握、確認する

ことが大事になる。そのためには定期的な点検やモニタリングが必要となるが、点検目視

の困難な箇所での点検に有効となるのがセンサによるモニタリングである。 

 

【技術内容】 

活用されているモニタリング技術に次のような事例がある。・ 

①桟橋上部工の腐食モニタリング 

 建設後 25 年が経過した鋼管杭式横桟橋の健全な梁の鉄筋近傍に、ドリル削孔してセ

ンサを埋込み、7 年間のモニタリングを実施している。5 年後に自然電位が基準値を外

れる変化を示し、目視調査の結果、錆汁の滲出が認められ有効性が確認されている。 

 

 

センサー埋設方法               腐食センサー 

出典：社会インフラにおけるモニタリング技術の活用に向けた取り組み事例 1-12 

http://www.mlit.go.jp/common/001016268.pdf 

 

【参考資料】 

・桟橋上部工コンクリートにおける鉄筋腐食モニタリング実証実験、平成 22 年 9 月、土

木学会第 65 回年次学術講演会 

・例えば、岡崎慎一郎ほか、埋設型センサによる桟橋上部工 RC部材の鉄筋腐食モニタリ

ングに関する研究、港湾空港技術研究所資料、No.1294、2014、 
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②ペトロラタム被覆用防食効果判定センサ 

【技術の利点】 

・現状では被覆防止工の防食効果の確認は、カバーを外して目視調査する方法しかない。 

・センサの取付により、開放点検が不要で遠隔監視が可能となり、新設・既設を問わず設

置が可能とされる。 

 

【技術内容】 

・防食効果の有無判断の閾値として、積算電流量≧0.015A･hr を採用できることが提案さ

れている。 

 

 

被覆工の外観         被覆工の除去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積算電気量と鋼材腐食速度の関係          センサー「ペトモニ」 

出典：港湾構造物のライフサイクルマネジメントの高度化のための点検診断および性能評価に関する技術

開発  http://www.jisf.or.jp/info/event/dobokushinpo/documents/3_dobokushinpo23.pdf 
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B.12 ３D レーザースキャナ 

【技術の利点】 

・計測ユニットを車両に搭載することで、コンクリート表面の情報を連続的に記録する検

査方法として実用化されている。 

・同一形状が連続するようなコンクリート構造物の外観調査において、おもにトンネル覆

工コンクリートや舗装路面を対象に適用される。 

・3D レーザースキャナとマルチビームの計測結果から、陸・海の一元的な3 次元化が可

能となる。これにより、災害現場の迅速な現況把握や、3D-CAD との連携による3 次元モ

デルの構成を容易とし、維持管理システムおよびGIS での活用や、CIM(Construction 

Information Modeling)への連携が可能となる。 

 

【技術内容】 

・対象物に触れることなく、スキャナから照射されたレーザーによって構造物等の3 次元

空間位置情報（空間の点群データ）を瞬時に取得し、災害現場の現況把握、土量・面積・

断面計算、完成予想図（パース・アニメーション）の作成ができる。 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称：3D レーザースキャナを用いた変状・損傷計測システム（短時間、省スペース

作業、低コストによる高精度で効率的な計測資料作成技術） 

登録 NO. ：QS-160004-A 

コスト比較： 

 ・条件：トンネル延長 500m 

・従来技術－プリズムを用いたトータルステーションによる計測･･････316,436 円、5 日 

・新技術･･････198,100 円、3日 

 

 
（出典）株式会社アルファ水工コンサルタンツ HP 

海（マルチビーム）・陸（3D レーザースキャナ）一体計測 
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B.13 赤外線を用いた浮き・剥離の画像解析 

【技術の利点】 

・非破壊検査であり、迅速に大面積の測定ができる。 

 

【技術の内容】 

・赤外線法は、コンクリート中の変状と健全な部分とで熱の伝導が異なることを利用して、

表面温度の分布状況から浮きや剥離の箇所を調べることができる。 

 

【利用する際の留意点】 

・測定精度および適用限界が気象条件に左右される。 

・表面の光沢や汚れによる生じる温度差を欠陥と誤認することがある。 

・検出深度は、構造物表面から 50mm 程度が限界である。 

・欠陥の深さや空隙の厚さの推定は難しい。 

 

【作業手順】 

・対象物にできるだけ正対した位置から、適切な距離をおいて測定する。 

 

【参考資料】 

・港湾の施設の維持管理技術マニュアル（改訂版）、平成 30 年 7 月、一般財団法人沿岸技術

研究センター 

・コンクリート診断技術’19 [基礎編]、2019、pp..136～138、 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称： 赤外線調査トータルサポートシステム Jシステム （赤外線法を用いたコン

クリート構造物診断システム） 

登録 NO.： SK-110019-VE 

コスト比較： 

 ・条件：第三者被害防止を目的としたコンクリート橋梁のうき・剥離の点検 9,000m2 

桁下高さ：10m  調査対象面積：30 橋×300m2/橋 

・従来技術－打音法による橋梁点検･･････7,339,200 円 84 日 

・新技術･･････3,319,950 円 53 日 
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                        欠陥検出の原理図 

 

モルタル浮き部の調査事例 

出典：コンクリート診断技術’19 [基礎編]、2019、pp..136～138 
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B.14 デジタルカメラによる画像解析 

【技術の利点】 

・デジタル画像は、CAD 等の編集や加工が可能なデータとして保存される。 

・これによりコンクリート表面部の劣化状態をデータベース化することが可能となり、電

子ファイル管理への発展性を持つ。 

・望遠目視ができることは、経済性、安全面でも有利である。 

 

【技術の内容】 

・目視調査に置き換わる方法として、デジタル画像を用いてその劣化状態を判断する方法で

ある。 

 

デジタルカメラによる点検調査で使用するシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影条件の違いによる撮影装置 

出典：コンクリート診断技術’19 [基礎編]、2019、p109 

 

【利用する際の留意点】 

・コンクリート表面の 0.2mm 幅のひび割れをデジタル画像（172 万画素）で認識するために

は、撮影範囲の 1 短辺長を約 2.5m 以下とする必要がある。 

・コンクリート表面の汚れが少ない状態で調査する。 

 

撮影機材 デジタルカメラ －

全方位カメラ 移動しながらの撮影からパノラマ展開画像が生成できる。

自動撮影雲台
設定した撮影範囲内を所定のラップ率で連続的に撮影し、膨大
な画像は専用ソフトにより1枚に合成できる。

UAV デジタルカメラを搭載して上空から撮影する。

画像処理および
資料制作機材

PCおよび
ソフトウェア

コンクリート表面画像からひび割れ等を認識する画像診断支援
ソフトやCADソフトを使用することにより、変状図作成の効率化
が図れる。

撮影装置
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【作業手順】 

・撮影した画像から画像診断支援ソフトのあおり機能、合成機能、ひび割れ特徴化機能を使

用して、デジタル画像を作成する。 

・上記画像から変状部分をスケッチして、画像診断支援ソフトを用いて変状図を作成する。

このソフトには、以下のような機能を有している。 

 収差補正機能、あおり補正機能、画像合成機能、座標機能、トレース機能、簡易計測機能 

 

【参考資料】 

・コンクリート診断技術’19 [基礎編]、2019、pp..108～112、 

 

 

 

【関連技術の NETIS 登録】 

●技術名称： HIVIDAS(ヒビダス) （画像診断によるコンクリートの浮き・はく離、ひび割

れ調査） 

登録 NO. ： KT-130041-V 

コスト比較： 

  ・条件： 調査規模:トンネル 625m(覆工面周長 16m、覆工面積 10,000m2) 

・従来技術－調査員による直接目視やハンマー打撃による打音作図して解析･･････ 

                                         3,800,000 円、61 日 

・新技術･･････2,915,000 円、50 日 
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Ｃ．漁港施設に見られる主な損傷写真の事例 

以下に、施設別に見られる主な損傷写真を、「水産基盤施設ストックマネジメントのため

のガイドライン、平成 27年 5 月改訂」の「参考資料-1-2」から転載する。ただし、写真で

示す計測作業は、漁港利用者から情報提供を受けた漁港管理者が、現地へ出向き実施するも

のであり、漁港利用者はあくまで電話連絡などの情報提供のみである。 

(1) 重力式防波堤に見られる主な損傷 

1) 標準断面図及び主に見られる損傷位置 

 

 

 
図-参 1-2.1 重力式防波堤標準断面図 

 

2) 調査位置ごとの変状事例 

①重力式防波堤【施設全体】における変状事例 

調査項目 移動 調査項目 移動 

変状 水平移動量 変状 水平移動量 

老朽化度 b：隣接ケーソンとの間に側壁厚程度

(50cm 程度 40cm～50cm)のずれがある 

老朽化度 c：小規模な移動がある 

移動 

沈下 

ひび割れ 

欠損 
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調査項目 沈下 調査項目 沈下 

変状 目地ずれ、段差 変状 目地ずれ、段差 

老朽化度 b：隣接ケーソンとの間に数十cmの段差

がある 

老朽化度 b：隣接ケーソンとの間に数十cmの段

差がある 

 

調査項目 沈下 調査項目 沈下 

変状 目地ずれ、段差 変状 目地ずれ、段差 

老朽化度 c：隣接ケーソンとの間に数 cm の段差が

ある 

老朽化度 c：隣接ケーソンとの間に数 cm の段差

がある 
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②重力式防波堤【上部工】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候な

ど 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

老朽化度 a：防波堤の性能に影響を及ぼす程度の欠

損がある 

老朽化度 a：防波堤の性能に影響を及ぼす程度の

欠損がある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候な

ど 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

老朽化度 b：幅 1cm 以上のひび割れがある 老朽化度 b：幅 1cm 以上のひび割れがある 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆

候など 

老朽化度 b：小規模の欠損がある 老朽化度 c：幅 1cm 未満のひび割れがある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆

候など 

老朽化度 c：幅 1cm 未満のひび割れがある 老朽化度 c：幅 1cm 未満のひび割れがある 
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③重力式防波堤【本体工】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄筋露

出、劣化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄筋

露出、劣化の兆候など 

老朽化度 a：中詰材等が流出するような穴開き、ひ

び割れ、欠損がある 

老朽化度 b：広範囲に亘り鉄筋が露出している 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC)

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄筋

露出、劣化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄

筋露出、劣化の兆候など 

老朽化度 b：広範囲に亘り鉄筋が露出している 老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出している 

 

  

本体工の穴開き 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷

(RC) 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷

(RC) 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠

損、鉄筋露出、劣化の兆候な

ど 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠

損、鉄筋露出、劣化の兆候

など 

老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出して

いる 

老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出し

ている 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無

筋) 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷

(無筋) 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の

兆候など 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化

の兆候など 

老朽化度 b：小規模な欠損がある 老朽化度 b：小規模な欠損がある 

 

  



参-34 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候な

ど 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

老朽化度 b：小規模な欠損がある 老朽化度 b：小規模な欠損がある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候な

ど 

変状 ひび割れ、損傷、欠損、劣化の兆候

など 

老朽化度 b：小規模な欠損がある 老朽化度 b：小規模な欠損がある 
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(2) 矢板式防波堤に見られる主な損傷 

1) 標準断面図及び主に見られる損傷位置 

 

 

 

 

図-参 1-2.2 矢板式防波堤標準断面図 

 

2) 調査位置ごとの変状事例 

①矢板式防波堤【上部工】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 a：防波堤の性能を損なうような損傷があ

る 

老朽化度 b：幅 3mm 以上のひび割れがある 

 

欠損 

ひび割れ 

孔食 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄筋

露出、劣化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄

筋露出、劣化の兆候など 

老朽化度 b：幅 3mm 以上のひび割れがある 老朽化度 b：広範囲に亘り鉄筋が露出している

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 b：広範囲に亘り鉄筋が露出している 老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出している 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、欠損、鉄筋

露出、劣化の兆候など 

老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出している 老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出している 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れが見られる 老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れが見られる 
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②矢板式防波堤【鋼矢板等】における変状事例 

調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の

傷、継手の腐食状況 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面

の傷、継手の腐食状況 

老朽化度 a：腐食による開孔や変形、その他の著

しい損傷がある 

老朽化度 b：全体的に発錆がある 

 

調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の

傷、継手の腐食状況 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面

の傷、継手の腐食状況 

老朽化度 b：L.W.L 付近に孔食がある 老朽化度 c：部分的に発錆がある 

 

  

開孔 

孔食 



参-39 

(3) 重力式護岸に見られる主な損傷 

1) 標準断面図及び主に見られる損傷位置 

 

 

 

図-参 1-2.3 重力式護岸標準断面図 

 

2) 調査位置ごとの変状事例 

①重力式護岸【施設全体】における変状事例 

調査項目 移動 調査項目 移動 

変状 移動量 変状 移動量 

老朽化度 b：法線の変状が見られる 老朽化度 b：隣接するスパンとの間に10cm～20cm

程度のずれがある 

 

  

移動 

沈下 

ひび割れ 

陥没 
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調査項目 移動 調査項目 移動 

変状 移動量 変状 移動量 

老朽化度 c：上記以外の場合で、隣接するスパンと

の間に10cm 未満のずれがある 

老朽化度 c：上記以外の場合で、隣接するスパン

との間に 10cm 未満のずれがある 

 

調査項目 沈下 調査項目 沈下 

変状 護岸の沈下 変状 護岸の沈下 

老朽化度 c：隣接するスパンとの間に数 cm 程度の

段差がある 

老朽化度 c：隣接するスパンとの間に数 cm 程度

の段差がある 
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②重力式護岸【上部工】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 b：複数方向に幅3mm 程度のひび割れがあ

る 

老朽化度 c：一方向に幅3mm 程度のひび割れがあ

る 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 c：一方向に幅3mm 程度のひび割れがある 老朽化度 c：局所的に鉄筋が露出している 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 

変状 ひび割れ、損傷、劣化の兆候など 変状 ひび割れ、損傷、劣化の兆候など 

老朽化度 a：貫通ひび割れから土砂が流出している 老朽化度 b：部材表面に対して面積比で10％未満

の欠損がある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(無筋) 

変状 ひび割れ、損傷、劣化の兆候など 変状 ひび割れ、損傷、劣化の兆候など 

老朽化度 c：貫通ひび割れはあるが土砂が流出して

いる兆候はない 

老朽化度 c：貫通ひび割れはあるが土砂が流出し

ている兆候はない 
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③重力式護岸【護岸の背後、または本体】における変状事例 

調査項目 陥没、吸出し 調査項目 陥没、吸出し 

変状 沈下、陥没、目地ずれ等が起きている

箇所、護岸背後の状況 

変状 沈下、陥没、目地ずれ等が起きてい

る箇所、護岸背後の状況 

老朽化度 a：護岸の背後の土砂が流出している 老朽化度 a：護岸の背後の地盤が陥没している 

 

調査項目 陥没、吸出し 調査項目 陥没、吸出し 

変状 沈下、陥没、目地ずれ等が起きている

箇所、護岸背後の状況 

変状 沈下、陥没、目地ずれ等が起きてい

る箇所、護岸背後の状況 

老朽化度 b：目地に顕著な開き、ずれがある 老朽化度 c：目地に軽微な開き、ずれがある 
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(4) 重力式係船岸に見られる主な損傷 

1) 標準断面図及び主に見られる損傷位置 

 

 

 
図-参 1-2.4 重力式係船岸標準断面図 

 

2)調査位置ごとの変状事例 

①重力式係船岸【岸壁法線】における変状事例 

調査項目 凹凸出入り 調査項目 凹凸出入り 

変状 移動量 変状 移動量 

老朽化度 b：隣接するスパンとの間に 10～20cm 程

度の凹凸がある  

老朽化度 c：上記以外の場合で、隣接するスパン

との間に 10cm 未満の凹凸がある 

 

  

ひび割れ 

ひび割れ 

沈下 
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②重力式係船岸【エプロン】における変状事例 

調査項目 沈下、陥没 調査項目 沈下、陥没 

変状 － 変状 － 

老朽化度 a：重力式本体背後の土砂が流出している 老朽化度 b：重力式本体目地(上部工含む)に顕著

な開き、ずれがある 

 

調査項目 沈下、陥没 調査項目 沈下、陥没 

変状 － 変状 － 

老朽化度 b：エプロンに3cm 以上の沈下(段差)があ

る 

老朽化度 c：重力式本体目地(上部工含む)に軽微

な開き、ずれがある 

  

本体背後(内部)の空洞 
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調査項目 コンクリートまたはアスファルトの

劣化、損傷 

調査項目 コンクリートまたはアスファルト

の劣化、損傷 

変状 － 変状 － 

老朽化度 a：コンクリート舗装でひび割れが 2m/m2

以上である 

老朽化度 a：車両の通行や歩行に支障があるひび

割れや損傷が見られる 

 

調査項目 コンクリートまたはアスファルトの

劣化、損傷 

調査項目 コンクリートまたはアスファルト

の劣化、損傷 

変状 － 変状 － 

老朽化度 b：コンクリート舗装でひび割れが 0.5～

2m/m2である 

老朽化度 c：若干のひび割れが見られる 

 

  

ひび割れ、欠損による「歩行」に支障のある段差 



参-47 

③重力式係船岸【上部工】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 b：幅 3mm 以上のひび割れがある 老朽化度 b：幅 3mm 以上のひび割れがある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 b：幅 3mm 以上のひび割れがある 老朽化度 b：広範囲に亘り鉄筋が露出している 

 

  

幅 3mm 以上のひび割れ 幅 3mm 以上のひび割れ 

幅 3mm 以上のひび割れ 
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調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れがある 老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れがある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷 調査項目 コンクリートの劣化、損傷 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、劣

化の兆候など 

変状 ひび割れ、剥離、損傷、鉄筋露出、

劣化の兆候など 

老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れがある 老朽化度 c：幅 3mm 未満のひび割れがある 
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(5) 浮体式係船岸に見られる主な損傷 

1) 標準断面図及び主に見られる損傷位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-参 1-2.5 浮体式係船岸標準断面図 

 

2) 調査位置ごとの変状事例 

①浮体式係船岸【エプロン】における変状事例 

調査項目 コンクリートまたはアスファルトの

劣化、損傷 

調査項目 コンクリートまたはアスファルト

の劣化、損傷 

変状 コンクリートまたはアスファルトの

ひび割れ、凹凸、段差 

変状 コンクリートまたはアスファルト

のひび割れ、凹凸、段差 

老朽化度 a：コンクリート舗装でひび割れが 2m/m2

以上である 

老朽化度 b：アスファルト舗装でひび割れ率が 20

～30%以上である  

 

錆 

剥落 

ひび割れ 

腐食 
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調査項目 コンクリートまたはアスファルトの

劣化、損傷 

調査項目 コンクリートまたはアスファルト

の劣化、損傷 

変状 コンクリートまたはアスファルトの

ひび割れ、凹凸、段差 

変状 コンクリートまたはアスファルト

のひび割れ、凹凸、段差 

老朽化度 c：若干のひび割れが見られる 老朽化度 c：若干のひび割れが見られる 

 

 

②浮体式係船岸【ポンツーン内部】における変状事例 

調査項目 本体の亀裂、損傷 

変状 浸水状況 

老朽化度 a：ひび割れ、亀裂、損傷による浸水が見ら

れる 

 

 

  

ひび割れ箇所の浸水 
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③浮体式係船岸【ポンツーン外部(鋼製、RC/PC 製)】における変状事例 

調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の傷

の状況 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の

傷の状況 

老朽化度 a：腐食による開孔や変形、その他の著し

い損傷がある 

老朽化度 a：腐食による開孔や変形、その他の著

しい損傷がある 

 

調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 調査項目 鋼材の腐食、亀裂、損傷 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の傷

の状況 

変状 穴あきの有無、鋼材の腐食、表面の

傷の状況 

老朽化度 b：全体に発錆がある 老朽化度 c：部分的に発錆がある 
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④浮体式係船岸【ポンツーン外部(鋼製、RC/PC 製)】における変状事例 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶり

の剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食状況 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶ

りの剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食

状況 

老朽化度 a：かぶりの剥離がある 老朽化度 a：錆汁が広範囲に発生している  

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶり

の剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食状況 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶ

りの剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食

状況 

老朽化度 a：幅 3mm 以上の鉄筋に沿ったひび割れが

ある 

老朽化度 b：幅 3mm 未満の鉄筋に沿ったひび割れ

がある 

 

  

かぶりの剥落による鉄筋露出 

幅 3mm 以上 



参-53 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶり

の剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食状況 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶ

りの剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食

状況 

老朽化度 b：錆汁が部分的に発生している 老朽化度 c：軽微なひび割れがある 

 

調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 調査項目 コンクリートの劣化、損傷(RC) 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶり

の剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食状況 

変状 ひび割れの発生方向、本数、長さと幅、かぶ

りの剥離状況、錆汁の発生状況、鉄筋の腐食

状況 

老朽化度 c：軽微なひび割れがある 老朽化度 c：錆汁が発生している 

 

  

部分的な錆汁 
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⑤浮体式係船岸【係留杭・係留チェーン】における変状事例 

調査項目 摩耗、塗装、腐食 調査項目 摩耗、塗装、腐食 

変状 係留杭の状態、係留チェーンの破

断 

変状 係留杭の状態、係留チェーンの

破断 

老朽化度 a：係留杭に変形、著しい摩耗、開孔が

ある 

老朽化度 b：係留杭に軽微な摩耗や孔食がある

 

調査項目 摩耗、塗装、腐食 調査項目 摩耗、塗装、腐食 

変状 係留杭の状態、係留チェーンの破断 変状 係留杭の状態、係留チェーンの破

断 

老朽化度 b：係留杭に軽微な摩耗や孔食がある 老朽化度 c：被覆材に軽微な損傷が見られる 

 

  

塗装剥がれ 

破損 
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調査項目 摩耗、塗装、腐食 調査項目 摩耗、塗装、腐食 

変状 係留杭の状態、係留チェーンの破断 変状 係留杭の状態、係留チェーンの破

断 

老朽化度 c：被覆材に軽微な損傷が見られる 老朽化度 c：被覆材に軽微な損傷が見られる 

 

 

⑥浮体式係船岸【連絡橋・渡橋】における変状事例 

調査項目 安定性、損傷、腐食 調査項目 安定性、損傷、腐食 

変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗装 変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗

装 

老朽化度 a：連絡橋が不安定でポンツーンへの移

動が困難である 

老朽化度 a：連絡橋が不安定でポンツーンへの

移動が困難である 

 

  

隙間が生じ、移動が危険な状態 腐食により、踏み抜く恐れがある 

発錆 塗装剥がれ 
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調査項目 安定性、損傷、腐食 調査項目 安定性、損傷、腐食 

変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗装 変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗

装 

老朽化度 c：塗装の剥離や錆が見られる 老朽化度 c：塗装の剥離や錆が見られる 

 

調査項目 安定性、損傷、腐食 調査項目 安定性、損傷、腐食 

変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗装 変状 移動の安定性、錆、傷の有無、塗

装 

老朽化度 c：塗装の剥離や錆が見られる 老朽化度 c：塗装の剥離や錆が見られる 
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Ｄ．調査結果の記録に活用できる技術の事例 

D.1 維持管理情報プラットフォーム 

【活用の利点】 

・点検記録を記録・保存することは、老朽化の進展状況等を効率的に把握でき、以降の機能

保全計画の見直しの際にも必要不可欠となる。 

・スパン割図・変状図等の図面データや写真データ及び簡易調査（重点項目）、日常管理点

検の記録・保存について、維持管理情報プラットフォームで一括管理が可能となる。 

・必要なときに必要な情報を取り出すことが容易となり、作業の効率化を図れる。 

 

【システムの構成】 

・GIS（地理情報システム）や GPS（全地球測位システム）と、漁港台帳や日常点検結果等

を連動させた漁港施設の維持管理情報プラットフォームのシステムを構築したものであ

る。漁港管理者に対する技術的支援の一環として、維持管理に係わる情報の蓄積・更新の

適正化やそれらのデータの利活用の促進を目的としている。 

・システムの構成を次に示す。 

①基本部分（データベース機能） 

 １） 施設現況調書にかかる情報 

 ２） 施設機能診断結果にかかる情報 

 ３） 機能保全対策にかかる情報 

 ４） 上記に関係する資料（図面、設計関係資料、調査記録等） 

 ５） 日常・臨時・定期の各種点検データの格納・参照・分析 

②拡張部分（各種分析機能） 

 １） 対策コストにかかる分析機能 

 ２） 老朽化予測機能 

 ３） 登録情報の共有化機能 
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【システムの概念図】 

 

「漁港施設の維持管理情報プラットフォーム」の概念図 

出典：平成 30 年度調査 調査研究論文集 NO.29 pp..7-12（一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所） 

 

【参考資料】 

・平成 30 年度調査 調査研究論文集 NO.29 pp..7-12（一般財団法人 漁港漁場漁村総

合研究所） 

・漁港施設維持管理情報プラットフォーム操作説明書、http;//www.jific.or.jp/?p=922 
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D.2 漁港施設の点検システム 

【活用の利点】 

・現地で容易に点検情報の登録が行えるため、点検作業の負担を低減することが出来る。 

・日常点検の記録を適切に保全でき、蓄積された登録データの利活用を一元管理の下で行え

る（維持管理情報プラットフォームとの連携も可能）。 

 

【システムの構成】 

・漁港施設に関して、スマホを利用し、写真を中心とする施設の現況データを撮影、入

力、伝達、蓄積したデータベースを作成して、そのデータを利用できるシステムである。 

システムの構成を次に示す。 

 
点検システムのイメージ 

 

【システムの使い方】 

・施設の点検者が点検結果を、スマホを利用して写真と必要事項を入力し、サーバに送信

すると、漁港施設の管理者にデータの保管場所の URL を記入したメールが届く。その URL

を開くと点検結果を閲覧できる。 

・データは保管され、検索システムにより時間経過による変化や指定日時の状況閲覧など

の処理ができる。 
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【漁港施設の点検システムでの選択肢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考資料】 

・奥野正洋・長野晋平・田原正之・長野章・不動雅之・野神巧一：スマートフォンを活用

した漁港施設点検システムの構築と運用，水産工学 Vol.55,No.2,pp.149-153,2018. 
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Ｅ．日常点検記入シート及び記載例 

 新たに作成する日常点検記入シート及び記載例を次に示す。 

 

 （様式集） 

  ・外郭施設（重力式・矢板式・杭式） 

  ・係船施設（重力式・矢板式・桟橋式） 

  ・外郭・係船施設（浮体式） 

  ・船揚場 

  ・航路・泊地 

 （記載例） 

・外郭施設（重力式・矢板式・杭式）健全度 A・Bの記入例 

  ・係船施設（重力式・矢板式・桟橋式）健全度 C・D の記入例 
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ａ．課題名 

平成 31 年度水産基盤整備調査委託事業「漁港漁場施設の長寿命化対策検討調査」の

うち、漁港施設等の長寿命化対策費用等の検討  

 

ｂ．実施機関及び担当者 

［一般社団法人 水産土木建設技術センター］ 

松本 力 

完山 暢 

藤田孝康 

谷口 尚 

 

ｃ．ねらい 

漁港施設等のインフラ老朽化が進む中、維持管理・更新費の増大が懸念されてお

り、戦略的な長寿命化対策の推進が課題となっている。また、近年地方自治体では、

技術者不足が深刻化しており漁港施設等のインフラ維持管理の対応に苦慮している

状況である。 

新経済・財政再生計画の骨太の方針に基づいた改革工程表 2018 では、2020 年度

末までに長寿命化効果を含めた維持管理・更新費の見通しを公表すること、および

個別施設計画の策定を支援し策定率 100％を目指すことが示されたところである。 

漁港施設においては、過年度までに整理された対策費用の推計に加え、新たに策

定完了された機能保全計画書の追加収集・データ更新を行い、改めてコスト縮減効

果の分析を行うとともに、将来の長寿命化対策費用等を推計した。加えて漁港施設

等の個別施設計画の策定率が低い施設管理者への支援策として、技術者が少ない管

理者が個別施設計画の策定を出来るだけ効率的に実施出来るよう、支援ツールを作

成した。 
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ｄ．方法 

５．漁港施設等の長寿命化対策費用等の検討 

５－１ 長寿命化対策費用の推計 

平成 30 年度末までに策定、変更された機能保全計画書を追加して、漁港施設の老朽

化の現状を整理するとともに、今後 30 年の費用推計の算出、およびストックマネジメ

ントによるコスト縮減効果（今後 50 年）を分析した。 

 

（１）機能保全計画書の収集 

① 機能保全計画書の追加収集 

全国の漁港管理者を対象として、平成 30 年度末までに策定された機能保全計画書

を収集・分析した。漁港施設の老朽化現状は、現状、および複数のシナリオ（対策を

実施しないケース、対策を実施したケース、老朽化度を考慮したケース等）ごとに整

理した。また、これらの機能保全計画書のデータは、機能保全計画書データベースに

追加した。 

 

② 機能保全計画書データベースの基本構成 

機能保全計画書データベースの基本構成は、表 d-5-1-1 のとおりである。なお、対

象施設における構造形式の分類は、表 d-5-1-2 のとおり設定した。 

 

  



3 

 

 

 

表 d-5-1-1 機能保全計画書データベースの基本構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設

価格

2009 ～ 2076

H21 ～ H88

流通拠点

/

生産拠点

都道

府県
漁港名

漁港

番号

旧

漁港名

旧

番号

施設の現状 数量
建設年又は

取得の年

種類
施設

名称

構造

形式
延べ

面積

（㎡）

自

（年）

新設

・

更新

補修

・

改良

対象

延長

（ｍ）

現在の

総延長

(m)

対策費と対策時期 対策費年度機能保全計画

施設

分類 防暑

設備

清浄

海水

導入

施設

鳥獣等

進入

防止

施設

魚類

移送

施設

汚水

浄化

施設

防風

設備

漂流

防止

施設

防雪

設備

至

（年）
(千円)

附帯施設

基数

（基）

策定

状況 健全度

対策

ｺｽﾄ

(百万円)

諸元(単位の入力) 計画書データ(施設単位の入力)

保全

対策

要否

対策

工法

更新

ｺｽﾄ

(百万円)

更新

工法

機能保全

工事の実

施

(～H29.3)

次期長計

(H29～33)

中の保全

工事見込

み

過年度

調査の

備考欄に

記載の

あった

特記事項

水産

土木

備考欄

次期

長計

対象

防災

拠点 管理者

計画書

策定

年度

劣化

部材

(附帯

除く)

部材

影響

度

変状ランク合計

全

ｽﾊﾟﾝ

数

【自動】

健全度

【自動】

計画書で

現在価値

化

している

Y/N

対策費（百万円)

a b c d

現在価値

化

を除去し

た対策費

(百万円)

【自動】
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表 d-5-1-2 構造形式の区分 

 

 

 

 

  

施設 施設種類 本体工の構造等に着目した分類
本調査の

構造形式番号

過年度
調査時の
構造形式
番号

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式、ﾌﾞﾛｯｸ積式) 1

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ式、ｹｰｿﾝ式、L型ﾌﾞﾛｯｸ式) 2

鋼構造(鋼製函式) 3

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式、ﾌﾞﾛｯｸ積式) 4

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ式、ｹｰｿﾝ式、L型ﾌﾞﾛｯｸ式) 5

鋼構造(鋼製函式) 6

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(捨ﾌﾞﾛｯｸ［全断面］式） 7

石積造(捨石[全断面]式) 8

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(捨ﾌﾞﾛｯｸ[中詰］式） 9

石積造(捨石[中詰]式) 10

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式、ﾌﾞﾛｯｸ積式) 11

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ式、ｹｰｿﾝ式、L型ﾌﾞﾛｯｸ式) 12

鋼構造(鋼製函式) 13

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式、ﾌﾞﾛｯｸ積式) 14

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ式、ｹｰｿﾝ式、L型ﾌﾞﾛｯｸ式) 15

鋼構造(鋼製函式) 16

鋼構造 17 7

鋼構造 18 8

鋼構造 19

鉄筋コンクリート構造 20

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｺﾝｸﾘｰﾄ構造 21

複合した構造形式、或いは上記分類に該当しない施設 22 -

─ 23 -

─ 24 -

直立消波式 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 25 10

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｺﾝｸﾘｰﾄ単塊式、ﾌﾞﾛｯｸ積式) 26

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造(ｾﾙﾗｰ式、ｹｰｿﾝ式、L型ﾌﾞﾛｯｸ式) 27

鋼構造 28 12

鋼構造 29 13

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 30 14

鋼構造 31 15

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 32 -

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｺﾝｸﾘｰﾄ構造 33 -

斜路式 34

吊上げ方式 35

─ 36 17

─ 37 18

複合した構造形式、或いは上記分類に該当しない施設 38 -

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 39 -

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装 40 -

複合した構造形式、或いは上記分類に該当しない施設 41 -

桁橋 42 -

アーチ橋 43 -

斜張橋 44 -

吊橋 45 -

トラス橋 46 -

複合した構造形式、或いは上記分類に該当しない施設 47 -

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 48 -

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 49 -

鋼構造 50 -

複合した構造形式、或いは上記分類に該当しない施設 51 -

16
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3

4

1

2

5

6

9

構造形式

（漁港施設）
外郭施設、
輸送施設、
漁港施設用地、
水域施設

（漁場施設）
増殖場、
養殖場、
着底基質、
海水交流施設

(外郭施設)
防波堤、
防砂堤、
防潮堤、
導流堤、
防波護岸、
堤防、
突堤、
胸壁

(輸送施設)
道路護岸

(漁港施設用地)
用地護岸

(水域施設)
航路護岸、
泊地(根固工、
法止工等)、
防砂潜堤

（増殖場
　　　　・養殖場)
消波堤、
潜堤、
離岸堤、
防氷堤

直立堤

消波工付き

消波工なし

傾斜堤
(潜堤)

透過式

不透過式

混成堤

消波工付き

消波工なし

その他

矢板式

杭式・ｶｰﾃﾝ式

浮体式

その他

水門

閘門

係留施設

岸壁、
物揚げ場、
桟橋、
浮桟橋、
取付護岸

重力式
その他

矢板式

桟橋式

階段式

漁港施設用地等

(漁港施設用地)
人工地盤

(機能施設)
漁港浄化施設、廃油処理施設、荷さばき所

浮体式

船揚場

係船浮標

係船くい

その他

輸送施設

道路

橋梁
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（２）コスト縮減効果の検討 

前項（１）で収集・更新されたデータベースを用いて、今後 30 年の費用推計の算出、

およびストックマネジメントによるコスト縮減効果（今後 50 年）を分析した。 

 

① 今後30年間の保全対策費の推計 

機能保全計画DBを用いて、2019年～2048年までの全漁港（2,860漁港分）の保

全対策費を推計した。 

 

② 施設耐用年数の検討 

更新時期の目安となる施設耐用年数を機能保全計画DBから推定して試算した。

施設耐用年数は、機能保全計画DBの各施設の経過年数、対策の有無、対策年など

から決定した施設耐用年数の平均値として試算した。  

 

③ コスト縮減効果の考え方 

機能保全計画書は、機能保全計画を策定・実行することによってライフサイクル

コストの縮減効果が得られるとされる。その縮減効果は、施設更新費と保全対策費

を比較し、コスト縮減額で示すこととなっている（水産基盤施設ストックマネジメ

ントのガイドライン）。そこで、最新の機能保全計画書DBを用いて保全対策費を抽

出し、2017（平成28）年度に実施された既存ストックデータから更新費を抽出し、

全体のコスト縮減率を試算した。なお、本試算の対象は、外郭施設、係留施設、輸

送施設、漁港施設用地等、水域施設、機能施設、増殖場および養殖場とした。 

 

④ 維持管理費の検討 

コスト縮減効果の試算に必要となる維持管理費は、水産庁に報告された2011～

2013年の事業実績から試算した。 

 

⑤ コスト縮減効果の試算 

コスト縮減効果は、上記①②の検討をもとに、以下の式を用いて試算した。試算

経緯を図d-5-1-2のフローに示す。 

コスト縮減率 =１－
予防保全コスト

事後保全コスト
＝１－

（C＋M） ÷ P２

（U＋M） ÷ P１
 

         ここに、Ｃ：今後 50 年間の保全対策費※1 

       Ｕ：今後 50 年間の更新費※2 

             Ｍ：今後 50 年間の維持管理費 

             P1：事後保全の評価期間※3 

             P2：予防保全の評価期間※4 
 

※1：保全対策費とは、各施設の機能保全計画書において示される保全対策費用であり、通常は、予防保全として
実施する修繕の費用を指す。 

※2：今後50年間の更新費は、各施設の耐用年数ごとに、各施設の更新費を繰り返し積み上げた費用となる。この
際に適用する耐用年数は、CASE１（一律50年）、CASE2（要対策施設の耐要年数）およびCASE3（全施設の耐用
年数）の3通りとした。 

※3：事後保全の評価期間は、一律50年とした。 
※4：予防保全の評価期間は、50年（事後保全に対して1倍）のケースと、予防保全による延命効果を考慮した100

年（事後保全の2倍）のケースの計2ケースを検討した。（e.結果 4-1-2(5) コスト縮減効果の試算参照）
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図 d-5-1-1 コスト縮減率試算フロー 

【更新（事後保全）コストＵ】 【予防保全対策コストＣ】【維持管理コストＭ】

Yes No

対象施設

●機能保全計画策定済み施設：計画書中の保全対策から抽出
↓

機能保全計画から、構造形式別の対策費と総延長を算定

維持管理経費を

過去(2011～2013)

の実績より算定

（H28検討）

●機能保全計画未策定施設：機能保全計画策定済み施設のデータから推定

（H28検討と同様）

No

管理者に対して実施したストック量調査結

果（H28に追加調査を行った）に基づき、

2017年を起点とした50年間の更新コストを

算定する

更新年（＝事後保全の評価期間Ｐ１）の検

討

【CASE1】

一律50年とする（H28検討と同様）

【CASE2】

対策必要施設のみの平均耐用年数

【CASE3】

対策不要および対策必要な施設の平均耐

用年数（H28検討と同様）

機能保全計画策定済み施設

計画未策定施設の対策費 =計画策定施設の対策費 
計画策定施設の総延長

計画未策定施設の総延長

【予防保全の評価期間

Ｐ２】

評価期間P2の検討

【CASE1】

評価期間１倍

【CASE2】

評価期間２倍

コスト   果の算定・・・ コスト   = １ 
予防保全コスト
事後保全コスト

＝１ 
（   ）÷ ２
（   ）÷ １
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５－２ 個別施設計画策定支援技術の検討 

漁港施設等の個別施設計画の策定率が低い施設管理者への支援策として、2018（平

成 30）年度調査にて作成した優良事例集の充実を図るとともに、策定済みの機能保全

計画書等から施設別の維持管理更新費の標準的な算定方法を検討し、今後、新たに機

能保全対策を実施することが想定される地方公共団体等が機能保全計画書の策定を出

来るだけ効率的に実施出来るよう、汎用性のあるソフトにより算定支援ツールを作成

した。作成した優良事例集や算定支援ツールは施設管理者へ配布する等により普及促

進を図ることを目的とする。 

 

（１）優良事例集 

平成 30 年度に作成した優良事例集は、機能保全対策についての優良事例収集を主

として作成したものである。今年度は、点検、調査、維持管理等に対する新たな事例

を追加収集・整理し、内容の充実を図ることとした。 

 

（２）個別施設計画策定支援ツール 

策定済みの漁港漁場施設施設の機能保全計画書から維持管理更新費の算定方法を

整理し、標準的な算出方法を検討した。検討結果は、施設別に工種、規格、単位、単

価等の項目別に整理し一覧で表示できるように汎用ソフト（EXCEL 等）により作成

した。 

 

（３）普及促進 

策定した優良事例集や算定支援ツールの普及方法を検討・実施し促進を図る。作

成した優良事例集や算定支援ツールについて、活用可能となる説明資料「手順書」作

成のうえ施設管理者へ配布する等により普及促進を図ることとした。 
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ｅ．結果 

５．漁港施設の長寿命化対策費用等の検討 

５－１ 長寿命化対策費用の推計 

 

（１）機能保全計画書の収集 

① 機能保全計画書の収集および入力状況 

平成29年3月末時点で全国2,860漁港（平成30年3月末時点で2,823漁港）が供用さ

れている。このうち、過年度からの累計で機能保全計画策定済み2,192漁港分の機

能保全計画書を収集した。  

収集した機能保全計画書のデータを分析するために、これらはエクセルシートを

用いて、データベース化した。データベース化の対象は、過年度までに完了済みの

1,668漁港に、収集した機能保全計画書のうち入力を完了した274漁港を加え合計

1,942漁港とした。 

 

表 e-5-1-1 機能保全計画書の収集および更新状況 

年度 
①計画策定済

み漁港数１） 

②計画書収集

済み漁港数 

③データベース

更新漁港 

～H29 1,896  1,809  1,231  

H30 2,193  1,932  1,668  

    (123) (437) 

H31 2,193  2,192  1,942 

   (260) (274) 

※１）は水産庁より提供の数値 

※表中の（ ）内数値は単年度の実績 

   

（２）コスト縮減効果の検討 

更新した機能保全計画書データに基づいて、今後30年の費用推計、およびコスト縮

減率（今後50年間）を再検討した結果は、以下に述べるとおりである。  

 

① 今後30年間の保全対策費の推計 

2019年度～2048年度までの30年間における全漁港（2,823漁港分）の維持管理費

とした。算出方法や条件等を取りまとめた算出基準を表e-5-1-2(1)に示す。概要は

以下のとおり。 

 

【算出条件】 

 推計期間は、2019～2048年度の30年間とした。 

 維持管理費は、「維持費」と「補修・修繕費」の合計から推定した。  

 全漁港管理者へアンケートを行い、管理者が単独費等で実施している「維持

費」を分析した。  

 収集した機能保全計画書からは読み取れない（未記載等）必要項目や不明等
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がある場合の取り扱いについて、その算出方法（対策費や対策年度が不明確

な場合など）や算出条件（計画書未策定の漁港や撤去費用の扱いなど）を検

討し一定の基準を設定した。 

 

今後30年の対策費用の推計を表e-5-1-2(2)および図e-5-1-1に示す。概要は以下の

とおり。 

施設全体の総額は3兆4,578億円、年平均は1,152億円と試算された。このうち、

施設別では外郭施設が総額2兆5,427億円と全体総額の73％を占める。  

10年ごとの推移は下記のとおり増加傾向で推移していくことが見られる。  

  ～10年（2019～2028年）：総額 9,297億円 

  ～20年（2029～2038年）：総額 1兆1,655億円  

    ⇒前10年比：約1.2倍増 

～30年（2039～2048年）：総額 1兆3,625億円  

   ⇒前10年比：約1.5倍増 

 

 

表e-5-1-2(1) 漁港施設（予防保全）における将来推計の算出基準（方法、条件等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算出条件等

(1)維持費
・全漁港の施設延長は漁港台帳
データを集計して算出した。

・港湾施設と漁港施設
は、維持費の内訳がほ
ぼ同様である。

・2019～2048年（30年間）を対象として、各施設の機能保全計画書に記載され
ている保全対策費を集計した。

・各施設の機能保全計画書におけるデータの状態によって
①対策費明確・対策年度明確
②対策費不明確・対策年度明確
③対策費不明確・対策年度不明確
④対策費不明確・対策年度不明確
の４パターンに分け、それぞれ以下のように集計した。

①
対策費
明確

対策
年度
明確

・【要対策】かつ【対策費、対策年度とも明確】である施設について加算した
（14,650施設/18,965施設(1,669漁港)、22,751施設/29,452施設(2,823漁港）)。
・機能保全計画書より、対策費と対策年度が明確に入力されている施設のデー
タを抽出し加算した。

②
対策費
不明確

対策
年度
明確

・【要対策】かつ【対策費が不明確】かつ【対策年度が明確】である施設について
加算した（244施設/18,965施設(1,669漁港)、379施設/29,452施設(2,823漁
港）)。
・①のデータかから各施設種類の年・Kmあたりの平均対策費を算出した。
・算出した年・Kmあたりの平均対策費 施設延長(Km) 30（30年分）を対策費
とし、各施設の対策年度（単年度）に加算した。

③
対策費
明確

対策
年度
不明確

・【要対策】かつ【対策費が明確】かつ【対策年度が不明確】である施設について
加算した（3,883施設/18,965施設(1,669漁港)、6,030施設/29,452施設(2,823漁
港）)。
外郭、係留等の各施設種類に対いて、③に該当する施設の対策費を合計し、年
あたりの平均対策費を算出して、全ての年度に加算した。

④
対策費
不明確

対策
年度
不明確

・【要対策】かつ【対策費、対策年度とも不明確】である施設について加算した
（188施設/18,965施設(1,669漁港)、292施設/29,452施設(2,823漁港）)。
・①のデータから各施設種類の年・Kmあたりの平均対策費を算出した。
・算出した年・Kmあたりの平均対策費 施設延長(Km) その施設の年平均対
策費とし、全ての年度に加算した。

２）機能保全計
画書において
対策不要とされ
た施設

・機能保全計画書が策定されてい
ない漁港（施設）は、施設数割合
に基づいて推計した。

３）水域施設

・直近10年間（H21年度～H30年度）の実績を漁港管理者にヒヤリングし集計したデータから、施設延長あたりの平均維持費（億円/km）を
求め、それを全漁港延長に乗じて算出した。

検討項目

漁港施設　対象期間：2019～2048年（30年間）

備考
算出方法

(2)補修・
修繕費

外郭施設、係
留施設、輸送
施設、漁港施
設用地等

共通 ・機能保全計画書が策定されてい
ない漁港（施設）は、施設数割合
に基づいて推計した。

・機能保全計画書での建設年か
ら要対策年までの年月を施設耐
用年数とし、これを修繕（予防保
全対策）周期とした。

・要対策年が不明である場合は、
各施設種類における平均耐用年
数を適用した。

・補修・修繕では、構造形式等に
応じた定期的な補修・修繕を適切
に実施するとした。これによって、
施設が長寿命化し、推計期間（30
年間）に更新が必要になることは
なく、更新費は計上していない。

・対策による施設の撤去費用は一
律対策費の10％として加算した。

・社会的割引 は適用していな
い。

・漁港施設は機能保全
計画書に記載された
1,669漁港、45,407施設
の個々の対策費を集計
した上で、施設割合で
推計した。港湾施設は、
施設をパターン分類し、
それぞれの施設分類で
補修費用と補修時期
（補修間隔）を設定して
いる。

・修繕周期の求め方
は、機能保全計画書の
要対策年（予測）を用い
てを算出している。港湾
施設は過去の修繕結果
（実績）から算出してい
る。

１）機能保全計
画書において
要対策とされた
施設

・機能保全計画書において、当面対策不要とされた施設について加算した
（14,561施設/1,669漁港，28,420施設／2,823漁港）。
・対策不要施設と要対策施設の施設数の比 、および平均耐用年数の比 を算出し、それらを要対策施
設の年平均対策費に乗じて算出した。
・対策不要施設の平均耐用年数については、対策不要施設の経過年数 要対策施設の平均耐用年数
と仮定した。

・直近10年間（H21年度～H30年度）の実績を漁港管理者にヒヤリングし集計したデータから、全漁港分の１年あたり対策費を算出した。
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表e-5-1-2(2) 今後30年間の対策費用の推計(10年ごとの推移) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図e-5-1-1 今後30年間の対策費用の推計  

今後 30 年間の対策費用の推計総額 

＝3 兆 4,578 億円 

年平均 1,152 億円 
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② 施設耐用年数の検討 

更新時期の目安となる施設耐用年数を機能保全計画DBから推定して試算した。

施設耐用年数は、機能保全計画DBの各施設の経過年数、対策の有無、対策年など

から決定した施設耐用年数の平均値として試算した。  

 

平均耐用年数(年)＝

Σ(分母のうち保全対策予定施設の耐用年数＋分母のうち保全対策不要かつ 50年以上経過施設の耐用年数)

対象施設数
 

 

施設耐用年数は水産庁担当者と検討し、以下の3通りを比較することとした。 

・耐用年数CASE1：一律に、土木構造物における一般的な耐用年数とされる50年

とした。 

・耐用年数CASE2：機能保全計画DBから要対策施設とされたものを抽出し、これ

らの平均経過年数（建設年次からの経過年数）を算出し、耐用年数とした。  

・耐用年数CASE3：機能保全計画DBから対策要・不要含めた全施設の平均経過年

数を算出し、耐用年数とした。  

 

算出条件は、以下のとおりとした。  

【算出条件】 

➢ 建設年、対策の有無、対策年度が不明な施設は、除外した。  

➢ 「保全対策予定施設」：耐用年数＝初回対策年－建設年とした。  

➢ 「保全対策不要かつ50年未満施設」：耐用年数の計算から除外した。  

➢ 「保全対策不要かつ50年以上経過施設」：  

・除外した（耐用年数CASE2）。 

・耐用年数＝経過年＋財務省耐用年数の20%（国税庁HP法定耐用年数の全部

を経過した資産；https://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5404.htm）とした

（耐用年数CASE3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図e-5-1-2 耐用年数の概念図  

CASE１
(一律50年)

CASE２
(要対策施設のみ)

CASE３
(対策不要施設の場合)

耐用年数：一律50年

経過年数
現在 対策年建設年

耐用年数

経過年数

現在建設年

財務省耐用

年数の20%

建設年

耐用年数

https://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5404.htm
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全施設の耐用年数でみると、耐用年数CASE2では全体47.5年、耐用年数CASE3

では全体52.7年であり、施設耐用年数として一般的に設定される50年という値に近

い結果となっている。  

 

【耐用年数CASE2と耐用年数CASE3の比較】 

耐用年数CASE2は、速やかに要対策と判定され、比較的老朽化が著しい施設の平

均である。一方、耐用年数CASE3は、直近の対策は不要と判定された施設も含むた

め、耐用年数CASE2より耐用年数が長くなる。  

耐用年数CASE2は、予防保全を行わない場合の（危険よりの）年数と言える。ま

た、減価償却を考慮される耐用年数CASE3よりも、構造形式ごとの健全度をより反

映していると言えるため、これを把握しておくことは重要である。  

なお、これらの耐用年数が短くなることで50年間の更新費が上昇するため、結果

としてコスト縮減率（１－対策費 /更新費）は大きくなる。  

耐用年数CASE3は、対策不要施設も含めて考慮した値であり、対策不要施設の耐

用年数を経過年＋財務省耐用年数の２割とする試算方法は減価償却の考え方に基づ

いている。 

 

【施設種類による傾向】  

耐用年数CASE2では、外郭施設51.5年、係留施設45.7年、輸送施設38.9年、漁港

施設用地等42.6年となった。耐用年数CASE3では、外郭施設57.6年、係留施設50.0

年、輸送施設40.7年、漁港施設用地等46.2年となった。いずれのCASEでも、外郭

施設＞係留施設＞漁港施設用地等＞輸送施設という結果となっている。  

外郭施設の方が長くなるのは、構成部材の種類が少なく、その材料の多くにコン

クリートが使用されているためと考えられる。コンクリートと鋼部材という材料ご

とに比較すると、耐用年数CASE2における外郭施設がコンクリート52.4年、鋼37.2

年であり、コンクリートと鋼の施設比率は約６：１となった。また、係留施設では

コンクリート47.9年、鋼38.5年となり、コンクリートと鋼の施設比率は約３：１で

あった。さらに、耐用年数CASE3における外郭施設のコンクリート59.0年、鋼38.6

年、係留施設のコンクリート52.0年、鋼39.6年となった。いずれもコンクリートの

耐用年数が鋼のそれよりも長くなり、このことは実態からも妥当な結果であると言

える。 

輸送施設が短いのは、アスファルトの更新期間が比較的短いためであり、これも

実態に合致する。  
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表 e-5-1-3(1) 対象施設別に健全度から設定した平均耐用年数(耐用年数 CASE2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対象施設 全施設数
平均経過
年数

該当する構造番号

全体 14,055 47.5 1～51

全体 6,579 51.5 1～24

コンクリート 3,426 52.4 1,2,4,5,7,8,9,10,11,12,14,15,20,21

鋼 536 37.2 3.6.13.16.17.18.19

その他 2,607 53.3 22

外郭(水門、閘門) 10 46.8 23,24

全体 5,588 45.7 25～37

コンクリート 3,985 47.9 25,26,27,30,32,33,34,35

鋼 1,284 38.5 28,29,31

319 47.3 36～38

全体 1,785 38.9 39～47

道路 1,586 39.2 39,40,41

道路以外 199 36.6 42～47

漁港施設用地等 103 42.6 48～51

係
留
施
設

係留(係船浮標、係船くい
以外)

係留(係船浮標、係船くい、その他)

輸
送
施
設

外
郭
施
設

外郭(水門、閘門以外)
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表 e-5-1-3(2) 対象施設別に健全度から設定した平均耐用年数(耐用年数 CASE3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対象施設 全施設数
平均経過
年数

該当する構造番号

全体 17,605 52.7 1～51

全体 8,770 57.6 1～24

コンクリート 4,699 59.0 1,2,4,5,7,8,9,10,11,12,14,15,20,21

鋼 562 38.6 3.6.13.16.17.18.19

その他 3,497 58.7 22

外郭(水門、閘門) 12 49.1 23,24

全体 6,776 50.0 25～37

コンクリート 4,915 52.0 25,26,27,30,32,33,34,35

鋼 1,339 39.6 28,29,31

522 57.6 36～38

全体 1,934 40.7 39～47

道路 1,720 41.0 39,40,41

道路以外 214 38.4 42～47

漁港施設用地等 125 46.2 48～51

外郭(水門、閘門以外)

係
留
施
設

係留(係船浮標、係船くい
以外)

係留(係船浮標、係船くい、その他)

輸
送
施
設

外
郭
施
設
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③ コスト縮減効果の考え方 

コスト縮減率は、外郭施設、係留施設、輸送施設、漁港施設用地等、機能施設で

試算した。なお、総保全対策費は、以下の考え方で算出した。  

 

保全対策費(百万円)＝ストック総延長(ｍ)×保全対策実施率×平均対策費(百万円/ｍ) 

   

また、個々の施設におけるコスト縮減率は、下式から算出した。  

 

コスト縮減率(％) = 100－
予防保全コスト

事後保全コスト
× 100＝100－

（C＋M） ÷ P２

（U＋M） ÷ P１
× 100 

          

ここに、Ｃ：今後 50 年間の保全対策費※1 

       Ｕ：今後 50 年間の更新費※2 

             Ｍ：今後 50 年間の維持管理費  

             P1：事後保全の評価期間※3 

             P2：予防保全の評価期間※4 

 

※1：保全対策費とは、各施設の機能保全計画書において示される保全対策費用であり、  

通常は、予防保全として実施する修繕の費用を指す。  

※2：今後50年間の更新費は、各施設の耐用年数ごとに、各施設の更新費を繰り返し積み  

上げた費用となる。この際に適用する耐用年数は、CASE１（一律50年）、CASE2

（要  

対策施設の耐要年数）およびCASE3（全施設の耐用年数）の3通りとした。  

※3：事後保全の評価期間は、一律50年とした。  

※4：予防保全の評価期間は、50年（事後保全に対して1倍）のケースと、予防保全によ  

る延命効果を考慮した100年（事後保全の2倍）のケースの計2ケースを検討した。  
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④ 維持管理費の検討  

日常点検や定期点検、附帯施設の更新などに要する維持管理費は、水産庁に報告

された2011～2013年の事業実績から、それぞれの年間の施設別維持管理費を求め

た。また、全体の施設延長4,885kmに対する全体の年間維持費48.22億円から、施

設延長1kmあたりの年間平均維持管理費を0.00987億円（98.7万円）／km･年とし

た。 

 

表e-5-1-4 構造形式別の維持管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設延長
(km)

種類別の
費用内訳
(億円)

直立堤：消波工付き 445 4.39

直立堤：消波工なし 930 9.18
傾斜底：透過式 161 1.59
傾斜底：不透過式 198 1.96
混成堤：消波工付き 351 3.46
混成堤：消波工なし 391 3.86
外郭矢板式 115 1.13
杭・カーテン式 35 0.35
浮体式 5 0.05
その他 400 3.95
直立消波式 2 0.02
その他の重力式 9 0.09
係留矢板式 1 0.01
桟橋式 0 0.00
階段式 1 0.01
浮体式 1 0.01
船揚場 4 0.04
その他 2 0.02
道路 1,717 16.94
道路護岸 35 0.34

漁港施設用地 用地護岸 42 0.41
水域施設 航路護岸、防砂潜堤 3 0.03
漁場 消波底、潜堤等 37 0.04

4,885 48.22

分類

合計

輸送施設

係留施設

外郭施設
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⑤ コスト縮減効果の試算 

コスト縮減効果の試算は、水産庁「水産基盤施設ストックマネジメントのための

ガイドライン」等の考え方を基本とした。また、他省庁（国土交通省）で用いられ

ている試算方法を調べ、この方法を参考にした試算も併せて行った。コスト縮減効

果に関する他省庁（国土交通省）の資料は、表e-5-1-6のとおりである。  

前者（水産庁）と後者（国土交通省）ではＬＣＣの算定方法が異なる。  

水産庁の考え方は、ＬＣＣを算出する期間を一律50年とし、50年間の事後保全費

用と予防保全費用のそれぞれの合計を算出して比較した（縮減率CACE-A：評価期

間1倍）。 

一方、国土交通省では、ＬＣＣを算出する期間を補修によって延長される期間と

するため、事後保全の評価期間と予防保全の評価期間が異なっている。そのため、

事後保全費用と予防保全費用をそれぞれ年あたり費用に換算して比較してした（縮

減率CACE-B：評価期間2倍）。 

 

【算出条件】 

➢ 機能保全計画書1,942漁港分（49,717施設）の集計値を用いて、全漁港

（2,860漁港分）の保全対策費を試算した。試算方法は、機能保全計画書

（1,878漁港分）における施設延長合計に対する全漁港の施設延長の割合を算

出し、この割合を機能保全計画における保全対策費に乗じることで、全漁港

（2,860漁港分）の保全対策費とした。  

➢ 機能保全計画書の対策年度、および対策金額が明確なデータ（14,294施設）

を集計した。対策年度、または対策金額のデータが明記されていない施設

（35,423施設）は、以下のように推定することで集計した。  

ａ．対策年度は明確なものの、金額が不明確な施設（30,148施設）は、各施 

設の更新費、または建設費を保全対策費とした。更新費、または建設費

が記載されていない場合は、既存データから外郭、係留施設等、施設種

類ごとに算出した平均保全対策費を用いた。  

ｂ．対策年度が不明確であり、金額が明確な施設（4,649施設）は、その全

額を50年で除するとことで各年度に１年あたりの保全対策費とした。  

ｃ．対策年度が不明確であり、金額も不明確な施設（626施設）は、施設の

更新費、または建設費を保全対策費とした。更新費、または建設費が記

載されていない場合は、既存データから外郭、係留施設等、施設種類ご

とに算出した平均保全対策費を用いた。さらに、これらの金額の全額を

50年で除することで各年度に１年あたりの保全対策費とした。  

➢ 漁港施設用地等は、機能保全計画書中で要対策とされた施設で施設面積が明

記されていないものは施設延長を用いて集計した。  

➢  維持管理費は、水産庁に報告された事業実績から98.7万円/km･年とした。 
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更新した1,942漁港分の保全対策費※から今後50年間の全漁港分（2,860漁港）の

保全対策費を推計した結果は、表e-5-1-5および図e-5-1-3に示すとおりである。  

施設全体の総額は3兆2,162億円、年平均保全対策費は643.2億円と試算された。

このうち、施設別では外郭施設が総額2兆3,007億円と全体総額の70％を占める。  

2053年、2055年、2064年に突出した値がみられるものの、保全対策時期が集中

している可能性がある。一方、この3年を除くと全体的には、2046年をピークとし

ており、今後、2046年までは対策費が増加傾向であり、その後、緩やかに減少に転

じると推察される。  

 

※保全対策費とは、各施設の機能保全計画書において示される保全対策費用であり、通

常は、予防保全として実施する修繕費用を指す。 

 

表e-5-1-5 今後50年間の全漁港分（2,860漁港）の保全対策費の推計結果 

 

 

 

  

全漁港に拡張した保全対策費(維持費除く)　億円

～10年 ～20年 ～30年 ～40年 ～50年

2019
～2028

2029
～2038

2039
～2048

2049
～2058

2059
～2068

外郭施設 2,409.7 3,905.8 5,861.6 6,725.2 4,105.1 23,007.3 460.1

係留施設 654.3 918.2 1,233.3 1,150.6 601.0 4,557.6 91.2

輸送施設 245.8 286.6 326.0 339.9 186.4 1,384.8 27.7

漁港施設用地等 27.0 55.7 57.3 35.9 30.4 206.2 4.1

水域施設 648.1 598.3 622.1 619.4 518.6 3,006.5 60.1

合計 3,984.9 5,764.6 8,100.4 8,871.0 5,441.4 32,162.4 643.2

分類
合計 年平均
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図e-5-1-3 今後50年間の全漁港分（2,860漁港）の保全対策費の推計結果 
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小
委
員
会

平
成
24
年
8月
29
日

⑤
実
態
を
踏
ま
え
た
将
来
の

維
持
管
理
・
更
新
費
用
の
推

計
手
順
（
素
案
）
／
P
7

維
持
管
理
費
を
長
寿
命
化
計
画
の
積
算
額

で
は
な
く
、
「
直
近
数
年
の
投
資
額
の
平
均

値
」
か
ら
推
計
し
て
い
る
。

将
来
推
計
の
考
え
方
例
～
道

路
①
～
　
／
P
8

近
年
の
ト
ン
ネ
ル
修
繕
費
→
修
繕
単
価
を
出

し
、
修
繕
サ
イ
ク
ル
を
仮
定
し
て
修
繕
費
を
計

算
す
る
。

国
土
交
通
省
社
会
資
本
の
老
朽

化
対
策
会
議

平
成
25
年
3月
21
日
社
会
資
本
の
維
持
管

理
・
更
新
に
関
し
当

面
構
ず
べ
き
措
置

別
添
　
社
会
資
本
の
維
持
管

理
・
更
新
に
関
し
当
面
構
ず
べ

き
措
置
　
工
程
表
　
／
P
1
0

実
際
の
施
設
数
お
よ
び
過
去
の
維
持
管
理
・

更
新
実
績
に
着
目
し
た
将
来
推
計
の
検
討

を
行
う
と
さ
れ
て
い
る
。

国
土
交
通
省
第
８
回
国
土
幹
線

道
路
部
会

平
成
25
年
4月
26
日
参
考
資
料
１
　
論
点

に
関
す
る
議
論
(更

新
･維
持
管
に
つ
い

て
)関
連
資
料

道
路
分
科
会
　
建
議
中
間
と
り

ま
と
め
　
Ⅳ
：
具
体
的
施
策
の

提
案
　
要
約
版
（
H
2
4
.6
.1
2
）

／
P
4

既
存
構
造
物
の
棚
卸
し
に
よ
る
維
持
管
理
・

更
新
費
の
算
定
に
取
り
組
む
こ
と
が
謳
わ
れ

て
い
る
。

国
土
交
通
省

-
-

公
共
事
業
コ
ス
ト
構

造
改
善
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
概
要

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.m
lit

.g
o
.jp

/
ki

sh
a/

ki
sh
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7
/
1
3
/
1
3
1
2
2
0
/
0
5

.p
df

※
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
比
較
イ
メ
ー
ジ

事
後
保
全
と
予
防
保
全
の
比
較

維
持
管
理
･更
新
費

用
の
将
来
推
計
の
考

え
方
(試
行
版
)　
 

資
料
３
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以上より、コスト縮減率の試算は、以下の2ケースで行った。  

縮減率CASE-A（評価期間1倍）は、図e-5-1-4(1)に示すように、新設から更新ま

での事後保全費の合計費用Ａと、これと同時期の評価終了時点までにかかった予防

保全費の合計費用Ｂを比較した。  

一方、縮減率CASE-B（評価期間2倍）は、図e-5-1-4(2)に示すように、新設から

更新までにかかった事後保全の年平均費用Ａと、保全対策によって更新時期が延び

た更新時点を評価終了時点とした予防保全の年平均費用Ｂを比較した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図e-5-1-4(1)コスト縮減率の試算方法（縮減率CASE-A：評価期間1倍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-5-1-4(2)コスト縮減率の試算方法（縮減率 CASE-B：評価期間 2 倍） 

 

 

更新

更新

維持

管理

新設 更新

健全度

調査

年平均

費用A

年平均

費用B

比較

【事後保全】

【予防保全】

●水産庁（本検討）

維持

管理

健全度

調査
機能保全対策

機能保全対策

新設

評価時点 評価終了時点

評価終了時点評価時点

更新

維持

管理

更新

維持

管理

健全度

調査
機能保全対策

新設 更新

新設
修機能保全

対策

健全度

調査

年平均

費用A

年平均

費用B

比較

【事後保全】

【予防保全】

●国土交通省

更新

評価時点 評価終了時点

評価時点 評価終了時点
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縮減率 CASE-A（評価期間 1 倍）は、水産庁の方式に基づいている。  

すなわち事後保全と予防保全の評価期間が同じであり、評価期間として一律 50

年（CASE1）、要対策施設のみの平均耐用年数（CASE2）、および対策不要施設も

含めた平均耐用年数（CASE3）を用いる。また、予防保全の費用に施設更新費は含

まない。 

一方、縮減率CASE-B（評価期間2倍）は、国土交通省の方式に基づいている。  

すなわち事後保全の評価期間は水産庁方式と同じ（CASE1～CASE3）である

が、予防保全によって施設寿命が伸びると想定するため、予防保全の評価期間が事

後保全のそれよりも長くなる。予防保全の評価期間の具体的な延長年数は、保全対

策によって初期状態に戻ると単純に仮定して、事後保全の評価期間の2倍とした。 

CASE-Bにおいては、事後保全費用（維持管理費+更新費）にも予防保全費用

（保全対策費＋維持管理費+更新費）にも更新費が含まれるため、評価期間が同じ

だと、単純に保全対策費の分だけ予防保全費用が高くなるが、予防保全の評価期間

が事後保全の2倍となるため、年あたりの予防保全費用として算出すれば、年あた

りの事後保全費用を下回ることになる。  

縮減率CASE-AとCASE-Bの比較は、表e-5-1-7のとおりである。  

 

表e-5-1-7 縮減率CASE-AとCASE-Bの比較（CASE1：耐用年数50年の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでの個々の施設のコスト縮減率は、下式で算出した。 

コスト縮減率(％) = 100－
（C＋M） ÷ P２

（U＋M） ÷ P１
× 100 

          

ここに、Ｃ：今後 50 年間の保全対策費※1 

       Ｕ：今後 50 年間の更新費※2 

             Ｍ：今後 50 年間の維持管理費 

             P1：事後保全の評価期間※3 

             P2：予防保全の評価期間※4 

 （評価期間1倍の場合はＰ2＝Ｐ1、評価期間2倍の場合はＰ2＝2×Ｐ1）  

項目 CASE-A CASE-B

事後保全の評価期間 50年

評価期間内の
事後保全費用

維持管理費 更新費

年当りの
事後保全費用･･･Ａ

予防保全の評価期間 50年 100年

評価期間内の
予防保全費用

対策費 調査費+維持管理費 対策費 調査費+維持管理費 更新費

年当りの
予防保全費用･･･Ｂ

備考
水産庁　水産基盤施設ストックマネジメ
ントのためのガイドライン　等

国土交通省HP資料「公共事業コスト構造改
善プログラムの概要」等

対策費 調査費 維持管理費 更新費

100

対策費 調査費 維持管理費

 0

維持管理費 更新費

 0
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 試算結果は、表e-5-1-8のとおりである。  

縮減率CASE-A（評価期間1倍）では、施設全体の縮減率は、耐用年数のCASE1

（耐用年数50年）で70.0％、CASE2（要対策施設のみの平均耐用年数）で71.2％、

CASE3（対策不要施設も含めた平均耐用年数）で69.7％となった。  

縮減率CASE-B（評価期間2倍）では、施設全体の縮減率は、耐用年数のCASE1

（耐用年数50年）で35.0％、CASE2（要対策施設のみの平均耐用年数）で35.6％、

CASE3（対策不要施設も含めた平均耐用年数）で34.8％となった。  

施設別の傾向は、いずれのケースにおいても係留施設が最も高く、CASE1では輸

送施設、CASE2とCASE3では漁港施設用地等が最も低くなった。 

 

【縮減率CASE-AとCASE-Bの違い】 

縮減率CASE-AとCASE-Bでは縮減率の値に大きな違いが見られた。これは表e-5-

1-6で述べたようにCASE-Bは、更新費が含まれるために予防保全費用が上昇し、結

果として縮減率が下がるためである。  

 

【耐用年数CASE1～3の違い】 

耐用年数CASE1（耐用年数50年）とCASE2（計画書ＤＢより試算した耐用年

数、要対策施設のみ）およびCASE3（計画書ＤＢより試算した耐用年数、対策不要

施設も含む）における縮減率の値は、縮減率CASE-A（評価期間1倍）とCASE-B

（評価期間2倍）で数％の違いにとどまり、あまり相違はなかった。これは、耐用

年数が短くなれば基本的に更新費は上昇する（縮減率は減少する）ものの、今回の

試算では耐用年数に大きな違いがなかったためである。  

耐用年数の試算方法は、実際の施工実績を考慮した検証も必要である。  

 

【施設種類別の違い】  

CASE1では、係留施設>外郭施設>漁港施設用地＞輸送施設、CASE2とCASE 3で

は、係留施設＞輸送施設>外郭施設>漁港施設用地の順に縮減率が高くなった。  
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表e-5-1-8 コスト縮減率 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

CASE-A CASE-B

(億円)(維持費除く) (km) (億円/km・年) (億円/年) (億円)(維持費含む) (年) (年)
C M U P1 P2

外郭施設 23,007.3 3,218 0.00987 31.8 79,344.9 50 100 69.6% 34.8%

係留施設 4,557.6 1,516 0.00987 15.0 18,955.6 50 100 73.1% 36.5%

輸送施設 1,384.8 1,861 0.00987 18.4 5,877.5 50 100 66.1% 33.1%

漁港施設用地等 206.2 214 0.00987 2.1 893.7 50 100 68.8% 34.4%

外郭施設 23,007.3 3,218 0.00987 31.8 80,680.4 51.5 103 70.1% 35.0%

係留施設 4,557.6 1,516 0.00987 15.0 19,969.9 45.7 91.4 74.6% 37.3%

輸送施設 1,384.8 1,861 0.00987 18.4 6,967.7 38.9 77.8 72.7% 36.3%

漁港施設用地等 206.2 214 0.00987 2.1 873.0 42.6 85.2 69.2% 34.6%

外郭施設 23,007.3 3,218 0.00987 31.8 76,708.3 57.6 115.2 68.4% 34.2%

係留施設 4,557.6 1,516 0.00987 15.0 19,177.5 50 100 73.4% 36.7%

輸送施設 1,384.8 1,861 0.00987 18.4 6,696.4 40.7 81.4 71.4% 35.7%

漁港施設用地等 206.2 214 0.00987 2.1 852.8 46.2 92.4 68.0% 34.0%

更新コスト
事後保全の
評価期間

予防保全の
評価期間

コスト   

(評価期間1倍) (評価期間2倍)

CASE 対象施設

機能保全対策コス
ト

施設延長
kmあたり

年平均維持費
維持管理
費

CASE1

CASE2

CASE3
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５－２ 個別施設計画策定支援技術の検討 

（１）優良事例集 

優良事例集は、漁港施設における点検、調査、測量、維持管理について、1 頁に簡潔

に整理（見える化）することで、施設管理者等の関係者が長寿命化対策検討に資する調

査等を実施する際の一助とするために作成した。内容は下記に示すとおりで、それぞ

れ図 e-5-2-1～図 e-5-2-4 に示す。 

 

 ①【点検】：UAV を活用した 3 次元計測による老朽化度評価  

 ②【調査】：マルチビームを活用した防波堤の被災調査  

 ③【測量】：ALB を活用したグリーンレーザによる地形測量  

④【維持管理】：スマートフォンを活用した漁港点検システムによる日常管理 
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図 e-5-2-1 UAV を活用した 3 次元計測による老朽化度評価 
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し
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３
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計
測
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～
点
検
に
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部
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設
の
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上
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Ａ
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の
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漁
港
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マ
ル
チ
ビ
ー
ム
を
活
用
し
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防
波
堤
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被
災
調
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概
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○
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て
、
広
範
囲
を
効
率
か
つ
効
果
的
な
3
次
元
計
測
が
可
能
で
あ
り
、
安
全
性
の
観
点
か
ら
も
潜
水
作
業
の
負
担
軽
減
と
な
る
。
近
年

一
般
的
に
普
及
が
進
ん
で
き
た
状
況
も
あ
り
活
用
事
例
が
増
え
て
い
る
技
術
で
あ
る
。

○
工
期
短
縮

・
従
来
（
潜
水
）

8日
掛
か
っ
て
い
た
作
業
が
、
マ
ル
チ
ビ
ー
ム
で
は

2
時
間
程
度

（
艤
装
解
除
含
め
て
も

2
日
）
で
現
地
作
業
を
完
了

○
マ
ル
チ
ビ
ー
ム
活
用
に
よ
る
そ
の
他
の
効
果

・
被
災
直
後
の
水
中
部
は
状
況
が
不
明
確
な
た
め
、
潜
水
作
業
で
は
通
常
時
よ
り

危
険
性
が
高
い
。
一
方
、
マ
ル
チ
ビ
ー
ム
で
は
海
上
作
業
の
た
め
潜
水
作
業
で

の
危
険
性
が
大
幅
に
低
減
さ
れ
る
こ
と
か
ら
安
全
性
向
上
へ
の
効
果
が
高
い

※
海
洋
調
査
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
社
）
海
洋
調
査
協
会
よ
り 2

本
体
工
の
移
動

水
上
部

水
中
部

被
覆
ブ
ロ
ッ
ク
、
根
固
方
塊
の
散
乱

・
時
間
と
労
力
、
費
用
の
増
大

・
濁
り
、
流
速
等
の
海
象
条
件
に
左
右

・
少
数
の
潜
水
士
に
よ
る
確
認
で
技
量
に
も
左
右

・
比
較
的
容
易
に
状
況
把
握
可
能

・
海
象
条
件
の
影
響
は
限
定
的

・
複
数
の
調
査
員
で
確
認
可
能

従
来
手
法
に
よ
る
調
査

台
風
に
よ
る
風
波
浪
、
高
潮
の
襲
来

○
ナ
ロ
ー
マ
ル
チ
ビ
ー
ム
の
概
要

・
面
的
（
二
次
元
）
、
空
間
的
（
三
次
元
）

に
海
底
を
未
測
な
く
計
測
可
能

・
水
深
の
3倍

以
上
の
ビ
ー
ム
幅
で
広
域

か
つ
均
一
に
計
測
可
能

・
音
波
を
使
用
す
る
こ
と
で
濁
り
、
暗
部
の

影
響
な
く
計
測
可
能

・
客
観
的
な
三
次
元
デ
ー
タ
と
し
て
設
計
、

施
工
、
維
持
管
理
に
活
用
可
能

○
取
得
・
解
析
デ
ー
タ

被
覆
ブ
ロ
ッ
ク
、
根
固
方
塊
の
散
乱

本
体
工
の
移
動

堤
体
の
移
動

○
【
水
上
部
】
陸
上
、
海
上
調
査

○
【
水
中
部
】
潜
水
調
査

潜
水
士

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-5-2-2 マルチビームを活用した防波堤の被災調査 
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図 e-5-2-3 ALB を活用したグリーンレーザによる地形測量 

Ａ
Ｌ
Ｂ
を
活
用
し
た
グ
リ
ー
ン
レ
ー
ザ
に
よ
る
地
形
測
量

～
測
量
に
お
け
る
沿
岸
部
の
事
例
～

施
設
の
概
要

Ａ
Ｌ
Ｂ
の
活
用
（
沿
岸
部
）

Ａ
Ｌ
Ｂ
活
用
の
効
果

○
船
舶
が
立
ち
入
り
困
難
な
浅
瀬
に
位
置
す
る
人
工
リ
ー
フ
や
離
岸
堤
の
測
量
等
に
つ
い
て
、
時
間
短
縮
や
業
務
の
効
率
化
、
さ
ら
に
は
安
全
性
の

確
保
を
目
的
と
し
て
、
広
範
囲
を
詳
細
か
つ
短
時
間
に
計
測
可
能
な
Ａ
Ｌ
Ｂ
を
活
用
し
た
。

○
Ａ
Ｌ
Ｂ
の
活
用
に
よ
り
従
来
、
汀
線
測
量
や
縦
横
断
測
量
、
さ
ら
に
は
潜
水
調
査
な
ど
複
数
の
作
業
を
組
み
合
わ
せ
て
行
っ
て
い
た
測
量
、
調
査

を
一
工
程
で
作
業
可
能
と
す
る
こ
と
で
効
率
化
を
可
能
と
し
た
。

○
工
期
短
縮

・
複
数
の
作
業
工
程
を
必
要
と
し
て
い
た
が
、
一
工
程
で
完
了
で
き
る
た
め
工
期
短
縮
に
つ
な

が
っ
た
。
ま
た
、
広
範
囲
を
短
時
間
で
計
測
可
能
で
あ
る
。

○
Ａ
Ｌ
Ｂ
活
用
に
よ
る
そ
の
他
の
効
果

・
陸
上
部
・
海
上
部
・
水
中
部
を
一
体
的
に
同
時
計
測
が
可
能
な
た
め
効
率
か
つ
安
全
性
が
向

上
し
た
。

3

○
Ａ
Ｌ
Ｂ
計
測
の
概
要

・
目
視
や
Ｕ
Ａ
Ｖ
で
は
確
認
困
難
な
、

水
深
5ｍ

の
人
工
リ
ー
フ
や
離
岸
堤
の
形

状
を
鮮
明
に
可
視
化
。
部
分
的
な
深
掘

れ
（
洗
堀
）
も
確
認

○
【
現
地
】

○
【
取
得
・
解
析
デ
ー
タ
】

縦
横
断
測
量
、
平
板
測
量
な
ど

・
漁
港
海
岸
の
人
工
リ
ー
フ
と
や
離
岸
堤

・
浅
海
部
の
た
め
作
業
船
の
立
ち
入
り
困
難

・
水
中
部
は
目
視
不
可

従
来
手
法
に
よ
る
測
量

・
Ａ
Ｌ
Ｂ
（
航
空
レ
ー
ザ
測
深
器
）
は

陸
部
用
の
近
赤
外
レ
ー
ザ
と
水
部
用
の

グ
リ
ー
ン
レ
ー
ザ
を
同
時
に
発
射
し
て
1

㎡
あ
た
り
陸
部
で
1
0
点
、
水
部
で
1
点
の

3
次
元
デ
ー
タ
を
取
得
し
、
さ
ら
に
空
撮

も
す
る
機
器

・
船
の
立
ち
入
り
困
難
な
浅
海
部
を
客

観
的
な
3
次
元
デ
ー
タ
と
し
て
陸
上
部
と

同
時
計
測
す
る
た
め
、
そ
の
後
に
設
計
、

施
工
、
維
持
管
理
に
活
用
可
能

・
陸
上
部
：
人
力
も
し
く
は
レ
ー
ザ
測
量

・
海
上
部
：
Ｕ
Ａ
Ｖ
に
よ
る
計
測

・
水
中
部
（
浅
海
）
：
汀
線
測
量
、
潜
水
調
査

・
複
数
の
測
量
、
調
査
の
組
み
合
わ
せ
が
必
用

・
時
間
と
労
力
、
費
用
の
増
大

・
安
全
性
の
課
題

○
施
設
の
周
辺
環
境

【
水
中
部
】

【
浅
海
部
】

【
陸
上
部
】

危
険
！ 汀
線
測
量

潜
水
調
査
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図 e-5-2-4 スマートフォンを活用した漁港点検システムによる日常管理 

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
活
用
し
た
漁
港
点
検
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
日
常
管
理

～
維
持
管
理
に
お
け
る
事
例
～

日
常
管
理
の
概
要

本
シ
ス
テ
ム
の
活
用

本
シ
ス
テ
ム
活
用
の
効
果

○
漁
港
の
日
常
管
理
と
し
て
年
１
回
の
点
検
を
行
っ
て
い
る
。
管
理
す
る
十
数
漁
港
は
県
内
全
域
に
点
在
し
、
専
門
職
員
の
不
足
も
あ
り
点
検
後
の

デ
ー
タ
整
理
に
多
大
な
労
力
を
費
や
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
負
担
軽
減
を
目
的
に
本
シ
ス
テ
ム
活
用
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
を
図
っ
た
。

○
従
来
現
地
で
用
い
て
い
た
デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ
か
ら
専
用
ア
プ
リ
を
イ
ン
ス
ト
ー
ル
し
た
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
に
持
ち
替
え
、
施
設
の
老
朽
化
状
況
等

を
撮
影
、
記
録
し
た
デ
ー
タ
を
そ
の
場
で
送
信
。
デ
ー
タ
は
専
用
サ
ー
バ
に
蓄
積
、
整
理
さ
れ
る
た
め
、
事
務
所
で
の
デ
ー
タ
整
理
が
簡
略
化
さ
れ

労
力
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
。
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
事
務
所
で
の

PC
操
作
も
選
択
方
式
の
た
め
容
易
に
取
り
扱
え
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

○
業
務
の
効
率
化
（
時
間
短
縮
）

・
従
来
の
デ
ー
タ
整
理
で
は
現
場
に
掛
か
る
２
倍
の
時
間
を
費
や
し
て
い
た
が
、
本
シ
ス
テ
ム

活
用
に
よ
り
デ
ー
タ
整
理
が
現
場
に
掛
か
る
半
分
の
時
間
で
可
能
と
な
っ
た
。

○
本
シ
ス
テ
ム
活
用
に
よ
る
そ
の
他
の
効
果

・
各
漁
港
へ
別
件
で
立
ち
寄
っ
た
際
に
、
可
能
な
範
囲
で
撮
影
（
送
信
）
し
て
お
く
こ
と
で
、

デ
ー
タ
整
理
に
混
乱
が
生
じ
ず
最
終
的
な
統
合
が
可
能
で
あ
る
。

4

○
【
現
地
】

○
【
事
務
所
】

○
点
検
の
種
類

・
日
常
点
検

・
臨
時
点
検

・
定
期
点
検

従
来
手
法
に
よ
る
日
常
点
検

様
式
５

エ
プ
ロ
ン
、
上
部
工
、
施
設
全
体

N
O

,2

N
O

,4
N

O
,3

登
録
日
時
：2
02
0年
1月
28
日
 1
3:
47

登
録
日
時
：2
02
0年
1月
28
日
 1
3:
44

N
O

,1
登
録
日
時
：2
02
0年
1月
28
日
 1
4:
11

登
録
日
時
：2
02
0年
1月
28
日
 1
4:
04

状
況
内
容

全
景
、
ひ
び
割
れ
、
欠
損

部
位
等

コ
メ
ン
ト

老
朽
化
の
進
行
な
し

日
常
点
検
記
録

場
所
名
（港
名
）

横
浜
漁
港

対
象
施
設
名

係
船
岸
（岸
壁
・物
揚
場
）

施
設
位
置

令
和
  
 2
 年
  
2 
月
  
3 
日

○
【
現
地
】

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
老
朽
化
等
を

撮
影
、
コ
メ
ン
ト
入
力
後
、
送
信

デ
ー
タ
蓄
積

サ
ー
バ

様
式
6

・
前
回
点
検
を
踏
ま
え
以
下
の
と
お
り
実
施

・
老
朽
化
の
進
行
状
況
の
確
認

・
新
た
な
老
朽
化
の
発
見

・
簡
易
調
査
（
簡
易
項
目
）
に
沿
っ
た
陸
上
目
視

・
概
ね
１
年
１
回
以
上

○
目
的
・
内
容
・
時
期
等

・
デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ
で
老
朽
化
等
の
撮
影
、
野
帳
へ
コ
メ
ン
ト
等
を
記
録

・
デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ
の
デ
ー
タ
を
PC
に
取
り
込
み
、
様
式
へ
の
貼
り
付
け
お
よ

び
野
帳
へ
記
録
し
た
コ
メ
ン
ト
等
を
入
力

○
【
事
務
所
】

・
デ
ー
タ
を
受
信

し
検
索
機
能
で
必
要
項
目

を
選
択
後
、
出
力
機
能
で
帳
票
を
出
力

○
【
管
理
】

・
出
力
し
た
帳
票
は
、
漁
港
単

位
で
施
設
別
に
ま
と
め
て
保
管
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（２）個別施設計画策定支援ツール 

 支援ツールにおける個別施設計画作成の流れを下図に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 e-5-2-5 個別施設計画作成フロー  
 

 

■「入力シート」へ

☑入力エリアより再入力

※入力エリアに項目がない場合は、

出力シートに直接入力

■漁港単位でまとめて保管

■作成手順を確認

■本ツールを起動

■台帳等の既存資料より

☑input情報の入力（10項目）

■台帳等の既存資料より

☑平面図の貼り付け

☑標準断面図の貼り付け

■現地踏査より

☑現況写真の貼り付け

２．２ 内容確認

（特に健全度評価）

１．「入力シート」の作成

１．２ 施設名にて「新規保存」

OK

NG

２．３ 「上書保存」及び「出力」

END

２．「出力シート」の作成

START
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支援ツールは、漁港漁場施設を対象とし 49,717 施設の情報から個別施設計画に必

要な項目について集計、算出したデータを基に作成した。算出対象の施設は、以下

6 種類の分類とした。 

なお、水域施設については老朽化要因が構造物とは異なることから対象外とし

「その他」にも含めない。また、増殖場、養殖場は、外郭施設や係留施設に該当す

る場合が多いため、施設種類の選択には適宜留意する必要がある。  

 

【施設種類】 

①外郭施設（コンンクリート構造）  

②外郭施設（鋼構造） 

③係留施設（コンクリート構造）  

④係留施設（鋼構造） 

⑤輸送施設（道路） 

⑥その他（水域施設、漁港浄化施設、橋梁、トンネル以外）  

  

支援ツールは、技術者が少ない管理者を対象に、個別施設計画の作成を補助する

ことを目的として、諸元データの入力のみで算出結果の標準値が自動表示される方

法で作成した。入力データおよび出力結果（自動表示または選択方式）は以下のと

おり。 

実際の支援ツールにおける「入力シート」を図 e-5-2-6 に示す。「入力エリア」に

入力データ、「自動エリア」に出力結果、「保護エリア」に機能保全計画書を集計し

た算出結果を示す。  

 

【入力データ】：8 項目 

①作成年月 

②施設管理者 

③漁港名 

④施設種類（本支援ツール用）  

⑤施設名 

⑥構造形式 

⑦施設規模 

⑧建設年次（経過年） 

 

【出力結果】：8 項目 

⑨計画期間 

⑩健全度 

⑪対策工法 

⑫対策費用（m あたり単価を含む） 

⑬対策時期 

⑭延命化される年数 

⑮維持管理費 

⑯全体費用（上記⑫＋⑮）  
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データベースの分析を行い、以下のとおり標準的な出力結果を算定することとし

た。実際の支援ツールにおける「出力シート」を図 e-5-2-7 に示す。 

 

【入力】              【出力】 

④施設種類、⑧建設年次（経過年）➔ ⑩健全度（施設種類と経過年から標準的 

な健全度の目安を示す）  

④施設種類、⑥構造形式、⑨健全度➔ ⑪対策工法（健全度に応じた標準的な対  

策工法を示す）  

⑦施設規模、⑩対策工法     ➔ ⑫対策費用（対策工法と施設の延長から  

標準的な対策費用を示す）  

 

技術者が少ない管理者が健全度を判定するため、上記で示した標準的な健全度を

参考に、現場での点検を補助することを目的に、健全度判定の目安となるような写

真を添付し、現地での状況の確認と最終的な判定は管理者の責任で行うこととして

いる。１施設当たりの個別施設計画完成のイメージを図 e-5-2-8 に示す。 
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図 e-5-2-6 入力シート（入力エリアに直接入力または選択方式） 

input情報（一部自動表示） 表-1　施設種類

①作成年月 西暦 年 月 直接入力（半角数字）

②施設管理者 直接入力（都道府県or市町村）

③漁港名称 直接入力（台帳より） 1 外郭施設（Co）
※1） 外郭施設

④施設種類（その１）☞ No. 2 外郭施設（鋼）※2） 係留施設

⑤施設種類（その２）☞ 3 係留施設（Co） 水域施設

⑥施設名称 直接入力（台帳より） 4 係留施設（鋼）※2） 輸送施設

⑦構造形式 直接入力（台帳より） 5 輸送施設（道路） 漁港施設用地

⑧施設規模（延長） m 直接入力（台帳より）（半角数字） 6 その他 漁港浄化施設

⑨建設年次 西暦 年 直接入力（台帳より）（半角数字） 増殖場

✓ 養殖場

表-2　健全度と経過年の関係

⑩建設年次からの年数 年 自動表示 1 外郭施設（Co）
※1） ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

⑪健全度☞ 2 外郭施設（鋼）※2） ～ 10年 11年 ～ 20年 21年 ～ 35年 36年 ～

3 係留施設（Co） ～ 13年 14年 ～ 27年 28年 ～ 45年 46年 ～

凡例 4 外郭施設（鋼）※2） ～ 8年 9年 ～ 17年 18年 ～ 30年 31年 ～

 ： 直接入力 5 輸送施設（道路） ～ 7年 8年 ～ 13年 14年 ～ 25年 26年 ～

 ： 選択入力 6 その他 ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

 ： 自動表示

☞  ： プルダウン 表-3　対策工法

A B C D

1 外郭施設（Co）※1） 全更新 断面修復 全更新 全更新

施設種類（その１）と健全度から 2 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

⑫対策工法（標準） 自動表示（表-3より） 3 係留施設（Co） 全更新 断面修復 全更新 全更新

4 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

5 輸送施設（道路） 全更新 ｵ-ﾊﾞ-ﾚｲ 全更新 全更新

6 その他 全更新 部分更新 全更新 全更新

表-4　mあたり保全対策費(50年)

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑬対策費単価（ｍ） 円 自動表示（表-4より） 1 外郭施設（Co）※1） 16,000 円/m 13,000 円/m 16,000 円/m 16,000 円/m

⑭対策費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 19,000 円/m 16,000 円/m 19,000 円/m 19,000 円/m

3 係留施設（Co） 7,000 円/m 6,000 円/m 7,000 円/m 7,000 円/m

4 外郭施設（鋼）※2） 9,000 円/m 7,000 円/m 9,000 円/m 9,000 円/m

5 輸送施設（道路） 2,000 円/m 1,000 円/m 2,000 円/m 2,000 円/m

6 その他 6,000 円/m 5,000 円/m 6,000 円/m 6,000 円/m

表-5　健全度に対する対策時期

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑮対策時期 年 自動表示（表-5より） 1 外郭施設（Co）※1） 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

⑯対策年度 年 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 15 年以内 25 年以内 35 年以内

3 係留施設（Co） 5 年以内 18 年以内 32 年以内 45 年以内

4 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 13 年以内 22 年以内 30 年以内

5 輸送施設（道路） 5 年以内 12 年以内 18 年以内 25 年以内

6 その他 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

表-6　健全度Bになる年数

施設種類（その１） No.施設種類（その１） B になる年数 ※1）　（Co）：コンクリート構造物　

⑰延命化される年数 年 自動表示（表-6より） 1 外郭施設（Co）※1） 年 ※2）　（鋼）：鋼構造物

2 外郭施設（鋼）※2） 年 ※3）　水産基盤施設ストックマネジメントのための

3 係留施設（Co） 年 　　　　ガイドライン（H27/5月改定）P3　表-1.1より

4 外郭施設（鋼）※2） 年

5 輸送施設（道路） 年 ★機能保全計画書データベースのうち、

6 その他 年 49,717施設を集計して算出されたデータ

を集計

表-7　その他維持管理費

施設種類（その１） No.施設種類（その１）

⑱維持管理費（ｍ） 円 自動表示（表-7より） 1 外郭施設（Co）
※1） 1,000 円/m*年

⑲維持管理費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

⑳維持管理費（次回対策まで） 円 自動表示 3 係留施設（Co） 1,000 円/m*年

4 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

㉑全体費用 円 自動表示 5 輸送施設（道路） 1,000 円/m*年

6 その他 1,000 円/m*年

#VALUE!

#VALUE!

FALSE

0

#VALUE!

FALSE

#VALUE!

0

D C

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、陸閘、護岸、堤防、突堤及び胸壁等

岸壁、物揚場、係船浮標、係船杭、桟橋、浮桟橋及び船揚場

航路、泊地及び付帯施設（サンドポケット）

道路、橋梁及びトンネル

護岸及び人工地盤

公害防止のための導水施設その他の浄化施設

※⑨を対策年次等に置き替えした場合✓印を記入☞

健全度
施設種類（その１）No.

No. 施設種類（その１）
健全度

健全度
施設種類（その１）No.

B A

消波施設等及び中間育成施設

上記④と⑩を参照し保護エリア表-2より

A～Dを選択（プルダウン）

No. 施設種類（その１）
対象範囲

その他維持管理費

健全度
施設種類（その１）No.

消波施設等及び区画施設

17

13

30

施設種類（その２）※３）

対象施設

保護エリア表-1（その１）よりNo.1～6

を選択（プルダウン）

30

20

27

保護エリア表-1（その２）対象施設より

選択（プルダウン）

入力エリア 保護エリア

自動エリア
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【 0 0 】    計画作成年月 ： 年 0 月

★対象施設の「平面図」を貼り付け        　★対象施設の「標準断面図」を貼り付け

 　または別途添付 　　　  　または別途添付

2021年度 ～ #VALUE! 年度頃

 　★対象施設の「現況写真」を貼り

　　 付けまたは別途添付

　　　（基本、施設全景）

対策工法：

対策延長： 0 ｍ

FALSE

全体費用： #VALUE!

　（初年度費用： #VALUE!

　（次回対策までの維持管理費用： #VALUE!

日常管理計画
（点検等の取組）

日常点検：１年に１回、定期点検：１０年に１回
臨時点検：適宜（台風や地震等の事案発生時）
点検記録を保存し、各点検結果を踏まえて個別施設計画の見直しを検討する。

機
能
保
全
対
策

対策の概要

長寿命化対策に
より延命化される

年数

実施時期

対策費用 円　）

円　）

#VALUE!

円

個別施設計画

対
象
施
設
状
況

施設種類 施設名称 構造形式 施設規模

0 0 0

施設平面図 施設断面図

0 mL=

0

対策の優先順位
の考え方
（機能保全
レベルの設定）

　当該施設は漁港機能を確保する上で不可欠な施設であるが、老朽化が一定程度進
行した状態でも日常の漁業活動への支障が少ないため、機能保全レベルをタイプ３と
設定する（健全度Bを下回らない範囲での維持管理レベル）。
　よって、対策の優先順位は高く設定せず、日常点検等における経過観察を継続する
ことで状況判断していくこととした。

計画期間 　今後の日常点検・定期点検により施設の変状が確認されれば、改めて計画期間を
検討する。

　当該施設の状態を以下に記述
し、現況写真を添付する。

0
 　★自動算出した健全度評価に現地
      状況との不整合が見られる場合、
　　　入力シートの「⑪健全度」欄に、
　　 適切な健全度を再入力

健全度の評価
（個別施設の
状態等も記述）

　健全度の評価については「水産基盤施設ストックマネジメントのための
ガイドライン（平成27年5月改訂）」を参考に実施。

健全度
評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-5-2-7 出力シート 

（青網掛け：自動表示、赤文字：図写真貼り付け、黒文字：標準文（原則固定）） 



35 

 

　【　Ａ県 Ｂ漁港　】 　　　計画作成年月：

2021年度 ～ 2039年度頃

 　　★対象施設の現況写真を添付

　　　　（基本、施設全景）

対策工法：

対策延長：

全体費用：

　（初年度費用： ）

　（次回対策までの維持管理費用： ）

L= 100m

個別施設計画

2020　年　5　月

対
象
施
設
状
況

施設種類 施設名称 構造形式 施設規模

外郭施設 Ｃ防波堤 コンクリート単塊式

施設平面図 施設断面図

計画期間 　今後の日常点検・定期点検により施設の変状が確認されれば、改めて計画期間を検討
する。

対策の優先順位
の考え方
（機能保全
レベルの設定）

　当該施設は漁港機能を確保する上で不可欠な施設であるが、老朽化が一定程度進行し
た状態でも日常の漁業活動への支障が少ないため、機能保全レベルをタイプ３と設定する
（健全度Bを下回らない範囲での維持管理レベル）。
　よって、対策の優先順位は高く設定せず、日常点検等における経過観察を継続すること
で状況判断していくこととした。

実施時期

　施設の主要部に老朽化が発生
し性能の低下が認められ、予防
的対策を施さないと将来要求性
能を下回る恐れがある状態で
あった。

2039年度

　★自動算出した健全度と現地状況に
　　　不整合がある場合、適宜直接入力

健全度の評価
（個別施設の
状態等も記述）

　健全度の評価については「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイド
ライン（平成27年5月改訂）」を参考に実施。

健全度
評価

　当該施設の状態を以下に記述
し、現況写真を添付する。

B

対策費用

日常管理計画
（点検等の取組）

日常点検：１年に１回、定期点検：１０年に１回
臨時点検：適宜（台風や地震等の事案発生時）
点検記録を保存し、各点検結果を踏まえて個別施設計画の見直しを検討する。

1,300,000円

3,300,000円

2,000,000円

機
能
保
全
対
策

対策の概要
断面修復

100ｍ

長寿命化対策に
より延命化される

年数
30年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-5-2-8 完成イメージ（参考） 
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（３）普及促進 

普及促進は、作成した優良事例集や算定支援ツールについて、活用可能となる説

明資料「手順書」作成のうえ施設管理者へ配布する等により普及促進を図ることと

しており、以下の手順により実施することとした。  

 

①支援ツールの手順書を作成。 

②水産庁より事務連絡を管理者である都道府県に通知。 

③上記①②と併せ、都道府県へ支援ツールを配布。 

④都道府県から管下の市町村へ周知、支援、指導。 

⑤上記②③④には問い合わせ先として受託機関の担当者の連絡先を明記。 

 

 手順書については、資料集として巻末に添付する。 
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ｆ．課題 

５．漁港施設等の長寿命化対策費用等の検討 

５－１ 長寿命化対策費用の推計 

長寿命化対策費用の推計は、平成 30 年 3 月末時点で策定済みの機能保全計画書

2,192 漁港を収集し、1,942 漁港の機能保全計画書をデータベース化し算出したとこ

ろである。 

2020 年度末までの公表に向け、令和 2 年度（2020 年度）中に、平成 H31 年度ま

でに完了された未収集すべての機能保全計画書を収集・データ更新し、対策費用の推

計等の精度を向上させる必要がある。 

 

５－２ 個別施設計画策定支援技術の検討 

支援技術としてのツールは作成、供給したものの、実際の策定作業の開始はこれか

らとなる。2020 年度末までに個別施設計画の策定率 100％を目指すためには、これか

らの普及促進活動が重要（課題）である。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 集 
 

 

 

■個別施設計画策定支援ツール「手順書」 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別施設計画策定支援ツール 

～漁港漁場施設～ 

 

 

 

 

 

 

作成手順書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 
 

 

 

 

 

 

水産庁漁港漁場整備部 
 

 

  



 

 

はじめに 

 

 

個別施設計画策定支援ツール（以下、本ツール）は技術者が少ない管理者（特に

市町村）を対象に、個別施設計画の作成を補助することを目的としております。 

本ツールは、漁港漁場施設を対象とし 49,717 施設の機能保全計画書の情報から

個別施設計画に必要な項目について集計、算出したデータを基に、諸元データの入

力のみで算出結果の標準値が自動表示される方法で作成しております。 

自動表示された標準的な健全度を参考に、現地での状況確認と健全度判定の目安

となるような写真を添付し、最終的な判定は管理者の判断（責任）で作成する流れ

となっております。  

本ツールが漁港漁場施設を管理する実務担当者の一助となれば幸いです。 

 

 

 

令和 2 年 3 月 

水産庁漁港漁場整備部  

 

 

 

（本書に関するお問い合わせ）    

水産庁漁港漁場整備部整備課設計班  
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１．本ツールの流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図１ 本ツールによる個別施設計画作成フロー  
 

 

 

■「入力シート」へ

☑入力エリアより再入力

※入力エリアに項目がない場合は、

出力シートに直接入力

■漁港単位でまとめて保管

■作成手順を確認

■本ツールを起動

■台帳等の既存資料より

☑input情報の入力（10項目）

■台帳等の既存資料より

☑平面図の貼り付け

☑標準断面図の貼り付け

■現地踏査より

☑現況写真の貼り付け

２．２ 内容確認

（特に健全度評価）

１．「入力シート」の作成

１．２ 施設名にて「新規保存」

OK

NG

２．３ 「上書保存」及び「出力」

END

２．「出力シート」の作成

START
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２．本ツールの適用範囲 

 

本ツールで適用可能な範囲は分野、施設、種類別に以下のとおりです。  

 

（１）適用分野は、「漁港施設」および「漁場施設」となります。 

 

（２）適用施設は、表１に示す青文字（ゴシック体）の範囲となります。（ ）囲いの

赤文字（明朝体）の施設は適用外となります。  

 

表１ ガイドライン※１）に示されている対象施設 

※１）水産基基盤施設のストックマネジメントのためのガイドライン，水産庁漁 

港漁場整備部，平成 27 年 5 月改定，P3 表－1．1 

 

（３）適用種類は、本ツール用に施設を 6 種類に分類しております。表１の対象施設

を以下①～⑥の 6 種類に適宜当てはめて作成してください。  

 

 ①外郭施設（コンクリート構造） 

 ②外郭施設（鋼構造） 

 ③係留施設（コンクリート構造） 

 ④係留施設（鋼構造） 

 ⑤輸送施設（道路） 

 ⑥その他（上記①～⑤に該当しない適用範囲内の施設） 

 

 注）増殖場、養殖場は⑥その他以外の外郭施設や係留施設に該当する場合が多いた

め、種類の選択には適宜留意してください。  

 

 

 

 

分野 対象施設 対象範囲 

漁港漁場

施設 
外郭施設 

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、陸閘、

護岸、堤防、突堤及び胸壁等 

係留施設 
岸壁、物揚場、係船浮標、係船杭、桟橋、浮桟橋

及び船揚場 

（水域施設） （航路、泊地及び付帯施設（サンドポケット）） 

輸送施設 道路、（橋梁及びトンネル） 

漁港施設用地 護岸及び人工地盤 

（漁港浄化施設） （公害防止のための導水施設その他の浄化施設） 

増殖場 消波施設等及び中間育成施設 

養殖場 消波施設等及び区画施設 
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input情報（一部自動表示） 表-1　施設種類

①作成年月 西暦 年 月 直接入力（半角数字）

②施設管理者 直接入力（都道府県or市町村）

③漁港名称 直接入力（台帳より） 1 外郭施設（Co）
※1） 外郭施設

④施設種類（その１）☞ No. 2 外郭施設（鋼）※2） 係留施設

⑤施設種類（その２）☞ 3 係留施設（Co） 水域施設

⑥施設名称 直接入力（台帳より） 4 係留施設（鋼）※2） 輸送施設

⑦構造形式 直接入力（台帳より） 5 輸送施設（道路） 漁港施設用地

⑧施設規模（延長） m 直接入力（台帳より）（半角数字） 6 その他 漁港浄化施設

⑨建設年次 西暦 年 直接入力（台帳より）（半角数字） 増殖場

✓ 養殖場

表-2　健全度と経過年の関係

⑩建設年次からの年数 年 自動表示 1 外郭施設（Co）
※1） ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

⑪健全度☞ 2 外郭施設（鋼）※2） ～ 10年 11年 ～ 20年 21年 ～ 35年 36年 ～

3 係留施設（Co） ～ 13年 14年 ～ 27年 28年 ～ 45年 46年 ～

凡例 4 外郭施設（鋼）※2） ～ 8年 9年 ～ 17年 18年 ～ 30年 31年 ～

 ： 直接入力 5 輸送施設（道路） ～ 7年 8年 ～ 13年 14年 ～ 25年 26年 ～

 ： 選択入力 6 その他 ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

 ： 自動表示

☞  ： プルダウン 表-3　対策工法

A B C D

1 外郭施設（Co）※1） 全更新 断面修復 全更新 全更新

施設種類（その１）と健全度から 2 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

⑫対策工法（標準） 自動表示（表-3より） 3 係留施設（Co） 全更新 断面修復 全更新 全更新

4 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

5 輸送施設（道路） 全更新 ｵ-ﾊﾞ-ﾚｲ 全更新 全更新

6 その他 全更新 部分更新 全更新 全更新

表-4　mあたり保全対策費(50年)

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑬対策費単価（ｍ） 円 自動表示（表-4より） 1 外郭施設（Co）※1） 16,000 円/m 13,000 円/m 16,000 円/m 16,000 円/m

⑭対策費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 19,000 円/m 16,000 円/m 19,000 円/m 19,000 円/m

3 係留施設（Co） 7,000 円/m 6,000 円/m 7,000 円/m 7,000 円/m

4 外郭施設（鋼）※2） 9,000 円/m 7,000 円/m 9,000 円/m 9,000 円/m

5 輸送施設（道路） 2,000 円/m 1,000 円/m 2,000 円/m 2,000 円/m

6 その他 6,000 円/m 5,000 円/m 6,000 円/m 6,000 円/m

表-5　健全度に対する対策時期

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑮対策時期 年 自動表示（表-5より） 1 外郭施設（Co）※1） 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

⑯対策年度 年 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 15 年以内 25 年以内 35 年以内

3 係留施設（Co） 5 年以内 18 年以内 32 年以内 45 年以内

4 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 13 年以内 22 年以内 30 年以内

5 輸送施設（道路） 5 年以内 12 年以内 18 年以内 25 年以内

6 その他 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

表-6　健全度Bになる年数

施設種類（その１） No.施設種類（その１） B になる年数 ※1）　（Co）：コンクリート構造物　

⑰延命化される年数 年 自動表示（表-6より） 1 外郭施設（Co）※1） 年 ※2）　（鋼）：鋼構造物

2 外郭施設（鋼）※2） 年 ※3）　水産基盤施設ストックマネジメントのための

3 係留施設（Co） 年 　　　　ガイドライン（H27/5月改定）P3　表-1.1より

4 外郭施設（鋼）※2） 年

5 輸送施設（道路） 年 ★機能保全計画書データベースのうち、

6 その他 年 52,674施設を集計して算出されたデータ

を集計

表-7　その他維持管理費

施設種類（その１） No.施設種類（その１）

⑱維持管理費（ｍ） 円 自動表示（表-7より） 1 外郭施設（Co）
※1） 1,000 円/m*年

⑲維持管理費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

⑳維持管理費（次回対策まで） 円 自動表示 3 係留施設（Co） 1,000 円/m*年

4 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

㉑全体費用 円 自動表示 5 輸送施設（道路） 1,000 円/m*年

6 その他 1,000 円/m*年

保護エリア表-1（その１）よりNo.1～6

を選択（プルダウン）

30

20

27

保護エリア表-1（その２）対象施設より

選択（プルダウン）

No. 施設種類（その１）
対象範囲

その他維持管理費

健全度
施設種類（その１）No.

消波施設等及び区画施設

17

13

30

施設種類（その２）※３）

対象施設

※⑨建設年次を対策年次とした場合✓印を記入☞

健全度
施設種類（その１）No.

No. 施設種類（その１）
健全度

健全度
施設種類（その１）No.

B A

消波施設等及び中間育成施設

上記④と⑩を参照し保護エリア表-2より

A～Dを選択（プルダウン）

D C

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、陸閘、護岸、堤防、突堤及び胸壁等

岸壁、物揚場、係船浮標、係船杭、桟橋、浮桟橋及び船揚場

航路、泊地及び付帯施設（サンドポケット）

道路、橋梁及びトンネル

護岸及び人工地盤

公害防止のための導水施設その他の浄化施設

0

#VALUE!

#VALUE!

FALSE

0

#VALUE!

FALSE

#VALUE!

入力エリア 保護エリア

自動エリア

３．入力シートの作成                  

 

本ツールを起動し、下記の手順で作成してください。  

ソフトウェアは Microsoft Excel で、対象は Excel97 以降のバージョンとなります。 

 

（１）画面左下の「Ⅰ．入力シート」をクリックしてください。  

 

 

 

 

 

 

（２）表示画面（一部抜粋）の「入力エリア」にある 10 項目を入力または選択します。  

入力方法は凡例のとおりです。  

 

注）「自動エリア」、「保護エリア」および「自動表示」のセルは、計算式や集計・

算出結果となりますので入力しないでください。  
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（３）入力または選択する 10 項目の内容は以下のとおりです。 

 

①作成年月 

  西暦を半角数字で直接入力してください。  

 

 ②施設管理者 

  都道府県または市町村の名称を直接入力してください。  

 

 ③漁港名称 

  台帳に記載の名称を直接入力してください。  

 

 ④施設種類（その１）  

  「保護エリア」の表－１施設種類（その１）の No.1～6 を確認し、プルダウンか

ら選択してください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤施設種類（その２）  

  「保護エリア」の表－１施設種類（その２）の対象施設を確認し、プルダウンから

選択してください。  
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 ⑥施設名称 

  台帳に記載の名称を直接入力してください。  

 

⑦構造形式 

  台帳に記載の形式を直接入力してください。  

 

⑧構造形式 

  台帳に記載の延長を半角数字で直接入力してください。  

 

⑨建設年次 

  台帳に記載の建設年次を西暦の半角数字で直接入力してください。  

   

※機能保全対策等の履歴から施設性能が回復されたと判断できる場合、管理者の

判断でその年次を建設年次と置き換え入力することも可能です。その場合は✓

印をプルダウンしてください。  

 

 ⑩建設年次からの年数  

  自動表示のため入力不要です。  

 

 ⑪健全度 

  入力項目の④施設種類（その１）と⑩建設年次からの年数を「保護エリア」の表－

２健全度と経過年の関係と照らし合わせ、プルダウンから選択してください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上で「入力シート」の作業は完了です。  

 

 

（３）画面左上の「ファイル」⇒「名前を付けて保存」を順にクリックし、保存場所を

決定後、施設名を入力し、「保存」してください。  

ただし、保存名は任意です。管理しやすい名称で保存してください。  
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【 0 0 】    計画作成年月 ： 年 0 月

★対象施設の「平面図」を貼り付け        　★対象施設の「標準断面図」を貼り付け

 　または別途添付 　　　  　または別途添付

2021年度 ～ #VALUE! 年度頃

 　★対象施設の「現況写真」を貼り

　　 付けまたは別途添付

　　　（基本、施設全景）

対策工法：

対策延長： 0 ｍ

FALSE

全体費用： #VALUE!

　（初年度費用： #VALUE!

　（次回対策までの維持管理費用： #VALUE!

日常管理計画
（点検等の取組）

日常点検：１年に１回、定期点検：１０年に１回
臨時点検：適宜（台風や地震等の事案発生時）
点検記録を保存し、各点検結果を踏まえて個別施設計画の見直しを検討する。

機
能
保
全
対
策

対策の概要

長寿命化対策に
より延命化される

年数

実施時期

対策費用 円　）

円　）

#VALUE!

円

個別施設計画

対
象
施
設
状
況

施設種類 施設名称 構造形式 施設規模

0 0 0

施設平面図 施設断面図

0 mL=

0

対策の優先順位
の考え方
（機能保全
レベルの設定）

　当該施設は漁港機能を確保する上で不可欠な施設であるが、老朽化が一定程度進
行した状態でも日常の漁業活動への支障が少ないため、機能保全レベルをタイプ３と
設定する（健全度Bを下回らない範囲での維持管理レベル）。
　よって、対策の優先順位は高く設定せず、日常点検等における経過観察を継続する
ことで状況判断していくこととした。

計画期間 　今後の日常点検・定期点検により施設の変状が確認されれば、改めて計画期間を
検討する。

　当該施設の状態を以下に記述
し、現況写真を添付する。

0
 　★自動算出した健全度評価に現地
      状況との不整合が見られる場合、
　　　入力シートの「⑪健全度」欄に、
　　 適切な健全度を再入力

健全度の評価
（個別施設の
状態等も記述）

　健全度の評価については「水産基盤施設ストックマネジメントのための
ガイドライン（平成27年5月改訂）」を参考に実施。

健全度
評価

４．出力シートの作成 

 

完了した「入力シート」のファイルから必要な施設を起動させ、下記の手順で「出力

シート」を作成してください。  

 

（１）画面左下の「Ⅱ．出力シート」をクリックしてください。  

 

 

 

 

 

 

（２）表示画面（一部抜粋）の画面左上にある「対象施設状況」および画面右中段にあ

る「健全度評価」について作業します。  

 

注）塗りつぶし（薄青色）部分は「入力シート」からの算出結果が自動表示されます。

入力しないでください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

（３）「対象施設状況」の作業内容は以下 2 項目です。 

 

 ①台帳に記載の「施設平面図」を★印部分に貼り付けてください。  

 

②台帳に記載の「施設断面図」を★印部分に貼り付けてください。  

 

 

（４）「健全度評価」の作業内容は以下のとおりです。  

 

①「入力シート」より算出された標準的な健全度評価について、現地にて状況確認し

健全度判定の目安となる写真を撮影し★印部分に貼り付けてください。  

 

②標準的な健全度と現地確認が一致する場合、（５）に進んでください。  

 

 ③標準的な健全度と現地確認が一致しない場合、「入力シート」に戻り、⑪健全度の

項目欄に適切な健全度をプルダウンから再選択してください。  

 

 

（５）「出力シート」の全体を確認してください。  

 

 ①塗りつぶし（薄青色）の自動表示（算出結果）に問題ないか「入力シート」と照ら

し合わせて最終確認してください。  

 

②塗りつぶしのない標準コメントに加筆・修正が必要な場合、適宜、直接入力してく

ださい。 

 

 ③自動表示部分の塗りつぶし（薄青色）を解除（塗りつぶしなし）してください。  

 （そのままでも問題ありません。）  

 

 

以上で「出力シート」の作業は完了です。  

 

 

（６）画面左上の「ファイル」⇒「上書き保存」を順にクリックししてください。  

 

（７）「出力シート」を出力（印刷）してください。適宜、漁港単位にまとめて保管す  

るなど今後の維持管理にご活用ください。  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 参 考 資 料 ＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ．入力シート 

Ⅱ．出力シート 

 Ⅲ．完成イメージ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

input情報（一部自動表示） 表-1　施設種類

①作成年月 西暦 年 月 直接入力（半角数字）

②施設管理者 直接入力（都道府県or市町村）

③漁港名称 直接入力（台帳より） 1 外郭施設（Co）
※1） 外郭施設

④施設種類（その１）☞ No. 2 外郭施設（鋼）※2） 係留施設

⑤施設種類（その２）☞ 3 係留施設（Co） 水域施設

⑥施設名称 直接入力（台帳より） 4 係留施設（鋼）※2） 輸送施設

⑦構造形式 直接入力（台帳より） 5 輸送施設（道路） 漁港施設用地

⑧施設規模（延長） m 直接入力（台帳より）（半角数字） 6 その他 漁港浄化施設

⑨建設年次 西暦 年 直接入力（台帳より）（半角数字） 増殖場

✓ 養殖場

表-2　健全度と経過年の関係

⑩建設年次からの年数 年 自動表示 1 外郭施設（Co）
※1） ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

⑪健全度☞ 2 外郭施設（鋼）※2） ～ 10年 11年 ～ 20年 21年 ～ 35年 36年 ～

3 係留施設（Co） ～ 13年 14年 ～ 27年 28年 ～ 45年 46年 ～

凡例 4 外郭施設（鋼）※2） ～ 8年 9年 ～ 17年 18年 ～ 30年 31年 ～

 ： 直接入力 5 輸送施設（道路） ～ 7年 8年 ～ 13年 14年 ～ 25年 26年 ～

 ： 選択入力 6 その他 ～ 15年 16年 ～ 30年 31年 ～ 50年 51年 ～

 ： 自動表示

☞  ： プルダウン 表-3　対策工法

A B C D

1 外郭施設（Co）※1） 全更新 断面修復 全更新 全更新

施設種類（その１）と健全度から 2 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

⑫対策工法（標準） 自動表示（表-3より） 3 係留施設（Co） 全更新 断面修復 全更新 全更新

4 外郭施設（鋼）※2） 全更新 電気防食 全更新 全更新

5 輸送施設（道路） 全更新 ｵ-ﾊﾞ-ﾚｲ 全更新 全更新

6 その他 全更新 部分更新 全更新 全更新

表-4　mあたり保全対策費(50年)

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑬対策費単価（ｍ） 円 自動表示（表-4より） 1 外郭施設（Co）※1） 16,000 円/m 13,000 円/m 16,000 円/m 16,000 円/m

⑭対策費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 19,000 円/m 16,000 円/m 19,000 円/m 19,000 円/m

3 係留施設（Co） 7,000 円/m 6,000 円/m 7,000 円/m 7,000 円/m

4 外郭施設（鋼）※2） 9,000 円/m 7,000 円/m 9,000 円/m 9,000 円/m

5 輸送施設（道路） 2,000 円/m 1,000 円/m 2,000 円/m 2,000 円/m

6 その他 6,000 円/m 5,000 円/m 6,000 円/m 6,000 円/m

表-5　健全度に対する対策時期

施設種類（その１）と健全度から A B C D

⑮対策時期 年 自動表示（表-5より） 1 外郭施設（Co）※1） 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

⑯対策年度 年 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 15 年以内 25 年以内 35 年以内

3 係留施設（Co） 5 年以内 18 年以内 32 年以内 45 年以内

4 外郭施設（鋼）※2） 5 年以内 13 年以内 22 年以内 30 年以内

5 輸送施設（道路） 5 年以内 12 年以内 18 年以内 25 年以内

6 その他 5 年以内 20 年以内 35 年以内 50 年以内

表-6　健全度Bになる年数

施設種類（その１） No.施設種類（その１） B になる年数 ※1）　（Co）：コンクリート構造物　

⑰延命化される年数 年 自動表示（表-6より） 1 外郭施設（Co）※1） 年 ※2）　（鋼）：鋼構造物

2 外郭施設（鋼）※2） 年 ※3）　水産基盤施設ストックマネジメントのための

3 係留施設（Co） 年 　　　　ガイドライン（H27/5月改定）P3　表-1.1より

4 外郭施設（鋼）※2） 年

5 輸送施設（道路） 年 ★機能保全計画書データベースのうち、

6 その他 年 49,717施設を集計して算出されたデータ

を集計

表-7　その他維持管理費

施設種類（その１） No.施設種類（その１）

⑱維持管理費（ｍ） 円 自動表示（表-7より） 1 外郭施設（Co）
※1） 1,000 円/m*年

⑲維持管理費（延長） 円 自動表示 2 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

⑳維持管理費（次回対策まで） 円 自動表示 3 係留施設（Co） 1,000 円/m*年

4 外郭施設（鋼）※2） 1,000 円/m*年

㉑全体費用 円 自動表示 5 輸送施設（道路） 1,000 円/m*年

6 その他 1,000 円/m*年

#VALUE!

#VALUE!

FALSE

0

#VALUE!

FALSE

#VALUE!

0

D C

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、陸閘、護岸、堤防、突堤及び胸壁等

岸壁、物揚場、係船浮標、係船杭、桟橋、浮桟橋及び船揚場

航路、泊地及び付帯施設（サンドポケット）

道路、橋梁及びトンネル

護岸及び人工地盤

公害防止のための導水施設その他の浄化施設

※⑨を対策年次等に置き替えした場合✓印を記入☞

健全度
施設種類（その１）No.

No. 施設種類（その１）
健全度

健全度
施設種類（その１）No.

B A

消波施設等及び中間育成施設

上記④と⑩を参照し保護エリア表-2より

A～Dを選択（プルダウン）

No. 施設種類（その１）
対象範囲

その他維持管理費

健全度
施設種類（その１）No.

消波施設等及び区画施設

17

13

30

施設種類（その２）※３）

対象施設

保護エリア表-1（その１）よりNo.1～6

を選択（プルダウン）

30

20

27

保護エリア表-1（その２）対象施設より

選択（プルダウン）

入力エリア 保護エリア

自動エリア

Ⅰ．入力シート 



 

 

【 0 0 】    計画作成年月 ： 年 0 月

★対象施設の「平面図」を貼り付け        　★対象施設の「標準断面図」を貼り付け

 　または別途添付 　　　  　または別途添付

2021年度 ～ #VALUE! 年度頃

 　★対象施設の「現況写真」を貼り

　　 付けまたは別途添付

　　　（基本、施設全景）

対策工法：

対策延長： 0 ｍ

FALSE

全体費用： #VALUE!

　（初年度費用： #VALUE!

　（次回対策までの維持管理費用： #VALUE!

日常管理計画
（点検等の取組）

日常点検：１年に１回、定期点検：１０年に１回
臨時点検：適宜（台風や地震等の事案発生時）
点検記録を保存し、各点検結果を踏まえて個別施設計画の見直しを検討する。

機
能
保
全
対
策

対策の概要

長寿命化対策に
より延命化される

年数

実施時期

対策費用 円　）

円　）

#VALUE!

円

個別施設計画

対
象
施
設
状
況

施設種類 施設名称 構造形式 施設規模

0 0 0

施設平面図 施設断面図

0 mL=

0

対策の優先順位
の考え方
（機能保全
レベルの設定）

　当該施設は漁港機能を確保する上で不可欠な施設であるが、老朽化が一定程度進
行した状態でも日常の漁業活動への支障が少ないため、機能保全レベルをタイプ３と
設定する（健全度Bを下回らない範囲での維持管理レベル）。
　よって、対策の優先順位は高く設定せず、日常点検等における経過観察を継続する
ことで状況判断していくこととした。

計画期間 　今後の日常点検・定期点検により施設の変状が確認されれば、改めて計画期間を
検討する。

　当該施設の状態を以下に記述
し、現況写真を添付する。

0
 　★自動算出した健全度評価に現地
      状況との不整合が見られる場合、
　　　入力シートの「⑪健全度」欄に、
　　 適切な健全度を再入力

健全度の評価
（個別施設の
状態等も記述）

　健全度の評価については「水産基盤施設ストックマネジメントのための
ガイドライン（平成27年5月改訂）」を参考に実施。

健全度
評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．出力シート 



 

 

　【　Ａ県 Ｂ漁港　】 　　　計画作成年月：

2021年度 ～ 2039年度頃

 　　★対象施設の現況写真を添付

　　　　（基本、施設全景）

対策工法：

対策延長：

全体費用：

　（初年度費用： ）

　（次回対策までの維持管理費用： ）

L= 100m

個別施設計画

2020　年　5　月

対
象
施
設
状
況

施設種類 施設名称 構造形式 施設規模

外郭施設 Ｃ防波堤 コンクリート単塊式

施設平面図 施設断面図

計画期間 　今後の日常点検・定期点検により施設の変状が確認されれば、改めて計画期間を検討
する。

対策の優先順位
の考え方
（機能保全
レベルの設定）

　当該施設は漁港機能を確保する上で不可欠な施設であるが、老朽化が一定程度進行し
た状態でも日常の漁業活動への支障が少ないため、機能保全レベルをタイプ３と設定する
（健全度Bを下回らない範囲での維持管理レベル）。
　よって、対策の優先順位は高く設定せず、日常点検等における経過観察を継続すること
で状況判断していくこととした。

実施時期

　施設の主要部に老朽化が発生
し性能の低下が認められ、予防
的対策を施さないと将来要求性
能を下回る恐れがある状態で
あった。

2039年度

　★自動算出した健全度と現地状況に
　　　不整合がある場合、適宜直接入力

健全度の評価
（個別施設の
状態等も記述）

　健全度の評価については「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイド
ライン（平成27年5月改訂）」を参考に実施。

健全度
評価

　当該施設の状態を以下に記述
し、現況写真を添付する。

B

対策費用

日常管理計画
（点検等の取組）

日常点検：１年に１回、定期点検：１０年に１回
臨時点検：適宜（台風や地震等の事案発生時）
点検記録を保存し、各点検結果を踏まえて個別施設計画の見直しを検討する。

1,300,000円

3,300,000円

2,000,000円

機
能
保
全
対
策

対策の概要
断面修復

100ｍ

長寿命化対策に
より延命化される

年数
30年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．完成イメージ 


